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本日は、厚生労働省の省内事業仕分けを傍聴いただきありがとうございます。

傍聴される前に、必ずご―読いただきますようお願いします。

O 座 席に限りがありますので、前からつめてお座り下さい。

○ 資 料は、お一人様一部限りとさせていただきます。お席の上の資料をお使い下さい:

0 本 日の資料及び仕分けの映像は、後日、厚生労働省HPに掲載する予定としております。

0 お席を離れる際は、この資料の裏面を表にして席においておかれるようお願いし±立。また、会議

開始 10分 前までには、お席にお戻り下さい。

O ト イレ及」喫煙所の場所については、裏面をご覧下さい。

O 円 滑な議事の進行のため、次の点にご協力下さい。

1

2

3

4

5

0 混 雑時には、混乱を避け安全にお帰りいただくために、会議終了後に入口近くの方かJl賠 よく退

出していただく場合がございますので、その場合は、お席にお座りのまま係員の案内があるまでお待

ち下さい。

O 傍 聴された上でのご感想がございましたら、アンケート用紙にご記入の上、係員にお渡しいただく

かアンケ=卜 回収箱へお入れ下さい。                        |

〇 ま た、改革案及び仕分け結果については、厚生労働省HPで国民の皆様からのご意見を募集する予

定でおりますので、是非ご意見をお寄せ下さい。

O そ の他ご不明の点がございましたら、お近くの係員までお問い合わせ下さい。

６
　
７

　

８

限られた時間内で円滑に審議を進行させるため、係員の誘導 ・指示に従つて下さい。

事務局の指定した場所以外に立ち入ることは、できません。

アラーム付き時計、携帯電話等音の出る機器については、電源を切つて下さい。

会議場における言論に対して賛否を表明し:ま た拍手をすることはできません。また、

傍聴の方からのご質問はお受けし`たしません。

静粛を旨とし、審議の妨害になるような行為 (ビラ、プラカード等の持ち込み、鉢巻、

ゼッケン等の着用による示威的行為な場 は、謹んで下さい。

傍聴中の飲食及び喫煙はご遠慮下さい。

やむを得ない場合を除き、傍聴者の入退場は慎んで下さい。

危険な物を持っている方、酒気を帯びている方、その他秩序維持のため必要があると認

められる方の傍聴はお断りいたします。
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第10回 厚生労働省省内事業仕分け

平成22年5月27日(本)
(15:00～ 18:00)

厚生労働省講堂

(低層棟2階)

1.議 事 (対象法人)

(1)医 療研修推進財団 (15:00～16:00)

(2)安 全衛生技術試験協会 (16100～17:00

(3)ヒ ュ,マ ンサイエンス振興財団 (17:00～18:00)

2.民 間有識者 (仕分け人)

安念  潤 司 中 央大学法科大学院教授

岩瀬  達 哉 ジャーナリス|ト

田代  雄 偉 元 川崎製鉄株式会社環境エンジニアリング部長

中山   弘  元 学校法人ホンダ学園常務理事

仁田  道 夫 東京大学社会科学研究所教授

建石  一 郎 厚 生労働行政モニター

※ 仕 分け人はt毎 回5名程度選任することとしており、
厚生労働行政モニタ=は 応募のあった中から毎回 1名選任する



第10回厚生労働省省内事業仕分け
(医療研修推進財団)

平成22年5月2 7日(木)
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厚生労働省講堂
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第10回厚生労働省省内事業仕分け
(安全衛生技術試験協会)
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第10回厚生労働省省内事業仕分け
(ヒューマンサイエンス振興財団)
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厚生労働省省内事業仕分け8原 則

① 行 政昴1新会議における事業仕分けの対策としてではなく、厚
生労働省が自ら改革を実施するために行うものとする。

② 今 年限りのものではなく、恒常的な事業として位置付ける。

③ 厚 生労働省の事務・事業や所管する独立行政法人、公益法人
等の事業などの在り方について、公開、かつ、外部の視点を入
れて、議論を行う。

④ 最 終的な改革案は、政務三役で決定することから、仕分け作
業の場では、最終的な判断を下すことはせず、仕分け人からの
意見や仕分けの場での議論などを受け止めて、最終的な意思決
定に反映させる。

`※
 仕 分け作業は、概算要求までに実施。

⇒ 省 内事業仕分けを実施 した事務 ・事業や法人が、行政刷新

会議での事業仕分けの対象となった場合には、省内事業仕分
けを踏まえた改革案をもつて臨む。

⑤ 厚 生労働省の説明者が、事務 ・事業や法人について説明し、
その改革案を提示した上で、省内事業仕分け事務局が仕分け人
をサポートするため、事前調査の結果や論点などを示し、活発
な議論を行つていただく。

⑥ 最 後に、仕分け人として外部の民間有識者から、それぞれ、
仕分け対象の事務・事業や法人について、「廃止」、「移管」、「見
直し」を行うべきといつた見解を明確に示していただく。

※ 仕 分け人として国民(厚生労働行政モニター)からも募る。

⑦ 国 民から、傍聴者を募り、公開の場で議論する。

③ 情 報のアクセスを確保するため、メディアにも、フルオープ
ン (議事内容すべてのカメラ撮りを可とする)とする:



厚生労働省省内事業仕分け 民 間有識者

あかぬま  や すひろ

赤沼  康 弘 日本弁護士連合会高齢者 ・障害者の権利に関する委員会委員

あ べ   ま さひろ

阿部  正 浩 獨協大学経済学部教授

あらい   ひ であき

荒井  英 明 厚木市こども未来部こども育成課長

あんねん  じ ゅんじ

安念  潤 司 中央大学法科大学院教授

いわせ   た つや

岩瀬  達 哉 ジヤーナ リス ト

嚇 囀]貿言
か 新日本有限責任監査法人 パ ー トナー

CSR推 進部長 (公認会計士)

おのでら としたか

小野寺 利 孝 小野寺協同法律事務所弁護士

蹄 冒 河北総合病院理事長

諭 毅 早稲田大学法学学術院教授

くさま   よ じお

草間  吉 夫 高萩市長

1::首ξ     ;ti首:| 至誠監査法人理事長 (公認会計士)

たかた    は じめ

高田   ell みずほ証券金融市場調査部長チーフス トラテジス ト

たかはじ

高橋
すすむ

進 株式会社 日本総合研究所副理事長
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田代  雄 悼 元川崎製鉄株式会社環境エンジニアリング部長
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け

財団法人癌研究会顧間

なかやま    ひ ろし
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仁田  道 夫 東京大学社会科学研究所教授
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浩彦 中央学院大学社会システム研究所教授

みややま  と くし

官山  徳 司 埼玉医科大学医療政策学特任教授

』帥
たかし

敬 日本元気仕掛け人 ・わいわい社中代表
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顕一郎



本日は、厚生労働省省内事業仕分けを傍聴いただき:ありがとうございました。

宜しければ、アンケ=卜 にご協力下さい。

<性 別 口ご年齢などについて教えて下さい>

◆性別 :男性  /  女 性          ｀

◆年齢 :10代  / 20代  / 30代

50代  / 60代  / 70代

◆ご職業 :(

／

／
　
　
＞

40代

80代

◆厚生労働省省内事業仕分けを何でお知 りにな りま したか ?

新聞  / テ レビ / 厚 生労働省ホニムページ

その他 (          )

<ご 感想をお聞かせ下さい>

01.こ のような取組みは、有意義と考えますか ?

はい  /  ′ いいえ /  わ からない

01の 理由を教えて下さい。

今回の 「医療研修推進財団」

えますか?

はい  /  い いえ  /

03の理由を教えて下さい
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◆ご協力いただき、ありがとうございました。お帰りの際、お近くの職員また

は回収箱にご提出下さい。



資料1

(財)医療研修推進財団について
《事務口事業説明資料》



言語聴覚士国家試験の概要(①)
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≪試験概要≫

1.言 語聴覚士とは

2.言 語聴覚士国家試験の概要

(1)受験資格
・文部科学大臣、厚生労働大臣が指定する大学や専門学校において、3年以上、必要な知識、
技能を習得した者などが対象である。

(2)試験科目
・基礎医学、臨床医学、音声・言語・聴覚医学、失語日高次脳機能障害学など12科 日で実施される。

(3)試 験
・毎年1回行われる。(平成11年以降、12回実施。近年は2月に実施)

(4)免 許
口国家試験合格後に免許登録を行うことで業務ができる。
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≪基礎データ≫ 【22年度】【時考)21年度】 く

役員
常勤0人

非常勤22人 うち
国家公務員出身者

常勤0人

非常勤3人
常勤0人

非常勤3人

職員
常勤9人

非常勤3人
うち
国家公務員出身者

常勤3人

非常勤0人
常勤3人

非常勤0人

予算 2.2億 円
うち
国からの財政支出

0円 0.3億 円

* 役 職員数は平成22年4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち

国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日 現在、うち国か

らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業》

《組織体制≫      1彗 齢l嘉舘

(全体) 33.30//o

本部
8部

(9人)

うち管理部門
1部(3人)

33.30//o

地方

事務・事業
うち国からの
財政支出

言語聴覚士の試験事務‐登録事務
(指定事業)

臨床研修医マッチング事業

医療関係職種実習施設指導者等
養成講習会事業

臨床研修病院ガイドブック提供事業



言語聴覚士国家試験の概要(②)

《指定試験制度の趣旨目指定理由≫

3.指 定試験制度の趣旨

(1)医療は、国民の生命及び身体の安全に直結するものであり、その質の担保については、国が責任を
持つて行うべきものであることから、医療関係資格者の質を国家資格制度により担保している。

(2)医療関係職種の国家試験については、「行政改革に関する第五次答申」(昭和58年3月)の趣旨に従
い、行政事務の簡素化のため、これ以降に国家資格化されたものは、試験事務等を指定機関が行うこと
とされた。

(3)全国統一的に厳正に実施する必要があることから、二つの公益法人を指定している。

(4)なお、指定機関については、各資格法において指定法人の要件を定めるとともに、役員の選任や事業
計画等に認可を要するなど、国の強い関与が規定されている。

4.指 定の要件と指定理由

【指定の要件】言語聴覚士法に規定
口職員、設備、試験事務等の実施方法その他の事項についての計画が、_適正かつ確実な計画であること。
口試験事務等の実施に関する計画が適正かつ確実に実施できる経理的および技術的な基礎があること。

【当該法人を試験機関として指定する理由】
当該法人は、医師をはじめとする医療関係職種の研修事業等に実績があり、試験事務に関するノウ

ハウがあること、医療機関等とのネットワークがあること、医療関係者からの一定の信頼が寄せられて
いたこと等を踏まえ指定された。
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言語聴覚士国家試験の概要(③)

5.受 験者数等

言語聴覚士国家試験受験者数等 言語聴覚士名簿登録者数

回数 施行年月日 合格発表日 受験者数 合格者数 合格率

1 平成H年 3月28日 平成ll年4月28日 4,556 4,003 87.9

2 平成12年3月26日 平成12年4月26日 1,565 664 42.4

3 平成13年3月25日 平成13年4月25日 1,908 936 49.1

4 平成14年3月24日 平成14年4月24日 2,113 1,137 538

5 平成15年3月23日 平成15年4月 18日 2,447 1,027 42.0

6 平成16年2月21日 平成16年4月9日 1,658 1,130 68.2

7 平成17年2月19日 平成17年3月31日 1,812 1,012 55.8

8 平成18年2月17日 平成18年3月30日 2,226 1,389 624

9 平成19年2月17日 平成19年3月30日 2,323 1,266 54.5

10 平成20年2月16日 平成20年3月31日 2,574 1,788 695

平成21年2月14日 平成21年3月31日 2,347 1,344 57.3

12 平成22年2月20日 平成22年3月25日 2,498 1,619 64.8

合計 28,027 17,315

6.試 験手数料等

新規登録 累  計

平成11年 度 3,983

平成12年 度 669 41652

平成13年 度 935 5,587

平成14年 度 1,138 6,725

平成15年 度 1,025 7,750

平成16年 度 1,131 8,881

平成17年 度 1,011 9,892

平成18年 度 1,387 11,279

平成19年 度 1,266 12,545

平成20年 度 1,786 14,331

平成21年 度 2,071 16,402

0受 験手数料 35,700円 (平成21年度)
※言語聴覚士法施行令第4条に規定

0免 許登録手数料 8,000円 (平成21年度)
※言語聴覚士法施行令第2条第1項に規定
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指定試験機関としての状況(①)
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程》 ≪試験実施体制≫

① 試験委員の確保
医学、歯科医学、心理学、言語聴覚士の大学教授、准教
授、病院長及び言語聴覚±学校・養成校の専任教員等の
言語聴覚業務に関する有識者の確保を行つている。

② 出願受付・審査
出願者数 2,549人 (平成21年 度)

③ 試験会場の確保
毎年、全国で6カ所。受験者数に対応した大学キヤンパ

ス等の試験会場を確保している。

④ 試験運営
・試験の実施箇所・場所

北海道、東京都(2箇所)、愛知県、大阪府、広島県及
び福岡県
・担当人員数

財団本部 6人
試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び監督
員 約 200人      ‐

試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者及
び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実施を
図っている。

⑤ 合格発表
・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表
・合格証書を送付
。なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ
における公表を実施

(試験問題の作成から実施までの業務)
3月～5月 :試 験委員の選任

6月 :試 験委員会年間会議進行説明(厚生労働省)
6月 :試 験委員の発令

|  フ 月 :選 任の届出(厚生労働省)
フ月 :試 験委員会① (方針決定・出題依頼)
8月 :試 験委員会② (問題選定)
9月 :試 験委員会③ (問題決定)
9月 :試 験委員会④ (Fpl題検閲)      .

10月 :試 験委員会⑤ (予備問題決定)
10月 :試 験委員会⑥ (予備問題検閲)
11月 :試 験委員会⑦ (問題校正)
1月 :試 験問題部数決定

1月～2月 :問 題印刷
2月 :国 家試験実施

2月～3月 :採 点処理
3月 :試 験委員会③ (問題審査・合否判定)
3月 :合 格発表

3月～5月 :新 規免許登録業務
4月～3月 (随時):再 交付等の免許登録業務

O試 験委員会は、年8回実施。
・試験委員長、副試験委員長及び試験委員 47名
・財団側は理事長、事務局長以下4名
・資料作成の期間として委員会毎に2～3週間が必要

O試 験委員は、医学、歯科医学、心理学、言語聴覚士の大
学教授、准教授t病院長及び言語聴覚士学校・養成校の専
任教員

〇出題は、200問
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指定試験機関としての状況(②)

≪試験事務の収支状況≫

(平成21年 度実績)

現又ス、 113,044,

支::当 117,634,

1又支  △ 4,589,

652円

560円

908円 (※)

(※)新型インフルエンザ対応(予備試験室の確保、
マスク・消毒薬の準備)等による

過去3年度分の収支状況
(参考)収支状況の推移

※収支に投資額は含まない。

年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

収支 14,409,153F弓 11,389,165円 11,590,924H

次期繰越 118,288,414円 128,648,049円 105,468,81lFヨ

《試験手数料の積算根拠》

0受 験 手 数 料 i35,700円 (平成 16年 度 改 訂 時 )

人件費  19,238,996円

物件費  45,325,998円

計   64,564,994円

受験者数の平均(過去3回 )
11808人

64,564,994円 ÷1,808人 ≒35,711円   ‐

1件当たり計上単価 35,700円

O免 許登録手数料:8,000円 (平
人件費 4,236,393円
物件費 5,214,000円

計  9,450,393円

合格者数の平均(過去3回)
1,176人

9,450,393円 ■1,176人 ≒8,036円

1件 当たり計上単価 8,ooo円
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資料2

(財)医療研修推進財団の改革案について
《改革案説明資料≫



ヒト 1.組 織のスリム化

<平 成20年度X平 成21年度><平 成22年度>
役員26名    役 員22名 (▲4名 )役 員22名

職員15名

8部
職員13名 (▲2名 )職 員12名 (▲1名)
8部 8部

<平 成23年度>
役員20名 (▲2名 )

職員12名
4部

・ 業 務部門の再編、管理職ポスト削減

平成21年度 平成22年度 肖1減数

役員 3/22Arロ 3/22人中

職員 3/12人中 3/12人 中

ll撃曇曇ニン暮≧=」当聟蜃曇二4
≪今後の対応≫  :

役員:退任後(23年度)は公募
職員:退職後(26年度)は公募

モノ 12.余 剰資産などの売却

〔
口固定資産 (土地・建物)なし

3.国 からの財政支出の削減

4,そ の他改革事項

＞

ヽ
「
―
―
ノ

<平 成23年度
0円

事業

卜受験手数料等の見直し

≪削減額》

≪削減額》

≪国民への影響≫

利用者負担の軽減

組織の改革
役 員   ▲ 2人

部長ポスト ▲ 4ポスト
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1.組織のスリム化

役職員への公募制の導入

00B役 員の任期満了後は、公募により後任者を選定。

00B職 員の定年退職後は、公募により後任者を選定。

業務部門の再編による業務効率化、職員の削減

役員等の削減   |

0平 成23年 度までに、役員定数の削減を予定
(20～ 30名 → 15～ 20名 )

| モ ノ 2.余 剰資産などの売却

0固 定資産(土地・建物)なし

‐ ヒ ト

し減
ｄ
＝
■硝

　
「
―
リ

８
　
　
　
発

０
部

<事 務局>

事務局長

「
「

総務部

広報部

研修事業第一部

研修事業第二部

研修事業第二部

システム開発一部

システム開発二部

試験登録部

<事 務局>

事務局長 総務部

研修事業部

システム開発部

試験登録部

t
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0平 成22年 度において国からの財政支出は全て削減済み。

<(注 )これまでの改革 >

国の補助金の廃止

O医 療関係職種実習施設指導者等養成講習会事業
・平成21年 度  3,197千 円 →  平 成22年 度 0円

※ 一部講習会は、受益者負担の観点から、受講料を引上げ、
継続実施。

Oが ん医療に携わる医師に対するコミュニケーション技術研修事業
・平成21年 度 31,192千 円 →  平 成22年度 0円

4。その他改革事項

【コスト削減】
→ 適宜、業務内容・アウトソーシングコストを見直す。

【これまでの剰余金】
→ システム更新の引当金、不測の事態(天災等による試験を再実施

する場合の経費)等の予備費を除き適正化を図る。

受験手数料等の見直しを実施
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5.指 定試験機関等について

0医 療関係職種の国家試験等の試験事務については、次の指定機関が実施

0各 試験事務等を移管 ・統合した場合の効果と課題

0指 定機関の行う国家試験事務等について、今後、関係団体とその統合の可能性について協議

-4-

法人名 職種
指定試験・登録機関

となつた年月日

財団法人 医療機器センター 臨床工学技士 昭和63年 4月27日

財団法人 テクノエイド協会 義1支装具士 昭千口63年 4月 27日

財団法人 歯科医療研修振興財団 歯科衛生士 平成 3年 7月 1日

財団法人 日本救急医療財団 救急救命士 平成 3年12月19日

財団法人 東洋療法研修試験財団 あん摩マッサージ指圧師。はり師。きゅう師 平成 4年10月 1日

財団法人 柔道整復研修試験財団 柔道整復師 平成 4年10月 1日

財団法人 医療研修推進財団 言語聴覚士 平成10年 9月30日

ヽ
、
‐
、‐
‐
‐
‐
‐
‐
―
―
プ

ノ
´

ー・
コ
　

削

鰤』　却

ｒ

Ｌ 【課 題】
口関係団体(職域団体、養成機関など)との合意形成
口試験問題の漏洩などのリスク管理に係る負担の増大
口統合時の試験問題作成や試験実施のノウハウの

継承
・法人職員の雇用問題の発生



|

財 団 法 人 医 療 研 修 推 進 財 団
(役員名簿)

平成 22年 4月 1日 現在

役  職 名氏 略歴 (出身省庁等又は前職) 就任年月日

会   長 (非常勤)

理 事 長 (非常勤)

副理事長 (非常勤)

常務理事 (非常勤)

理   事 (非常勤)

麿史久高

猿 田  享  男

唐 澤  詳  人

小 林  秀  資

飯 沼  雅  朗

伊 藤  雅  治

井 部  俊  子

大 久 保 満 男

小 川  秀  興

児  玉    孝

自治医科大学学長

慶應義塾大学名誉教授

前 日本医師会会長

厚生労働省国立保健医療科学院長

前 日本医師会常任理事

厚生労働省健康政策局長

日本看護協会副会長    ~

日本歯科医師会会長

日本私立 医科大学協会会長

日本薬剤師会会長

平成 13年 H月 20日

平 成 19年 4月 1日

平成 18年 6月 14日

平成 19年 4月 1

平成 18年 6月 14日

平成 18年 6月 14日

平成 20年 10月 1日

平成 18年 6月 14日

平成 19年 6月 25日

平成 20年 6月 10日

日

- 1 -
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役  職 名氏 略歴 (出身省庁等又は前職) 就任 年月 日

理  事 (非常勤)

監  事 (非常勤)

小 山  公  貴

堺   常  雄

鮫  島    健

西 澤  寛  俊

伴  信 太 郎

福 井  次  矢

松  田    章

矢 崎  義  雄

山 本  修  三

川  目    毅

柴 山  弘  司

関      健

スカパー」SAT株 式会社執行役員衛星事業本部長代行

日本病院会会長

日本医療法人協会副会長

前 日本精神科病院協会会長

全 日本病院協会会長

日本医学教育学会会長

聖路加国際病院院長

前 三菱電機株式会社顧間

独立行政法人国立病院機構理事長

前 日本病院会会長

全 日本労働福祉協会常務理事

厚 生省保健医療局国立病院部職員厚生課長

平成 21年 4月 1日

平成 21年 6月 9日

平成 21年 6月 9日

平成 16年 6月 23日

平成 19年 6月 25日

平成 21年 4月 1日

平成 21年 4月 1日

平成 20年 6月 10日

平成 16年 4月 1日

平成 16年 6月 23日

平成 14年 3月 20

平成 20年 5月 1

日

　

日
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平成 20年 度

財

平成 20年 4月  1日

平成 21年 3月 31日

財団法人 医 療研修推進財団.

自

至



平成21年 3月31日 現在

科 目    | 一 般会計 特別会言 内部取引消去 針  討

1    繰 入金

流動負債合計
2 固 定負債

退職給付引当金

賞与引当金
固定負債合計
負債合計

Ⅲ 正味資産の部
1、指定正味財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)
(うち特定資産への充当額)

2-般 正味財産
(うち基本財産への充当額)
(うち特定資産への充当額)
正味財産合計
負債及び正味財産合計

―

―

―

―

―

―

―

‥

―

―

―

Ｉ

Ｌ

Ｆ

ト

ー

ー

‐

Ｌ

ト

ー

Ｌ

Ｌ

卜

Ｌ

Ｉ

Ｉ

ド

‐

ト

ト

49,8661634

35,398,722

46,617,136

0

131,382,492

183,9461642

0

0

20.170

46,617,136

233,813.276

35.398,722

0

20.170

183,966,812 46.617.136 269,232.168

239,171,00o

500,000,000

10.329.000

０

０

０

239,171,Cll10

5001000,000

10,829,000

750,000.000 0 750000:000

9,097.968 6,322.512 15,420,430

9,097.968 6,322.512 15,420.480

221,449

455,175

297,375

526.3441

16.219,5001

871048

43,701,072

4.o34,901
76.440

0

308,497

44,156,247

4,332,776

602,784

1 6 . 2 1 9 . 5 0 0
17.720.343 471899,461 0 65.619804

7761818,311 54,221,973 0 831.040284
908.700,803 238,188,785 46.617136 1 100.272.452

2,3121663

580,704

451,400

0

31,880,865

0

0

46.617.136 46,617.136

34,1931528

580,704

451,400

0
3.344,767 78,498,001 46.617136 35,225632

9,097,968

4,700,000

6,322,512

0

15,420,480

4,700,000
13.797.968 6,322.512 0 20,120,480
17,142,735 84,820:513 46.617.136 55.346,1:2

0

0

0

０

　
０

０

０

０

　
０

891,558,068

75o,000,000

9,097.968

153,3681272

0

6,322,512

0 1,044,926,340

750,000,000

15,420.480
89115581068

908,700,803

153,363.272 0 1.044,926.340

238,188.785 0 1,100,272,452

―
/―



科       目     | -11会 計 特別会計 内部取引消去 合  計

I 一 般正味財産増減の部

1 経 常増減の部

(1)経 常収益

基本財産運用益

特定資産運用益

受取会費

事業収益

受取補助金等

雑収益

経常収益計

(2)経 常費用

事業費

管理費

経常費用計

当期経常増減額

2 経 常外増減の部

(1)経 常外収益

経常外収益計

(2)経 常外費用

固定資産除却損

機械除却損

1  什 器備品除却損

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

正味財産期末残高Ill

17,306,864

8,122

17,550,000

47,923,739

45,045,000

112,9551

0

|

17,306,864

81122

127,946,680 103.614:694 231.561,374

71,492,710

75,904`583

45,268,440

54,096,831

116,761,150

130,001,414

147,397、293 99,365,271 246,762.564

△ 19,450,613 4,249,423 △ 15,2011190

0 0 0

0 0 0

28,043,431

28,008,361

35070

0

0

0

28,043,431

28,008,361

3,070

28,043,431 0 281043,431

△ 28,043,431 0 △ 28,043,431

△ 47,494,044 4,249,423 △ 43,244621

939,052,112 149,118,349 1,088,170,961

8911558,068 153,368,272 1,044,926.340

0 0 0

0 0 0

0

891,558,068

0 0

153,368,272 1,044,926340

平成20年 4月 1日から平成21年 3月31日 まで

(単位:円)

-2-



-10会 計誉借 廿昭

平成21年 3月31日 現在

:円

科 』 _1 当 年 度 前 年 度 増  減

流動負債合計
2 固 定負債

退職給付引当金

賞与引当金

固定負債合計

負債合計
Ⅲ 正味資産の部
1 指 定正味財産

指定正味財産合計
(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産べの充当額)
2-般 正味財産

(うち基本財産への充当額)
(うち特定資産への充当額)

正味財産合計

負債及び正味財産合計

1鮒 驚
69,099,013

30,250,820

45′962.809

△ 19,23',379

5,147,902

654327
―
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
ｒ
ト
ー
ー
‐
‐
‐
‐
‐
Ｌ
Ｆ
Ｆ
ト
ト
ー
ー
‐
卜
‐
Ｌ

1311882,492 145,312.642 △ 13.430.150

239,171,000

500,000,ooo

10,8291000

249,171,000

500,000,000

829,000

△ 10,ooooOo

t∞ ∞0]
750:000,Ooo 750,0001000 0

91097,968 7,272.930 1.825038

9,097,968 7.272,930 1.325038

221,449
■
     0

455,175

t弄翻

295,264
28,008,361
5,156,485

432,227
526,344

16,219.500

△ 70,01[

△ 23,008,361

△ 4,701,31c

△ 1341352

0

0
17,720,343 50,638,181 △ 32.917.838

776,818,311 807.911.111 △ 31,092,800
908,700,803 953.223753 △ 44,522,950

2,312,663

580,704

451.400

41154,410

639,801

510.000

△ 1,841,747

△ 59p97

△ 58,600

5,304,211 △ 1,959444
―
Ｉ

Ｌ
9,097,968

4,700,Ooo

5,667,430

3,200.000

3,430,538

1,500,00o

|   ¬ 3,7 9 7 , 9 6 8 8,867.430 4,930,538

17.142,735 i4,171,641 21971.094

０

　
０

　
０

０

　
０

　
０

０

　
０

０

891.5581068

750,000,00o

9,097,968

939,052,112

750,000,000

7,272,930

△ 47,494,044

0

11825,038

391100こ[g68
908,700,803

939,052,112 △ 47,494,044

953.223,753 △ 44,522,950

―θ―



平成20年4月1日から平成21年3月31日まで

I 二 般正味 の部
1.経 常増減の部
(1)経 常収益

① 基本財産運用益
基本財産受取和l息

② 特定資産運用益
特定資産受取利息

③ 受取会費
賛助会員受取会費

④ 事業収益
講習会事業収益
衛星遠隔事業
講習会受講料収入

実習施設指導者等養成講習会
理学療法士等専任教員講習会

情報収集提供事業収益
臨床研修病院ガイドブック提供

マッチング事業収益
その他の事業収益

⑤ 受取補助金等
受取国庫補助金
実習施設指導者等養成講習会

国庫受託収益
がん医療研修事業受託収益

講習会受託収益
プログラム責任者養成講習会

受取民間助成金
理学療法士等専任教員講習会 ‐

⑥ 雑収益
受取利息
雑収益

経常収益計
(2)経 常費用

① 事業費
実習施設指導者等養成請習会
プログラム責任者養成講習会
がん医療研修事業
理学療法士等専任教員講習会

衛星遠隔研修支援
医療研修情報提供運用費

臨床研修病院ガイドブック提供事業
マッチング事業
その他の事業
講演会'広報バンフレット
その他の事業

(2管 理費
役員報酬
給料手当

臨時雇賃金
退職給付費
福利厚生費

△ 5,478,905

1,518

△ 250,000

△ 31514,267

△ 2,9431200

△ 3,418,000

474,800

564,800

A 901000

2,524,616

2.524,616

△ 2,4621660

A 6331023

907,167

100,000

6,267,000

△ 5,459,833

０

０

０

５

５

２

８

６

，

３

，

３

１

△

△

22,785,769

17,800,000

51,438,006

11,342.000

0,418,000

7,924,000

4,024,000

3,900,000

13,384,050

13,384,050

241707,933

2,004,023

44,137,333

31197.000

25,731,000

12,459,833

2,700,000

149.205

94,005

0

8,398,800

4,588,800

3,810,000

15,908,666

15,908,666

22.2451273

1,371.000

45,045,000

3,297,000

32,048,000

7,000,000

2,700,000

112,955

80,155

17.306,864

8,122

17,550,000

47,923,739

127946680

74,140,089

7,416,394

7.000,000

7,265,783

2,818,978

5172,600

11,497,500

2,916,354

2,549,722

366.632

86.237,747

2,187,500

221507.350

10,766.021

2,090,110

3,420,309

13.488132

△ 2,647.379

△ 29Q621

0

6.294,896

384,747

∠ゝ 2,818,978

△ 2,532,759

A l,043,070

A l,911,246

0

0

△ 35,543

△ 10,333,164

△ 87.500

△ 2,072,565

∠ゝ 1,922,381

1,340,428

729,584

71,492,710

7.125,773

7,000,000

32,075,896

7.650,530

0

2,639,841

10,454,430

2,360,234

2,186.006

1,854,917

331,089

75,904,583

2,100,000

20,435.285

8,843,640

3,4301538

4,149,393

13,488.133

―“―



備品賃借料
図書資料費
会議費
旅費交通費
諸謝金
通信運搬費
減価償去「費
消耗什器備品費

。 消 耗品費
・
   印 刷製本費

保険料
租税公課
支払寄付金
雑費
委託費
諸会費
支払手数料
出向料
賞与引当金繰入額

経常費用計
当期経常増減額

2 経 常外増減の部
(1)経 常外収益

経常外収益計
(2)経 常外費用

固定資産除却損
機械除却損
什器備品除却損

経常外費用計
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高 .
二般正味財産期末残高

I指 定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

933,709

1)342,078

127132

27,415

222,778

237:600

281,686

5,409,9o7

1,752,91

239,877

213,105

1,320

888,660

19,800

22.306

186,120

109,003

5,000,000

977.242

1,680,433

125,175

18,009

867,350

380,000

455,998

0

5,536,542

0

0

0

0

17,496,918

286,104

162,061

240,693

0

850,300

△ 43,533

A 338,355

1,957

△ 145,072

A 142,400

A 174,312

△ 12,087,011

1,460,810

77,816

△ 27,588

1,320

37,860

19,800

A 5,514,236

1,741,684

186,120

100,000

28,o43,431

28,Oo8,361

-5-



財務諸表に対する注記(一般会計)

1 重 要な会計方針

(1)固 定資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却は、定額法によつている。

(2)引 当金の計上基準
‐     退 職給付弓1当金'・。職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき

当期末において発生していると認められる額を計上している。

(3)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によつている。

2 基 本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

長期国債

外国公債

普通預金

小    計

特定資産

退職給付引当資産

小    計

合    計

249,171,000

500,000,000

329.000

10,000,000

10,001,402

20,000,000

1,402

239,1711000

500,000,000

10:329,000

750.000,000 20,001,402 20,001.402 750,000,000

7.272,930 4,737.338 2,962,300 9,097,968

7,272,930 4,787,338 2.962.300 9,097,903

757,272,930 24,788,740 22,963,702 759,0971968

3 基 本財産及び特定資産の財源等の内訳

4 固 定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残額

基本月オ産及び特定資産の則源等の内訳は 次のとおりである。

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産

長期国債

外国公債

小    計

特定資産

退職給付引当資産

4ヽ
本

計

計

239,171.000

500,000,000

10.829,000

(239,171,000〉

(500,00o.000)

(10,829,000)

750,000,000 (750,000,000)

9、097,968 (9,097.963)

9,097,968 (9,097.968)

759,097.968 (750,000,000) (9,097,963)

定資産の取得価格、減価 累計額及び当期 残額は、次のとおりである。

目科 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

構築物

ソフト開発費

什器備品

合    計

7,381,598

52.100323

9,928,314

7.160、149

51.645,153

9.630.939

221、449

455175

297.875

6941Q740 68,436.241 974,499

-6-



5 補 助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりで

補助金等の名称 交付者
前期末

残高

当期
1曽加額

当期
減少額

当期末

残額

貸借対照表上

の記載区分

がん医療研修事業

プログラム責任者養成
講習会事業

助成金

理学療法士等専任教員
講習会事業

一　

　

　

　

　

　

　

　

一
　

　

　

　

一　

　

　

　

　

　

　

　

』

3,297,000

7,000,000

2,700,00o

3,297,000

輛
¶

流動資産

流動資産

△
ロ ‐| 45,o45,0001  9,700,00o 35,345,000

-7-



平成21年 3月 31日 現在

131882492

I 資 産の部

1 流 動資産

現金預金

現金手許有高

普通預金 み ずほ銀行新橋支店
三菱東京UF」銀行本店

郵便貯金 虎 の門郵便局

郵便振替口座

未収金

繰入金   管 理費の特別会計負担分

流動資産合計
2 固 定資産

(1)基 本財産

長期国債  第 324回 大阪府公債

第 41回 利付国債

第275回 利付国債

第277回 利付国債

外国公債 ロセ
・
ッタリミテット

・
シリース

・
130

ノルウェー輸出金融公庫

国際復興開発銀行(IBRD)

スウェーテ
・
ン地方金融公社

りそな銀行虎ノ門支店普通預金

基本財産合計

(2)特 定資産

退職給付引当資産 定期預金 みずほ銀行新橋支店

普通預金 みずほ銀行新橋支店

特定資産合計

(3)そ の他の固定資産

構築物
ソフト開発費

. 什 器備品

電話加入権

敷金

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

I 負 債の部
1 流 動負債

未払金      非 常勤職員に対する人件費等

預り金      源 泉所得税等

未払,肖費税    ‐

流動負債合計

2 固 定負債

退職給付引当金    .

賞与引当金

固定負債合計

負債合計

間仕切

マッチングシステム

研修用備品

ミツヤ虎ノ門ビル敷金

49:866,634

4,398

29,868,17

14,286,770

5,689,990

16.800

35,398,722

617.136

10,000,000

10829000

99,418,000

99,753,000

100,000.000

100,000,000

200,000,000

776.313.311

16.219.500

3,344,767

2.312.663

580,704

17142735

13797

―∂―



‖会計 曾借

平成21年 3月3¬日現在

r当ィ古 lEl

前 年 度 増   減

繰入金

流動負債合計
2 固 定負債

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計
Ill正味資産の部
1 指 定正味財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)
(うち特定資産人の充当額)

2-般 正味財産

(うち基本財産への充当額)
(うち特定資産への充当額)
正味財産合計

負債及び正味財産合計

＝
―
―
―
―
１
１
ｌ
Ｌ
Ｌ
ト
ト
ー
ー
Ｌ
Ｅ
‐
ト
ト
ト
ー
Ｆ
‐
Ｌ
‐
―
ト
ド

183,946,642

20,170

183,966,812

176,949,610

01

6,997,32

20,i70
176,9491610 7,017.202

0 0 0

6,322,512 5,414,850 907,662

6,322.512 5,414,850 907.662

87,048

43,701,072

4,034,901

76,440

198,954

17.200,296

1,608,310

76.440

△ 111.906

26,470,776

2,426.591

0
471899,461 19,114.000 28,785161

54,221,973 24,528,850 29.693.123
238,188,7鰤1    201,478,400 36,710,325

31.880,865

46,617,136

21338,752

45,962.309

29,5421113

654.327
78,498,001 48,301,561 30`196,440

6,322.512 “““J_l η飢鳥2
6,3221512 4,058,匹o1    2,264,462

84,820,513 塁21159,6111         321460,902

0 0

153`368,272

0

6,322.512

149,118,849

0

5,414,850

4,249,423

0

907.662

153,368,272

238,188,785

149,118,849 4,249,423

201,478,460 36,710,325

・9-



平成20年 4月1日から平成21年 3月31日 まで

|(1)と言曇墜叢益
受験手数料
登録手数料

② 雑収益
受取利息
雑収益

経常収益計
(2)経 常費用

① 事業費
試験事業
登録事業

② 管理費
役員報酬
給料手当
臨時雇賃金
退職給付費
福利厚生費
事務所賃借料
事務所管理費
備品賃借料
会議費
旅費交通費
諸謝金
通信運搬費
減価償却費
消IIE什器備品代 |
消耗品費
印刷製本費
保険料
支払寄付金
雑費
委託費
諸会費
支払手数料

経常費用計
当期経常増減額

2 経 常外増減の部
(1)経 常外収益

経常外収益計
(2)経 常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
当期特会正味財産増減額
特会正味財産期首残高

I 一 般正味財産増減の部
1 経 常増減の部

正

△ 4,366,950

△ 8,496,600

4,129,650

107,363,300

94,676,400

12,686,900

120,601

120,601

0

102,996,350

86,179,800

16,816,550

120,000

△ 1,475,71

∠ゝ 1,900,371

424.657

2,126.259

A 37.500

△ 350,358

65,427

963.572

△ 39,453

△ 1

∠ゝ 22,426

2311764

93,102
122,400

△ 84,252

513,304

903,016

40,087

△ 1 4 , 2 1 3

680

l Q200

A l,336.589

897.230

95,880

45,268,440

411941.500

54,096,831

900.000

29,840,938

1,311,881

2,264,462

4,346.656

6,948,431

481.001

231,764

14,122

123,192

122,400

226,044

5,077,039

903.016

123,573

109,780

680

10,200

7,775

897,230

46,744,154

43,341,871

2,902,283

51,970,572

937.500

30,191,796

1,246,454

1,300,890

4,386,109

6,948,432

503.427

0

0

30,090

0

310.296

4,563,735

0

83,486

123,993

0

0

1,344,364

0

0

987147

8.769.175

19,752876917

140.349.674 8,7691175149118849

4,249.423149118849

夏 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

153.368.272 149.118 4,249,423

―′θ―



1 重 要な会計方針
(1)固 定資産の減価償却の方法               ・

固定資産の減価償却は、定額法によっている。
(2)引 当金の計上基準                 _

退職給付引当金`・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき
当期末において発生していると認められる額を計上してぃる。

2 基 本財産及び特定資産の増減額及びその残高
特定資産

3 特 定資産の財源等の内訳

4 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残額
定資産

の増減額及びその残高は、次のとおりである。
科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産

合    計

5,414,850 2.264.462 1.356.300 6.322.512

5,414,850 2.264,462 1,356,800 6:322,512

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応する額)

特定資産

退職給付引当資産

合   計

6.322,512 ( 6 . 3 2 2 . 5 1 2 )

6.322,512 (6.322.512)

固定資産の取得価格、減 計額及び当期末 |ま、次のとおりである。
科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

構築物

什器備品

ソフトウエア

1,243,410

5,482,315

52.866,122

1,156,362

11447,414

9,165.050

87,048

4,034,901

43,701,072
△
ロ 計 59,591,347 11.768,826 47,823,021

―
〃
一



平成21年 3月 31 日現在

238188785

1.流 動資産    ′

現金預金

現金手許有高

普通預金 み ずほ銀行新橋支店
三菱東京UF」銀行本店

郵便振替口座

前払費用
流動資産合計

2 固 定資産
(1)基 本財産

基本財産合計

(2)特 定資産
退職給付引当資産

特定資産合計

(3)そ の他の固定資産

構築物
ソフト開発費

什器備品

電話加入権

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計
Ⅱ 負 債の部
¬ 流 動負債

未払全  試 験委員に対する委員手当及び旅費ほ

繰入金  管 理費の特卿j会計負担分

流動負債合計
2_固 定負債

′

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

183966.812

183,946.642

22,660

23,989,548

22,902,175

137,032.259

54221,973

87.048

43,701,072

4,034,901

47899.461

46617136

84.820513

6322512

153.363272

一/2‐



財 団 法 人 医 療 研 修 推 進 財 団

【保有資産(土地等)】

保有 資産 (土地 ・建物):な し

(平成 2年 5月 1日現在)



(財)鵬 療研修推進財団への支出状況 (平成 21年 度鞠行額)

【総括表】

※平成21年度執行額とは平成21年度第3,四半期(4月1日～12月31日)までの交付決定額及び契約額

【内訳】

早ヽ 世 :す 門 ノ

支出省庁

国からの支出合計金額 独法からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち

契約(②)
うち

契約(③)
うち

契約以外(④)

厚生労働省 34,630 34:389 241 0 0 0 34,630

lこ :千円)

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省

厚生労働省

医療関係者研修費等補助金

衛生関係指導者養成等委託費

一般会計

一般会計

3,197

311192

らヽの契約に :千円)

支出省庁 物品役務等、公共工事等の名称 会計区分 契約形態の別 契約金額

防衛省

厚生労働省

参加料(平成21年度プログラム責任者養成講習会)

平成21年度医師臨床研修マッチング基本手数料 他

一般会計

ロユさ度専門医療センター特"会31

随意契約(競争性なし)

随意契約(競争性なし)

30

2 1 1

-2-



(財)医 療研修推進財団への支出状況 (平成20年 度決算額)

【総括表】

支出省庁

国からの支出合計金額 独 湛 からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(0)
うち

契約(②)
うち

契約(③)
うち

契約以外(④)

厚生労働省 35,573 35,245 328 2,300 2,250 50 37,873

【内訳】
らヽの補助金等に (単位 :

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省

厚生労働省

衛生関係指導者養成等委託費

医療関係者研修費等補助金

一般会計
一般会計

32,048

3,197

からの契約に :千円

支出省庁 物品役務等、公共工事等の名称 会計区分 契約形態の別 契約金額

防衛省

厚生労働省

受講料(平成20年度「第13回」臨床検査技師実習施設指導者等養成講
習会)

平成20年度医師臨床研修マッチング有料職業紹介事業手数料 他

随意契約(競争性なし)

随意契約(競争性なし)

10

318

:千円

支出元 物品役務等、公共工事等の名称 契約形態の別 契約金額

国立病院機構 医師臨床研修マッチング手数料 随意契約(競争性なし) 2.250'

らヽの契約以外に

支出元 支出の名目等 交付決定額

日本私立学校撮奥・美書事業ロ 受講料 50

- 1 -



資料3

省内事業仕分け室作成資料



内事業仕分け室作成資

1 言 語聴覚士に関する国家試験及び登録の事務を、当該

財団が実施しているが、効率的に運営されているか。ま

た、他の団体が実施しているその他の医療関係職種の国

家試験事務と統合できないか。

(参考)言 語聴覚士の概要

(1)業 務等             '

厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声機能、1言語機能又

は聴覚に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓

練、これに必要な検査及び助言t指 導その他の援助を行うことを業とする者をいう:

保健師助産師看護師法の規定にかかわらず、診療の補助として、医師又は歯科医師
の指示の下に、嘩下訓練、人工内耳の調整その他厚生労働省令で定める行為を行うこ

とを業とすることができる。    |

(2)現 況
・免許取得者数 16, 402名 (平成22年 3月 31日現在)

2 言 語聴覚士の国家言式験実施 口:登録事務の受験手数料や

免許登録手数料は、適正な水準か:

(参考)手 数料単価
‐ ・ 受験手数料      35,700円             |

・免許登録料   -    3,000円

占
小

論な要

」

主

・



内事業仕分け室作成資

《共通事項 (全法人)》

○ 当 該法人の事務 ・事業に対する委託費等の国からの財政支出が適正な額

であるか。事務 ・事業の実施に当たつて党費 (ムダ)は ないか。

O 当 該法人の組織は、当該法人の事務 J事業を実施するために適切かつ効

率的な体制であるか。また、管理部門の体制は過大となっていないか。

(参考)役 職員の状況 (平成 22年 5月 1日現在)

・役員数 22名                        ‐

〔会長 1名 (非常勤)、理事長 1名 (非常勤)t冨1理事長 1名 (非常勤)、

理事 17名 (非常勤)t監 事 2名 (非常勤)〕

うち国家公務員OB3名 〔理事 2名 (非常勤)、監事 1名 (非常勤)〕

・職員数9名 (この他、非常勤職員3名)

うち国家公務員OB 3名

管理部門比率 33.3%(3/9)                ´

0 不 必要な余乗1資産などを抱えていないか。内部留保、積立金が過剰では

4 1 い か 。

(参考) (万円)

現預金

(流動資産)
有価証券

固定資産

(土地 ・建物等)

積立金 ・

引当金等
その他 計

26,923 751000 0 1,542 6,562 1lo,027

※内部留保率:87%(た だし、平成21年度末には約20%に低下)

※基本財産 :7億 5,000万円

′

(次ページに進む)



内事業仕分け室作成資

≪言語聴覚士に関する国家試験及び登録の事務 (国庫補助なし)》

○ 言 語聴覚士に関する国家試験及び登録の事務を、当該財団が実施 してい

るが、効率的に運営できているか。また、他の団体が実施 しているその他

の医療関係職種の国家試験事務と統合できないか。

(参考1)言 語聴覚士の概要     |
(1)業 務等

厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声機能、言語機能又

は聴覚に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓

練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援助を行うことを業とする者をいう。

保健師助産師看護師法の規定にかかわらず、診療の補助として、医師又は歯科医師

の指示の下に、味下訓練、人工内耳の調整その他厚生労働省令で定める行為を行うこ

とを業とすることができる。

(2)現 況
・免許取得者数 16, 402名 (平成 22年 3月 31日 現在)
・医療従事者数 8, 5831 3名 (常勤換算)

(平成 20年 10月 1日 現在t医 療施設調査 ・病院報告)

介護保健施設等従事者数‐1, 824.0名 (常勤換算)
‐
(平成 19年 10月 1日 現在、介護サービス施設 ・事業所調査)

(参考2)国 家資格の試験 ・登録事務の国による実施について

「行政改革に関する第5次 答申」(昭和 58年 3月 )の 趣旨に従い、行政事務の簡素化の

ため、これ以降に国家資格化されたものについては、試験事務を指定機関が行うことと

されている。

聯〒政改革に関する第 5次 答申」最終報告 (昭和 58年 3月 )一 抜粋一

2 許 認可等の整理合理化

(1)資 格制度

(イ)事 務の民間団体への委譲

資格制度に関する事務のうち試験事務、講習事務、登録事務等は、行政機

関の裁量的判断を要するものが少なく、比較的定型的なものが多い一方、行

政機関にとつてかなりの負担 となつている例が少なくない。このため、行政

事務の簡素化等の見地から、民間団体において処理を行つても制度の意義 ・

目的を損なうおそれのない事務については、極力、民間団体への委譲を行 う

ものとし、現在適切な引き受け団体がない場合にあつては、今後その育成に

努める。

なお、事務の民間団体への委譲に当たつては、受益者負担の適正化の観点

から独立採算制を原則とするとともに、事務運営の公正確保等についても十

分配慮する。



(参考3)そ の他の医療関係職種の国家試験の一覧

内事業仕分け室作成資

(単位 :人)

臨床工学校士

医師の指示の下に、生命維持管理装置の操作(生

命維持管理装置の先端部の身体への接続又は身

体からの除去であつて政令で定めるものを含む。以

下同じ。)及び保守点検を行うことを業とする者

S63.4.1 26,078 1,911 1,555

(814%)

財団法人医療機器センター

(S63427指 定)

試 験

30,900

義肢装具士

医師の指示の下に、義肢及び装具の装着部位の

採型並びに義肢及び装具の製作及び身体への適合

(以下「義肢装具の製作適合等」という。)を行うこと

を業とする者

S034.1 3,566 159 139

(87.420/6)

財団法人テクノエイド協会

(S63427指定)

試験

65,900

歯科衛生士

歯科医師(歯科医業をなすことのできる医師を含

む。以下同じ。)の直接の指事の下に、歯牙及びロ

腔の疾患の予防処置として次に掲げる行為を行うこ

とを業とする女子。男子については、この法律の規

定を準用

S231027 228,171 5,929 5,761

(97296)

財団法人歯科医療研修振

興財団(H3.7.1指定)

試験・

登録

14,300

救急救命士
医師の指示の下に、救急救命処置を行うことを業

とする者

H3815 37,580 2,538 2,131

(84_096)

財団法人日本救急医療財

団(H31219指定)

試験・

登録
30,300

あん摩マッサー

ジ指圧師

医師以外の者で、あん摩、マッサージ若しくは指
圧、はり又はきゆうを業としようとする者

S231.1 182,095 1,839 1,563

(850%)

財団法人東洋療法研修試

験財団(H4.101指定)

試験・

登録
15,100

はり自T
144,026 5,283 3,990

(75596)

財団法人東洋療法研修試

験財団(H4101指定)

験

録

試

登
15,100

きゆう師
142,792 5,262 3,939

(74.9%)

財団法人東洋療法研修試

験財団(H4.10.1指定)

試験・

登録
15,100

柔道整復師

柔道整復を業とする者 S45.710 67,241 7,156 5,570

(77.8%)

財団法人柔道整復研修試

験財団(H410.1指定)

試験 ・

登録 23,300

言語聴覚士

音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある者に
ついてその機能の維持向上を図るため、言語訓練

その他の訓練、これに必要な検査及び助言:指導そ
の他の援助を行うことを業とする者

H1091 15,675 2,498 1619

(64.896)

財団法人 医療研修推進財

団(H10.9.30指定)

試験・

登録
35,700

4



○ 言 語聴覚士の国家試験実施i登録事務について、受験手数料や免許登録手

数料は、適正な水準か。

(参考■)手 数料単価         ‐
・受験手数料      35,700円
・免許登録料      8,000円  ｀

(参考 2)国 家試験事務の収支状況 (平成 20年度決算)         ―
｀
    事 業収入       1億 361万 円 (国庫補助なし)

事業支出        9,202万 円

1      当 期収支差額      1,159万 円

《役員の選任について》

○職員数は9名に対して、役員 (非常勤口無給)が 22名 であるが、さらにマ

ネジメントの効率イヒを―進めること|まできないか。    ■       ヽ

内事業仕分け室作成資

5



評価シート

仕分け人名 (

人名 | 医療研修推進財団

【記載要領】

本日の改革案の説明や議論に基づいて、法人の1.事 務 ・事業、2.組 織 ・運営
体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。

1 事 務 ・事業 (言語聴覚士の試験事務 ・登録事務 (指定))

※ 左記の事務 ・事業をどのように扱 うか

チェック願います。

□①事業そのものを廃止
′、国で直接実施指定制度を廃止
ヒt自 治体ヽ

□②事業の効率性を高めた上で、
指定制度を廃止l□③事業の効率性を高めた上で、

事業を移管し実施
他の民間法人を指定し実施□④事業の効率性を高めた上で、

□⑤法人へ指定を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直 し・手数料の見直 しなど)

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)



2 組 織 ・運営体制

□改革案では不十分

□改革案が妥当

評価シート

※ 国家公務員の再就職状況、管理費、余剰資産など補助 ・委託 ・

指定等事業を行うにあたってめ組織 ・運営体制の妥当性につい
て、チエック願います。                  1

( な更なる見直 し内 等を記述願いま



い

資料1

(財)安全衛生技術試験協会について
≪事務・事業説明資料≫



法人概要

《基礎データ≫
【24度 】【惨→2痺度】 ≪組 織体制 》

る

合

め

割
占
Ю雄馴

法

管

ヘ

(全体)

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国
家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの
財政支出についてはそれぞれの年度の数値

《主な事務・事業≫

ロ

ヨ

ー

ー

ロ

ロ

ロ

ロ

Ｌ

常

常

勤

勤

3人

9人

常勤3人

非常勤1人
常勤3人

非常勤1人

この ほか

非常勤職員11人

常勤34人

非常勤1人
常勤37人

非常勤1人

16.5億円

4部 4室 5課

(29人 )

うち管理部門
1部 2課 (6人 )

7センター

( 7 2人 )

うち国からの
財政支出

本 部

総務部

試験管理部

試験業務部

試験問題研究開発部

北海道安全衛生技術センター

東北安全衛生技術センター

関東安全衛生技術センター

中部安全衛生技術センター

近畿安全衛生技術センター

中国四国安全衛生技術センター

九州安全衛生技術センター



′ 労働安全衛生法に基づく免許試験の概要

≪試験概要》 《指定試験制度の趣旨目指定理由》

1.指 定試験制度の趣旨
労働安全衛生法に基づく免許試験は18種類にもおよび、

従来、試験を実施していた都道府県労働基準昼の他の業
務に支障を生じさせ、また、試験邊Ω壁堡が困難なことから
試験の実施回数が制限され、受験者に不便をかける等の
問題が生じていた。
このため、昭和52年の労働安全衛生法の改正により、指

定試験機関による免許試験の実施を可能とし、常時試験を
実施し得る体制を整備すること!二上⊇【L受験者の利便と
行政事務の効率化を図つたものである。

2.当 該法人を試験機関として指定する理由
免許試験は、一定の危険、有害な業務に従事する者の能

力をそれによつて担保し、労働災害の防止に資することを
目的としているものであり、その試験の実施に当たっては、
高度の公正、中立性、斉一性が要求されることから、全国
で試験事務を実施できることが必要であるため。
また、作業環境測定士試験を実施しており、労働安全衛

生関係の試験事務についてのノウハウの蓄積がある当該
法人において試験事務を実施することが効率的であるため。

1.免許試験の概要
添付図(p6)を参照

2.受験申請者数及びのべ実施回数

3.試験手数料(平成21年度)
学科試験        7,000円 (21年度より]1下げ)
実技試験

・特別ボイラー溶接± 21,800円
・普通ポイラー溶接± 18,900円
・揚貨装置運転士、クレーン・デリック運転士、
移動式クレーン運転± 111100円

※ 政令に規定されている。

平成19年度

受験申請者数
実施回数(出張試験)

192,480A

l,353[コ(430)

186,558A

l,356Fコ(432)

受験申請者数

実施回数



免許試験の指定試験機関としての状況 ヘ

≪試験問題の作成から実施までの過程≫

前年度の12月  実 施計画策定

(試験の13週前)試 験問題作成 ※試験問題は職員(試験員)が作成

・試験問題検討会 20回/年 (21年度は5種類)

(試験員である職員による試験問題作成のための検討会)

・
試験委員会 7回/年 (21年度は2種 類)

く大学教授等外部委員と試験員である職員による医学的知見等

が必要な試験問題についての検討会)

(試験の11週前)試 験問題の点検・確認
(試験の8週前) 受 験申請書の受付・審査

(試験の6週前) 試 験問題決定・問題原紙発送

(申請書受理の都度)受 験票発送

(試験の1適間前)試 験問題の最終チェリク、印刷(必要部数)

試験当日 試験の実施

採点

試験め7日後  結 果発表・通知
(合格発表から約1カ月後 実技試験実施)

*担 当人員数

《試験実施体制》

≪試験事務の収支状況》

免許試験の収支状況
(千円)

平成19年度 平成20年度 平成21年度(見込み)

収 入 1,696:619 1,715,247 1,424,065

手数料 1,696,619 1,715,247 1,424,065

補助金 0 0 0

支 出 1,218,484 1=201,174 1,108,334

収支 478,135 514,073 315,731

の

O学 科試験 各 安全衛生技術センタ=(全 国7カ所)

○ 出張による学科試験
43都道府県において実施 年 1回 延 べ357回   ‐

O実 技試験  各 安全衛生技術センター(全国7カ所)

必要な設備′・・天丼クレーン、移動式クレ‐ン、溶接機、曲げ試

験機等

O学 校、特定施設 要 請に応じて実施

学校   35会 場  44回   5′603人

刑務所  21刑 務所 31回    371人

*担 当人員数  セ ンタ丁 69人

*試 験実施事務の他法人への委託 :なし

≪試験手数料の積算根拠≫

■

‥

2.

免許試験手数料:試験概要の3(p2)参 照

※ 政令に規定されている。

積算根拠
人件費、物件費を考慮して定めている。

例えば、学科試験の手数料は、

人件費 6′093円

物件費(印刷費等) 1,004F|
6′093円 +1,004円 ≒7′000円



′ 労働安全口労働衛生コンサルタン疇式験の概要

《試験問題の作成から実施までの過程≫《試験概要≫

1.労働安全・労働衛生コンサルタント試験の概要

添付図(p6)を参照

2.受験申請者数

平成19年度 平成20年度 平成21年度

労働安全
コンサルタント

験

験

試

試
記
述

筆

口

人

人

４

６

９

９

９

１

人

人

５

　
９

８

６

９

２

938A

178人

労働衛生
コンサルタント

験

験

試

試
記
述

筆

ロ

321A

367A

人

人

９

１

０

４

３

３

309A

296A

3_試 験手数料 (平成21年度)

24,700円

※ 政令に規定されている。

《指定試験制度の趣旨目指定理由》

1.指 定試験制度の趣旨

従来、国が実施していたものであるが、試験の受験者数
が急増しており、また、行政改革会議の最終報告(平成9

年12月3日 )等の要請もあり、行政事務の簡素含44LQ昼

豊から、平成11年に労働安全衛生法の改正を行い:指定

試験機関による試験の実施を可能としたものである。

2.当該法人を試験機関として指定する理由

労働安全衛生法に基づく免許試験、作業環境測定士試

験も実施しており、労働安全衛生関係の試験事務について

のノウハウの蓄積がある当該法人において試験事務を実

施することが効率的であるため.

0筆 記試験

1～ 3月

4～ 7月

6月

7月

9月

10月

11月

12月

O口 述試験

11月

11月

1～ 2月

2月

3月

試験員(56人 )の選定

試験問題作成  試 験問題作成委員会 計 ■7回

官報公示

受験申請書受付、資格審査

試験問題決定

試験実施、採点(実施は6センター+東 京)

試験結果検討、厚生労働省への結果報告

結果発表、結果通知

受験申請受付、資格審査

試験員(46人 )の選定

試験実施 (実施は、大阪及び東京)

結果とりまとめ、厚生労働省への結果報告

合格発表、結果通知  *担 当人員数  4人

≪試験事務の収支状況≫

労働安全“労働衛生コンサルタント試験の収支状況

(千円)

平成19年度 平成20年度 平成21年度(見込み)

収入 39,915 38,334 361605

手数料 39,915 38,334 36,605

補助金 0 0 0

支出 159,300 154,976 145,097

収支 Al19,385 Al16,642 A108,492

4



作業環境測定士試験の概要

■
‥

2.

作業環境測定士試験の概要
添付図(p6)を参照

3.試 験手数料(平成21年度)※

第一種作業環境測定士試験
口共通科目十選択科目1科目

政令に規定されている。

口共通科目全部免除+選 択科目1科 目

13,900R

10,600円

なお、選択科目が1科 目追加されるごとに3,300円増

第二種作業環境測定士試験 11,800円

平成19年度 平成20年度 平成21年度

第一種作業環境測定士 1,132A 1,165人 1,087りに

第二種作業環境測定士 1,865A 1,778A 1,728A

》≪

12～ 3月

3月

4～ 7月

4月

5～ 6月

7月

8月

10月

9月

10月

10～ 12月

11～12月 ‐

1月

2月

3月

試験員(34人)の選定

実施計画策定(21年度の場合)

試験問題作成  試 験問題作成員会 延 べ23回

官報公示
受験申請書受付、資格審査

受験票発送
第1回試験実施・採点(実施は7センター+東 京)

結果発表、結果通知

第2回 実施計画の策定

官報公示

試験問題作成   試 験問題作成員会

受験申請書受付、資格審査

受験票発送
第2回試験実施・採点(実施は7センター)
結果発表、結果通知  * 担 当人員数 3人

1.指定試験制度の趣旨

作業環境測定士制度検討当時、作業環境測定法の制定

後は大量の作業環境測定士受験者が想定されたため、試

験事務を担当する行政側の事務能力が十分でないことが

懸念された。
このため、昭和50年に制定された作業環境測定法で、作

業環境測定士資格について定めるとともに、指定試験機関

による試験の実施を可能としたものである。

2。当該法人を試験機関として指定する理由

{財}安全衛生技術試験協会の前身である(財)作業環境測

定士試験協会は、作業環境測定士試験の事務について、
上記のような懸念があつたことから、当該事務を行う法人

5として昭和51年に設立されたものであるため。



′

労働安全衛生法及び作業環境測定法に基づく試験制度について

労働安全衛生法に基づく免許
労働安全コンサルタント

労働衛生コンサルタント
作業環境測定士

(第T種 及び第二種)

クレーンの運転やボイラーの取扱い等適正に操作しないと危険

を伴う業務等については、事業者は、都道府県労働局長の当該
業務に係る免許を受けた者でなければ、当該業務に就かせては
ならないとされている(安衛法第12条第1項、第14条及び第61条)。
免許は、免許試験に合格した者等に対し、免許証を交付して行

う(安衛法第72条第1項)。

【免許試験の種類(18種類)】
第一種衛生管理者、第二種衛生管理者、高圧室内作業主任者、ガス溶接作

業主任者、林業架線作業主任者、特級ポイラー技士、一級ポイラー技士、二級
ポイラー技士、エックス線作業主任者、ガンマ線透過写真撮影作業主任者、発
破技士、揚貨装置運転士、特別ポイラー溶接士、普通ポイラー溶接士、ポイラー

整備士、クレーン・デリック運転士、移動式クレーン運転士、潜水士

都道府県労働局長は、事業者に対

し安全衛生改善計画の作成を指示し

た場合に、専門的な助言を必要と認
めるときは、労働安全 ・衛生コンサ

ルタン トによる安全又は衛生に係る

診断を受け、かつ当該計画の作成に
ついて、意見を聴くべきことを勧奨

することができるとされている (安

衛法第80条)。

労働安全 ・衛生コンサルタン ト

は、労働安全 ,衛生コンサルタント

試験に合格 し、かつ、所要の事項の

登録を受Iナた者でなければならない

とされている (安衛法第84条)。

有害な業務を行う屋内作業場等につ

いては、事業者は作業環境測定を行い

その結果を記録 しておかなければなら
ないとされている (安衛法第65条第 1

項)。
また、事業者は、特定の作業場につ

いて作業環境測定を行うときは、作業
環境測定士に実施させなければならな
いとされている (測定法第 3条 第 1

作業環境測定士はt作 業環境測定士
試験に合格し、かつ登録講習を修了し
た者であつて、所要の事項の登録を受
けた者でなければならないとされてい
る (測定法第 5条 )。

厚生労働大臣 |∈ 憂∋膠 |∈恥 言雛 ) ■J琴饒■指わ
傷 馨繁黎 語愛塁麒 Ъ

否の決定及び合否の通知など労働安全衛生に関する試験
菫 塾 葬_っ ハ ■ ■不 宝 桁 オ l試Tの

実施に関
:る
事i

ることにより効率化

(財)安 全衛生技術試験協会

受験申請 手数料※の払込
ヽ

ｒ
ｌ
Ｌ

Ｚ

■
１
１

※ 金額は厚生労働省が決定し、政令
・で規定

受 験 者



0ヨ 1当預金について

口保有する事業費調整引当預金等(19億円)を見直し、安全衛生技術センタ
ーの施設の改修等の受験環境改善のために必要な資金を除いて縮減する

口縮減により生じた資金は、当面、労働安全B労働衛生コンサルタント試験及び作業環境測定士
試験の安定的な事業運営のための基金とする。

引当預金等の整理のイメージ
一 引当預金等の

額

・
施設の修繕等に必
要な額(Y円)

22年度 23年度 24年度 25年度
:

X年 度  … ・

過去5年間(平成■6～20年度)のコンサルタント試験の平均赤字額   1lQ513千 円
過去5年間(平成16～20年度〉の作業環境測定士試験の平均赤字額  45,348千円

116′513千円+45,348千円=161,86■千円・・………単年度の赤字の合計額

○ 手数料について(厚生労働省)

《これまでの改革努力》
・免許試験手数料(学科)について、平成21年度より、8,300円から7,000円に引き下げた。

《これからの改革努力》
口免許試験手数料(学科)について単年度収支が均衡するよう、平成23年度より、7,000円から
6,800円に引き下げる。

・今後の試験手数料の決定については、ルールを明確化し、定期的に見直す。

上記の行政による手数料の見直しに対応し、協会としても適切に対応する。

0受 験環境の改善
○試験手数料負担

の軽減



O常 勤役員数の削減

<平 成21年度>

3人

《これまでの改革努力》
○ 国家公務員OB職 員の削減

国家公務員OB職 員について、段階的な削減を実施。

<平 成22年度>

3人

<平 成23年度>

2人

平成 19年 度の 39人  か ら平成 22年 度は 医≡≡ヨ に削減。

《これからの改革努力》
0役 員について

コ理事長について、民間出身者から選任(平成22年 7月中)。
日常務理事 (常勤)及び監事(非常勤)の公募(平成22年 5月 12日 より公募中)。
日常勤理事1名の削減 (平成22年 7月中)。

O職 員について
日常勤職員の削減  2人 (平成23年 度)
8職 員:定年退職を迎えた国家公務員OBの 補充については民間から積極的に採用。

常勤職員
▲2人

2.余 剰資産などの売却 :余剰資産はない

3.国 からの財政支出の削減 :国からの財政支出はない



安全衛生技術試験協会の改革案について

1.組 織のスリム化

○ 常勤役員の削減
く平成21年度>  <平 成22年度>

一員
　
　
　
　
　
　
口貝

役
　
　
　
職

:理事長について民間出身者か

常務理事(常勤)及び監事(非
公募開始)

常勤理事1名の削減(平成22:
:常勤職員の削減  2人 (平成|

定年退職者の後は民間出身尋

|ら選任(平成22年7月中)
常勤)の公募(平成22年5月12日より

軍7月 中)
23年度)

雪を積極的に採用
― ― ― ″`,“ 一

″ 国 家 公 務 員  ｀

ゝ OB関連ン
) 平成21年度 平成22年度 削減数

役 員 4/12人中 4/12人中 0

l

l
職 員 37/90人中 34/90人中 ▲ 3

常勤役員 ▲1(新規)
常勤職員 ▲2(新規)

理事長:民間出身者を選任
常務理事及び監事:公募
常勤理事:1名削減
職員:試験員等の専門職を除き、

2.余 剰資産などの売却 :余剰資産はない

3.国 からの財政支出の削減 :国からの財政支出はない

○受験環境の改善
0試 験手数料負担の軽

減

4.そ の他改革事項

事業費調整引当預金等(19億円)の見直し
・安全衛生技術センターの施設の改修等の受験環境改善のために必要な資金を除いて縮減
する。

・縮減によって生ずる資金は、当面、労働安全・労働衛生コンサルタン疇式験及び作業環境測
定士試験の安定的な事業運営のための基金とする。
試験手数料の見直し(厚生労働省)
・免許試験手数料(学科)について単年度収支が均衡するよう、23年度から、さらに引き下げ
る。

Ｐ
Ｉ

‐
。

」



資料2

(財)安全衛生技術試験協会の改革案について



財 団 法 人 安 全 衛 生 技 術 試 験 協 会
(役 員 名 簿 〉

平 成 22、 年 4月 1日 現 在

役  職 氏  名 略 歴 (出 身 省 庁 等 又 は 現 職 ) 就 任 年 月 日

(常勤 )
理 事 長

常 務 理 事

理 事

(非常 勤 )
理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

監 事

監 事

南 本  績 亮

西 野  博 実

小 泉  登

大 谷

鈴 木

芦 田

相 沢

北 出

山 本

高 橋

高 田

木 村

英 雄

浩 平

敏 文

好 治

幸 ―

郁 也

ま ゆ み

晶

嘉 勝

欠

元 厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 安 全 衛 生 部 長

元 茨 城 労 働 局 長

元 和 歌 山 労 働 局 長

横 浜 国 大  安 全 管理 学 分 野 教 授

首 都 大学 名 誉 教 授

(財)神 奈 川 県 予 防 医 学 協 会 環 境 科 学 部 長

北 里 大 学 医 学 部 長

NHK大 阪 視 聴 者 セ ンタ ー 部 長

新 日鐵 (株 )技 術 開 発 鉄 鋼 研 究 所 長

(株 )日 刊 工 業 新 聞 社 編 集 局 副 部 長

中ヽ 災 防 調 査 分 析 セ ン ター 顧 間 (医 師 )

元 広 島 労 働 局 長

平 成 16年 9月 1日

平 成 20年 7月 1日

平 成 15年 4月 2日

平 成 17年 4月 1日

平 成 18年 4月 1日

平 成 18年 4月 1日

平 成 1・9年 4月 1日

平 成 19年 4月 1日

平 成 20年 4月 1日

平 成 20年 4月 1日

平 成 9年 4月 1日

平 成 16年 7月 1日



平成 20年 度収支決算書

平成 20年 4月 1日 から平成 21年 3月 3■ 日まで

財団法人 安全衛生技術試験協会



収 支 計 算 書
平成20年 4月 1日 から平成21年 3月31日まで

科 目 予算額 決算額 差異 備考

I 事 業活動収支の部

1事 業 活動収入
(1)基 本財産運用収入

基本財産利息収入

(2)特 定資産運用収入
′   特 定資産利息収入

(3)事 業収入
① 免許試験事業収入

試験手数料収入

② コンサルタント試験事業収入
試験手数料収入

③ 作環試験事業収入
試験手数料収入
再交付申請手数料収入

に)雑 収入
① 受取利息収入
の J陶拉入

2,250.00o 2,250,000 0

2!250,000 2.250.00C C

221843,000 21.834,641 1.008.359

22、843、000 21,834.641 11008,359

1,719.164.000 1.791,377.700 △ 72.713.700

1:638,335,000 1,715.246.900 △ 76_411.900

11638,8354000 l,715,246.900 △76.411、900

41.496.000 38.334400 3,161,600

41.496.000 38.334.40C 3。161.6

38,833,00C 38.296.40C 5361600

38,785,00C 381259,60C 525,400

48.00C 36.80C 11.20C

350=000 1.074.702 △ 724.702

350,000

0

11000,041

74 AAl

△ 650,041

∧ 74861

事 : 貶 A 1.744.607,000 1,817.037.043 △ 72_430.043

2事 業活動支出
(1)事 業費支出

① 免許試験事業費支出

職員給与支出

法定福利費支出

福利厚生費支出

退職給付支出

臨時雇賃金支出

旅費交通費支出

通信運搬費支出

光熱水料支出

渉外費支出
諸会費支出
印刷製本費支出  '
会議費支出

消耗什器備品費支出

消耗品費支出

図書費支出    ｀
広報費支出
保険料支出

諸謝金支出

賃借料支出

委託費支出‐

機械保守管理費支出

出張試験関係費支出
出張試験実施経費支出

11501.248,000 1,169,814:773 331,433,227

1.342.991.000 1,058:560,336 284.430,664

686,527,00C 558,772,068 127,754,932

96,639,00C 74,522,133 22,116.86つ

{  rl::&:器
4,818,391 5,000,60S

{     1:i:::::::
16,237,714 9,286

1出張試験要綱改正の施行ntiEれた と等のため

消耗什器備品費支出にし70QOoo円J、消
耗品費支出に「490,000円」を流用した(注1)

新・新会計基準システムを導入したこと等のため

会議費支出から「■7001000円Jを流用した(注1)

会議費支出からr49Q∞0円」を流用したく注1)

機関誌守への掲載の見直しを図つたこと等のため

揚貨装置、試験会場等の借り上げ減のため |

ili曇 暑曽111lIIililil

22,453,000 16,640,283 5,812,717

34.788.0 31.049、81C 3.738,190

38.414.00C 35,476.351 2.937,649

23,257,00C 20.217.948 3.039.052

1.530.00C 276。704 1.253。296

1,269,00G 578,60C 6903400

31.044.00C 27.958.094 3.085。906

{    11:::::::::
8,087,420 1,075,580

{  l器1::
11,294,815 5,185

{I Wllt脚11,300,653 3.347

3.207,000 2,499,688 707.312

5,520.00C 3,798、426 1,721,575

2,678,00C 2.57`.83C 101.170

8,709,00C 8.212.30C 496.700

34940,00C __1_…28・842憂o 6.090。945

I    fI::::::::
48,868,002 34,250,998

21,874,000 20.129,933 1,744,06つ

37.094.000 29.177.201 7.916.799

70.416.00( 66.367.05g 4.048,94つ

―

l …



科 目 予算額 決算額 差異 備考

材料力1工費更出

修繕費支出

施設費支出

租税公課支出

記念事業経費支出

雑支出

I t鷺,棚
lt100,245 5,755 実技受験者が予想を上回つたため

委雛費支出からに65Qm円 Jを流用した(注1)

センター用地の政修ができなかったこと等のため

センター空調整備ができなからたこと等のため

レ ター備品に固定責準税が風課されることとつたため

委託費支出から『1■lQ000円Jを流用した(注1)

49:o00,000 8,975,015 31_024_985

20,o002000 5601700 19.439.30C

{ 1』遺脚
2,013,800 6,20C

LQQQQ90 652,635 347,365

委託費支出からr55QO∞円Jを流用した(注1)

1      4,:::::::

4,548,47C 5,530

② コンサルタント試験事業費支仕

職員給与支出

法定福利費支出

福利厚生費支出  |

退職給付支出

旅費交通費支出

通信運搬費支出

渉外費支出

諸会費支出

印刷製本費支出

会議費支出

消耗什器備品費支出

消耗品費支出

図書費支出

諸謝金支出

賃借料支出

委託費支出

雑支出

113.035.000 82.002.027 31,0321973 I
lncffi er.* n rtr6.'6;.t4 o,t=dt51,315,000 41,064,312 10,250,688

7,203,oOo 5,441,Slつ 1,7619483

置場 罵糧鞭[思

1諸謝金支出からr20,000日Jを流用した(注1)|

諸謝金支出から「140●0円Jを流用しな注1)

委員への図書配賦がなかぅたこと等のため

委員構成に変更があうたこと等のため

[舗 爾 緊 3鑽
ざ孵

747,000 278,508 468`492

508,00C 50λ500 5,500

6,509,000 4,430,046 2,078,954

{       :;:::::
680,24( 1,754

100,000 0 100.000

100.00C 100.000 ■    0

ｒ

ｌ

Ｌ

０

　
０

０

　
０

０

０

７９

２０

７ 794,180 4,820

2,173,000 1,645,386 527,614

100,000 89,775 10,225

{ 離 盟
251,820 8,180

1,100,000 146270 953.730

{     lf'1:l:::
13,462,750 4,347,25C

101150,000 6,811,680 3,338,320

12,000,000 ・ 4,897,224 7,102,776

1,479,000 1,405,813 73,187

③ 作環試験事業費支出

職員給与支出

法定福利費支出

福利厚生費支出

旅費交通費支出

通信運搬費支出

渉外費支出

諸会費支出

印刷製本費支出

会議費支出

消耗什器備品費支出

消耗品費支出

図書費支出

諸謝金支出

賃借料支出

委託費支出

雑支出

45,222,000 29,252.410 15,969,590

餞員構成に変更があったこと等のため18,697,00C 12,978282 5,718,718

2625,00C 1,753:726 871,274

晏員会開催増があつため

言託薫支出から「13∞00円Jを流用したは1)

274,Oo0 131,675 142,325

2,3881000 1:563,550 824,45C

5530000 361,604 191,39(

100.000 61,500 38,50C

120,00C 120,00C G

961,00C 842,570 118,430

{  :l棚 1,126,510 490

50,000 嗅.887 5,113

ミ託章支出から「7Q∞0円Jを流用したは 1)

:蜀 鰹 臨 |

鮮F鸞
盪 |

70,000 37,499 32,501

50QCX10 266,125 233,875

4,93Q000 4,454,50C 475,500

{  ‐     ';:|:::
889,726 274

{_ittl盟
4,478,994 7,311,006

{       11:::::
141,262 5,738

-2-          ・
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科 目 予算額 決算額 差異 備考

(2) 管理費支出
管理費支出

役員報酬支出

職員給与支出

法定福利費支出

福利厚生費支出

退職給付支出

臨時雇賃金支出

旅費交通費支出

通信運搬費支出

光熱水料支出

渉外費支出

諸会費支出

印刷製本費支出

会議費支出

消耗什器備品費支出

消耗品費支出

図書費支出

保険料支出

諸謝金支出

賃借料支出

委託費支出

機械保守管理費支出

施設費支出

租税公課支出

雑支出

335,566,000 267:673,769 67,892,231

一部役員が非常動となったこと等のため

3351566,000 267,673,769 67,892=231

61,293,000 .49,145,33S 12,147,66

95,873,000 55,029,910 40,843,090 職員構成に変更があつたこと等のため

光熱水料支出に「40,00円J、消耗什器
備品費支出に「2.680p00円』、委託費支
出に『1,290p00円」、施設費支出に「
78Q000円Jを流用しな注1)

職員構成に変更があつたこと等のため

I    込 ::::::::::

12,471,934 4402,066

2.533,000 960,562 1,572,438

15,390,000 14,113,746 1,276,254

通信手段等の合理化を図ったこと等のため

法定権利費支出から『4叩00円Jを流用しな注1)

慶弔が少なかつたこと等のため

関係団体との打合せ会等が減ったこと等のため

新・新会計基準システムを導入したため

決定福利費支出からr268mm円Jを満用しは注1)

日数が減つたこと等のため

什器等の移動を行つたこと等のため
議定結利贅支出から『1,29叩m円 Jを流用しな 注1)

レイアウト変更に伴う修復工事等の増があつたため

法定福利費支出からr7叩 00日Jを流用しな 注1)

1,584,000 1,351.500 232,5o0

5,406,000 5,300,189 105,811

3,124,000 1,910,760 1,213,240

I 吼 :器
1,658,157 1,843

720,000 153,370 566,63C

369,000 281,400 87,60C

1,040,000 468,484 571,516

4,794,000 3,523,288 1,270,712

{       :1:::|:::
5,67o,745 9,255

2,005,000 1,425,574 5799426

1,244,000 523,399 720,601

26,00C 26,000

7,182,00C 6,418,965 763,035

89,904,00C 89,864,761 39,239

1・糧鑑艦
11,465,414 9`586

3,268,00C 2,309,951 958,049

{ 弓詣:‖
1,7719884 8,116

270,000 178,20C 919800

2,072,00G 1,676,237 395,763

事業活動支出計 (B) 1,836,314=000 1,437,488,542 399,325,458

事業活動収支差額 (C)[い)=(B)] △ 92207,000 379i548,501 △ 471,755,591

-3-



科 目 予算額 決算額 差異 備考

Ⅱ 特 定資産等収支の部

1特 定資産等収入
(1)特 定資産取崩収入

退職手当引当預金等取崩
設備更新拡充引当預金等取崩

修繕引当預金等取崩 、
ヨガルタンl・H験 引当預金等取崩

記念事業引当預金等取崩

(2)敷 金保証金戻り収入
1   敷

金保 証金 雇りJ12入

150.500.000 128:890.000 21,610.000

28,200=000 16,230,000 11,970,00C

30:000100o 30,000,000

201000,000 9.000,000 11.000.00o

71,300,000 43,660,00C 27:640.000

100∝L000 3Q000,000 △ 29,0∞ ,000

0 248,000 △ 248.000

0 248.00C △ 248.000

特定資産等褻天詢 150.500_000 129,138,0001     21:362.000

2特 定資産等支出
(1)特 定資産支出

退職手当引当預金等支出

減価償却引当預金等支出

設備更新拡充引当預金等支出

・修繕引当預金等支出

ヨオ″ント試験引当預金等支出

損害賠償等引当預金等支出

設備更新拡充引当預金支出に「

:Q000,000円Jt修繕引当預金支出に
5,00暉ЮO円」を流用した(注1)

271,600.000 270=8389000 762=00(

|ンΔ::|::::::

48,338,000 262,00(

l ri器棚
33,500,000 500,o00 臓繕引当預金支出に『4ρ00p00円Jを流

I   :::::|:::80,000,000

予備費からr25.62■0"円 J先当使用した(注2)

11珊棚
19,000=00C 0

70,000=000 70,000,000

20:000,000 20,000.00C 0

51,0001000 30,213:823 20:786,177

32,000:000 133596=879 18,403,121

19!000,000 16,616,944 2,383,05G

25;620,00C 25,613,000 7,000

0

25_620_000

25,613,000 7,000

特定資産等支出計(E) 341220,0001 326=664,百23 21,555,177

特定資産等収支差額 C)[(DXD] a t97,720,0001 A, 197,526,823 へ 193,177
lll π務描勁収又の部

1財 務活動収入

財務活動収入計
2財 務活動支出

財務活動支出計

財登活動収支差額
Ⅳ 予備費支出

予備
'費

支出 (G)
I_1::::l::|

4,380=000 は 2)

当期収支差額(H)KC)+C)―lG)] △ 294,307.000 182,021,678 △ 476,328,678

前期繰越収支差額① 383,350。000 352,909,724 30,4401276

次期繰越収支差額 0)+0 89,043.000 534,931,402 a 445,888,402

-4-



収支計算書に対する注記     ‐

資金の範囲                          、

資金の範囲には、現金預金、立替金、前払費用、未払費用、前受金(※)及び預り金(※)を含めている。

なお、前期末及び当期末残高は、下記2に記載するとおりである。

※次年度実施に月以降)の試験を受験申請する受験者から当年度中に払い込まれた試験手数料について従来は、次年度の試
験日が確定したものについては「前受金」とし、申請書の提出がないもの及び試験日が未定のものは「預り全」として処理していた
が、この双方ともに試験実施当日まで債権は確定しないことから、本年度より「預り金」(当協会の債権未確定)として試験当日まで
その額額 かるものとし、試験を実施後に試験手数料収入とすることとした。 ~     .

こ含まれる資産及び負債の内訳   (単 位 :円

科  目 前 期 末 残 高 当期 末 残 高

現金預金
立替金

前払費用

528,579,373

316,030

11.211,984

676,024,440

213,940

17,161,221

合  計 540.107.387 693.399.601

禾警買用
前受金
預り金

46,599,677

86,732:900

58_R65_086

32,844,533

0

125_623_666

合  計 187.197.663 158,468,199

次期繰越収支差額 352.909.724 534.931.402

2次 期繰越収支差額に

3科 日間の流用及び予備費の使用について

(1)科日間の流用(注1)な お、以下は、収支計算書備考欄の再掲である。

免許試験事業費支出             .
予算科目のうち福利厚生費支出から3,860,000円を退職給付支出に、会議費支出から6,190,000円を消耗什器備品費支出

6,700,000)、消耗品費支出←900000)に、委託費支出から4,610,000円を材料加工費支出0:650,000、租税公課支出(1=410,000)、雑
支出(550,000)に流用し,L
コンサルタント試験事業費支出
予算科目のうち諸謝金支出から330,o00円を通信運搬費支出(170,000、印刷製本費支出(20,000)、消耗品費支出(140,000に流用した.

作環試験事業費支出     .     :
予算料目のうち委託費支出から210,6oo円を会議費支出(130,000)、賃借料支出(70,000)、雑支出(10,000)に流用した。

管理費支出
予算科目のうち法定福利費支出から4,7900,000円を光熱水料支出C40,000)、消耗什器備品費支出0,680,000)、委託費支出

(1,290,00の、施設費支出“8●o00)に流用した。
特定資産支出
予算科目のうち退職手当引当預金等支出から35,000,000円を設備更新拡充引当預金等支出OQ000,000)、修繕引当預金等

支出(5,000,000)に、減価償却引当預金等支出から4,000,OoO円を修繕引当預金等支出に流用した。    ・

(2)予備費の使用(注2)

予備費から25,620,000円を敷金保証金支出に充当使用し、当該科目の予算額に含めて表示している。
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貸 借 対 照 表
平成 21年 3月 31日 現在

1流 動 資 産

現金預金
立替金
前払費用

流動資産合計
2固 定 資 産
(1)基 本財産

基本財産
基本財産合計

(2)特 定資産

退職手当引当預金等
減価償却引当預金等
事業費調整引当預金等

t  設 備夏新拡充引当預金等
修繕引当預金等
コンサルタント試験引当預金等
損害賠償等引当預金等
記念事業引当預金等
新規事業引当準備預金等

特定資産合計
(3)そ の他の固定資産

建物付属設備等

什器備品等      ‐
車両運搬具
電話カロ入権
敷金保証金
福利厚生施設利用預託金

その他の固定資産合計
固定資産合計
資 産 合 計

Ⅱ 負 債 の 部
1流 動 負 債

未払費用
前受金

預 り金

流動負債合計
2固 定 負 債

退職手当引当金
固定負債合計
負 債 合 計

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
1 指 定正味財産

寄付金
指定正味財産合計  ~

(うち基本財産への充当額)
2 -般 正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産、の充当額)
.   正 味財産合計

'

負債及び正味財産合計

676,024,440

213,940
528,579,373

316,030
147,445,067

△ 102,090

451,790,000

206,200,000

477,460,000

410,000,000

420,000,000

142;950,000

300,000,000

0

419,010,000
172:700,000

477,460,000

360,000,000

410,000,000

116,610,000

280,00o,000

30,000,000

32,780,000

33,500,oo0

0
50,000,000

10,000,000

26,340,000

20,OoO,000

△ 30,000,000

0

96,142,266
. 47,548,904

865,676
2,697,680

107,673,295

102,720,226
、50,231,335

1,263,599
2,697,680

82,308,295

△ 6,577,960
∠ゝ 2,682,431

△ 397,923
0

25,365,Oo0

0

32,844,533

0

125,623.666

46,599,677
86,732,900

∠ヽ 13,755,144

∠ゝ 86,732,900

(    245,000,000)
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正味財産増減計算書
平成20年 4月 1日 から平盛21年 3月31日 本で

|           (単 位:円)

科 目 当年度 前年度 増減 備考

一般正味財産増減の部
1経 常増減の部
(1)経 常収益

① 基本財産利′息収入
基本財産受取利息

② 特 定資産運用益
特定資産受取利息

③ 事 業収益    ‐
免許試験事業収益
免許試験手数料

コンサ解ツト試験事業収益
コノヽシタント試験手数料

作環試験事業収益
作環試験手数料
再交付申請手数料

④ 雑収益 ヽ
普通預金等利息

雑収益    `

⑤ 引 当金取崩額
退職手当引当金取崩額

2,25Q000
2,250,000

22.5061641

22i5061641

:,791,877,700

1,715=2461900

1,715,246,900

38,33414001

2,215,58〔

21215158(

18,644,83乏

18,644,33厖

1:775,542,00C

l:696,619120C

l,696,o19,2oC

39,915120C

39,915,20C

391007,600

38,962,80C

44,800

1,255,442

1,252,522

2,920

321872:087

32,872,087

34,411

34411

3,861,809

31861,809

16,335,700

181627=700

18,627,700

△ 1=580,800

△ 1,580,800

△ 711,200

△ 703,200

A8,000

△

経常収益計 帆) 1,833,939.043 11830,529]950 3,409,093

(2)経 常費用

① 事 業費

免許試験事業費
職員給与
法定福利費

‐  福 利厚生費
退職給付費用

臨時雇賃金

旅費交通費
通信運搬費
光熱水料
渉外費
諸会費
印刷製本費
会議費
消耗什器備品費
消耗品費
図書費   :
広報費
保険料
諸謝金
賃借料
委託費  、
機械保守管理費
出張試験関係費
出張試験実施経費
材料カロエ費
修繕費
施設費
租税公課
記念事業経費

1   雑 費

注 1

1,249,113:303

1,098=601,506

558,772,068

74,522,133

4,818,391

56,278,884

16,640,283

31,049,810

35,476,351

20,217,948

276,704

578,600

27,958,094

8,087,420

11,294,815

11,300,653

2,499,688

3,798,425

2,576,830

8,212,300‐

28,849:0551

1,268,241,322

1,111,278,743

552,841,633

72,713,428

6,490,326

71,170,770

21,177,369

28,754,667

34=893,092

2o,604,100

462,452

967,400

25,770,023

6,672,163

7,020,502

10,367,827

2,507,526

3,881,993

2,649,320

6,289,300

15,027,4201

△ 19,1281019

△12,o77,237
5,930,435

1,808,705

△ 1,671,935

△ 14,891,886

△ 4,537,086

2,295,143

583,259

△ 386,152

△ 185,748

△ 388,800

2,188,071

1,415,257

4,274,313

932,826

△ 7,838

△ 83,5681
'△

72,4901

l

注1:退職給付費用は、退職給付支出額に退職手当引当金繰入額を加えたものである。
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科 目 当年度 前年度 増減 備考
コンサプリント試験事業費

職員給与

法定福利費

福利厚生費

退職給付費用

旅費交通費

通信運搬費

諸会費

印刷製本費

会議費

消耗什器備品費

消耗品費

図書費

諸謝金

賃借料

委託費

雑費

注

84,1091457

41,064,312

5,441)517

278,508

2,609,930

4:430,046

680,246

100,000

794,1801

92,730,186

49,717,117

6,455,632

551,878

5,121,191

4,444,155

526,162

100,000

651,177

△ 80620=729

△ 8,652,805

A l,014,115

△ 273,370

△ 2,511,261

△ 14,109‐

作業環境測定士試験事業費

職員給与

法定福利費

福利厚生費

退職給付費用  1  注 1

旅費交通費

通信運搬費 '

渉外費

議会費

印刷製本費

会議費

消耗什器備品費

消耗品費        |

3Q3301630

12,978,282

1,753,726

131,675

1,078,220

1,563,550

361,604

61,5001

301184,377

14,208,213

1,836,920

121,050

3,080,550

1,528,309

476,247

51,500

146,253

△ 1,229,931

△ 83,194

10,625

へ 2,002,330

35,241

△ 114,643

10,00o

減価償却費

建物付属設備等減価償却費

什器備品減価償却費

車両運搬具減価償却費

36,071,710

18,123,202

17,550,585

397,923

341048,016

19,865,666

13,606,793

575,557

2023,694

△ 1,742,464

3,943,792

△ 177,634

② 管 理費

管理費 .

役員報酬

職員給与

法定福利費

福利厚生費

退職給付費用

臨時雇賃金

旅費交通費

通信運搬費

光熱水料|

渉外費

諸会費

注1

276,987:031

273:456,949

49,145,339

55,029191o

12,471,934

960,562

19,896,92o

l,351,500

5,300,189

1,910,760

1,658,157

153,370

281,400

264,849,785
261,196,856

51,539,335

61,360,956
13,488,665

1,22L,620

I 1,623,163

1,35?,500

4,568,516

2,051,516

1,590,993

22L,250

293,4001

12137=246

12:2601093

△ 2,393,996

△ 6,331,046

△ 1,016,731

1  △
261,058

8,273,763

△ 6,000

731,673

△ 140,756

67,174

△ 67,880

△ 2,0001
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科 目 当年度 前年度 増減 備考

印刷製本費

会議費

消耗什器備‐品費

消耗品費

図書費

保険料

諸訪詮

賃借料

委託費

機械保守管理費|

施設費

租税公課

雑費     ‐

468,484

3,523,288

5,670,745

1,425,574

523,399

0

6,418,965

89,864,761

11,465,414

2,309,9511

離劃

859,845

4,211,577

1,275,569

1,207,512

469,845

17,920

9,842,500

83,169,680

7,067,581

2,047,3101

淵 |

△ 391,361

△ 688,289

4,395,176

218,062

53,554

△ 17,920

△ 3,423,535

6,6950081

4,397,833

2621641

1,682,634

) :|:;:|
減価償却費

建物付属設備等減価償却費

什器備品減価償却費

3,530,082

2,332,090

1,197,992

3,6521929

2,514,383

1,138,546

△ 1221847

△ 182,293

59,446

経常費用計 (B) 1,526.100,334 1,533=091,107 △ 6.990,773

当期経常増減額 (C)[09-(B)] 307.838,7o9 297,438,843 10=399,866

2 経常外増減の部

経常外収益 0 0 0

蚤常外収益計 (D) 0 0 0

(2)経常外費用

① 除 却損失 :

‐ 什 器備品除却損

2701345

270,345

69,822

691822

200,523

200,523

経常外費用計 lE) 270,345 69,822 200,523

当期経常外増減額 (F)[(D)―(E)] △ 2701345 △ 69,822 △ 200=523

当期一般正味財産増減額(G)[(C)+(Fl] 307,568,364 297,369,021 101199,343

‐般正味財産期首残高(H) 3,247,800,859 21950,431。838 297,369,021

二般正味財産期末残高①[(G)+α )] 3,555i369,223 3,247,800,859 307.568.364

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額0) 0 0 0

指定正味財産期首残高(K) 5,000,000 5,000.000 0

指定正味財産期末残高(D[①+(K)] 5,0000000 5,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 3,560=369,223 3=2521800,859 307.568,364
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科   目 当年度 前年度 増 減

‐
 ③ 車両運搬具減価償却費  ‐

④ 特定資産の増減額
⑤ 退職手当引当金の増減額
⑥ 立替金の増減額
⑦ 前払費用の増減額
③ 未払費用の増減額
⑨ 前受金の増減額
⑩ 預り金の増減額
① 固定資産の増減額

キャッシュ・フローヘの調整額計

307,568:364

20,455,292

18,748,577

39■923

△672,000

32,780,000

102,090

△5,949,237

△ 13,755,144

△ 86,732,9o0

71,758,580

270_345

297,369,021

22,380,04S

14,745,33S

575,551

△62■00C
25,251,50C

△70,355

△2,779,489

18,168,174

12443,900

10,670,980

△17.570.178

10,199134(

Δ l,924,751

■003,23〔

▲ 177,634

△48,00C

7,528,50C

172,445

△3,169,748

△31,923,118

△99,176.800

61,08■600
17.840.523

37,403,526 83.191.477 △ 45,7871951

事業活 動 によるキャッシュ・フロー 344,971.890 380.560.498 △ 35.588:608

特定資産等収支のキャッシ■・フロ,
1.特定資産等収入
① 特定資産取崩収入

退職手当ヴ1当預金等取崩
設備更新拡充引当預金等取崩
修繕引当預金等取崩
コンサルタント試験引当預金等取崩
記念事業引当預金等取崩

② 敷金・保証金戻り収入
敷金,保証金戻り収入

特定資産等収入計
2.特定資産等支出
① 特定資産支出

退職手当引当預金等支出
減価償却引当預金等支出
設備更新拡充引当預金等支出
修繕引当預金等支出 ・
つけ″ント試験引当預金等支出
損害賠償等引当預金等支出
新規事業引当準備預金等支出

② 固定資産取得支出
建物付属設備等購入支出

什器備品購入支出
③ 敷金・保証金支出

敷金・保証金支出
特定資産等支出計

16,230,000

30,000,000

9,000,000

43,660,000

30,000,000

248.000

32,870,000
, 0

0

50,370,000

0

609.000

△ 16,640,000

30,000,00o

9,000,Oo0

△6,710,000

30,000,000

△361.000

129,138,0001 83.849_00C 45.289.000

48,338,000

33,500,00o

80,000,000

19,000,000

70,000,000

20,000,000

0

13,596,879

16,616:944

25_6131000

57,497,500

36,320,000

10,000,000

1     0

90,000,000

0

90,000,000

,78,009
21,610,260

6.810=2001

△9,159,500

Δ2,820,000

70,000,oOo

12000,000

△20,o∞,000
.  20,000,Ooo

△90,000,000

13,218,879
‐
△4,9,3,316

18.802.800

326:66418231 312.615,96C 14.048_860

特定資麗等収支のキャッシュ・フロー △ 197.526.823 △ 228.766_96C 31,24Q137

Ⅲ 財務活動によるキャッシユ・フロー

1.財務活動収入
財務活動収入計

2,財務活動支出
財務活動支出計

財務活動によるキャッシユ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 14フ.445.067 151.793.538 △ 4,348,471

V現 金及び現金同等物の期魂 528,57913731 376,785,835 151.793_53E

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 o76:024=4401 528,579,373 147,445,06ラ

キヤッシュ・フロT計 算 書

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで
|             (単 位 :円)

注:資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。
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財 席 目   銀

平成 21年 3月 31日 現在

1 ,流 動 資 産

現金預金

現金手許有高
普通預金 三 井住友銀行神田支店 (免許口)
普通預金 三 井住友銀行神田支店 (測定口)
普通預金 三 井住友銀行神田支店 (引当口)
普通預金 三 井住友銀行神田支店 (コンシロ)
普通預金 三 井住友銀行神日支店 (支払口)
普通預金 り そな銀行神田支店

普通預金 中央二丼信託銀行本店営業部
普通預金 北 洋銀行恵庭中央支店
普通預金 七 十七銀行岩沼支店
普通預金 京 葉銀行日分寺台支店
普通預金 碧 海信用金庫加木屋支店
普通預全 但 陽信用金庫神野支店
普通預金 も みじ銀行福山南支店
普通預金 筑 邦銀行東合川支店

郵便振替貯金  (免 許口)
郵便振替貯金  (測 定口)
郵便振替貯金  (コ ンサル ロ) .

立 替 金・

職員宿舎関係立替金         ヽ

前払費用
試験会場借料 エ ルおおさか他

流動資産合計

2固 定 資 産          .
( 1 )基 本 財 産

利付国債 第244回 大和証券 本店
定期預金 中央三井信託銀行本店営業部

基本財産合計
(2)特 定資産

退職手当引当預金等
利付国債 第232回 大和証券 本店
利付国債 第260回 大和証券 本店
定期預金 中央三井信託銀行 本店営業部
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

減価償却引当預金等
利付国債 第238回 野村証券 虎ノ門支店
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

事業費調整引当預金等

利付国債 第79回 野村証券 虎ノ門支店 ‐
利付国債 第260回 野村証券 虎ノ門支店
定期預金 りそな銀行神田支店
定期預金 中央三井信託銀行 本店営業部
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

設備更新拡充引当預金等
利付国債 第213回 大和証券 本店
定期預金 三井住友銀行 神田支店

・定期預金 りそな銀行 神田支店
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

修繕引当預金等
定期預金 三井住友銀行 神田支店
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

693.399.601

1,607,210

259,198,15

12,476,094

8,352,650

23,474,866

269,959,959

5,511,091

4,182,212

2,048,063

11,193,51

53,747,318

4,252

18,360

17,161,221

100,000,

198,740,

50,000,

103,050,

199,749,000

6,451,000

100,000,

198,770,

110,000「

57,000,

11,690,000

73,000,000

370,000,000

―
: l ・



コンサ″ント試験引当預金等  ‐
定期預全 三井住友銀行 神田文店
普通預金 三井住友銀行 神田支店 (引当日)

損害賠償等引当預金等

利付国債 第299回 野村証券 虎ノ門支店
‐ 定期預金 りそな銀行 神田支店

新規事業引当準備預金等
‐
 利 付国債 第239回 大和証券 本店

定期預金 三井住友銀行 神田支店

普通預金 =ォ 住友銀行 神田東店 (引当日)
特定資産合計      ・

(3)そ の他の固定資産            ‐

建物付属設備等

什 器 備 品 等
車 両 運 搬 具     :

電 話 加 入 権

敷 金 保 証 金

福利厚生施設利用預託金        .
その他の固定資産合計 |

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部     `
1流 動 負 債

未 払 費 用
‐

 役 職員社会保険料事業主負担額他
預 り 金

役員報酬関係預り金     |

職員給与関係預り金

諸謝金等その他の預 り金

免許試験手数料等預 り金

1  作 業環境測定士試験手数料預 り金

労働安全 ・衛生コンサルタント試験手数料預 り全
流 動 負 債 合 計

固 定 負 債
退職手当引当金

固 定 負 債 合 計

合 計債負

産財味

50,000,000
92,950,000

100,000,000

200,000,000

199,631,000

280,000,000

80.3691000

3.477.227.821

4.170.627

2.968.400.000

96,142,266

47,548,904

865,676

2,697,680

107,673,295

3.900.000

258,827,821

32,844,533

858,365

9,179,244

814,205

113,743,852

561,30o

466,700

451.790.000

158.468.199

610,258,199

451,790,000

3,560,369.223
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財務諸表に対する注記

平成 21年 3月 31日 現在               |

1 重 要な会計方針                                    ,

(1) 有 価証券の評価基準及び評価方法

満期保有有価証券 ・・・償却原価法 (定額法)に よつている。

その他の有価証券 :・ ・該当なし。

(2) 棚 卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。

(3) 固 定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却方法は、財務省の定める耐用年数省令による定率法で行うている。

(4) 引 当金の計上基準

退職手当引当金は、役員・職員退職手当引当預金規程の定めるところにより期末退職時の要支

給額に相当する金額を計上している。

(5) リ ァス取引の処理方法                                  .

。所有権移転外ファイナンス ・リース取引                      ,

りTス 物件の所有権が借主に移転すると認められるもめ以外のファイナンス ・リース取引に

つぃては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつている。

|     リ ース料総額が300万 円以上の取引は、以下のとおりである。  |

(1)リ ース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 (単位 :円)   ｀
  .

器具 ・備品

取得価額相当額 4,282,776

威価償却累計額相当額 3,925,878

期末残高相当額 356,898

(2)未 経過 リース料期末残高相当額 (単位 :円)

(3)当 期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (単位 :円) ,

支払リニス料 31956,000

減価償却費相当額 3,902,112

支払利息相当額 30,109

(4)減 価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。       |

(5)利 ′息相当額の算定方法は、り‐ス料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額

とし、各期べの分配方法については、利息法によっている。

・所有権移転ファイナンス ・リース取引及びオペレーティング・リース取引  ´

該当なし.

(6) 消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 会 計方針の変更

該当なし。

1年 以内 1年超 合計

未経過り漱料期末残高相当額 371,374 0 371,374
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3 基 本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

4 基 本財産及び特定資産の財源等の内訳        :

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

5 担 保に供している資産

該当なしざ

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額
.

当期末残高

基本財産

国債

定期預金

小  計

特定資産

退職手当引当預金等

減価償却引当預金等

事業費調整引当預金等

設備更新拡充引当預金等

修繕引当預金等

コンサルタン ト
試験引当預金等

損害賠償等引当預金等

記念事業引当預金等|

[i事

業

:iF毎

預'TI

200,000,000

50,000,000

0

0

0

0

200,000:o00

50,000,000

250,000,000 0 0 250,000,000

419,010,Oo0

172,700,000

477,460,000

360,000,000

410,000,000

116,610,000

280,000,000

30:000,000

560,000,000

49,010,000

33,500,000

0

80,000,000

19,000,000

70,000.000

20,000,000

0

0

16,230,000

0

.        0

30,000,000

9,000,000

43,660,000

0

30,000,000

0

451,790,000

206,200.000

477,460,000

410,000,000

420,000,000

142,950,000

300,00o,000

0

560,000,000

2,825,780`000 271,510,000 128,890,Oo0 2,968,400,000

3,075,780,000 271,510,000 128,890,000 3,218,400,000

科 目 当期末残高
(うち指定正味財

産からの充当ω
(うち一般正味財

産からの充当働
(うち負債に対
応する額)

基本財産

国債

定期預金

小  計

特定資産

‐ 退 職手当引当預金等

減価償却引当預金等

´
事業費調整=1当預金等

設備更新拡充引当預金等

修繕引当預金等

コンサルタン ト
試験引当預金等

損害賠償等引当預金等

記念事業引当預金等

新規事業引当準備預金等

小  計

合  計

200,000,000

50,000,o00 5,000,00o

200,000,Oo0

45,000,Ooo

一
　

一

250,000,000 5,000,000 245,000,000

451,790,000

206,200,000

477,460,000

410,000,000

420,000,o00

142,950,000

300,000,000

0

560,000,000

206,200,000

477,460,000

410,000,00o

42o,000,000

142,950,000

300,000,000

0

560,000,000

451,790,000

2,968,400,000 2,516,610,00o 451,790,000

3,218,400,000 5,000,000 2,761,610,000 451,79o,000
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6 固 定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 (直接法により減価償却を行つている場合)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

:円

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備等 19015231733 94,381,467 96.142.266

什器備品等 154.536.521 106.987.617 47.548。904

車両運搬具 5,782,943 4.917.267 865.676

合   計 350,843,197 206,286,351 144.556.846

7 債 権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 (貸倒引当金を直接控除した残額

のみを記載 した場合)

該当なし。

ヽ

8 保 証債務 (債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等 の偶発債務

該当なし。

9 満 期保有 目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

単位 :円

科 目 帳簿価額 時価 評価損益

第213回  国 債 73,000,000 73,182,500 182,500

第232回 国 債 100,000,000 101,680,000 1,680,000

第238回 国 債 199,749,000 205,133,400 5,384,400

第239回  国 債 199,631,000 205,280,000 5,649,000

第244回 .国債 200,000,000 202,640,000 2,640,000

第79回 国 債 100,000,000 99,772,200 △ 227,800

第260回 国 債 198,740,000 208,120,000 9:380,000

第260回 国 債 198,770,000 208,112,000 9,342,00(

第299回 国 債 100,OoO,000 99,692,200 △ 307,800

合   計 1,369,890,00o 1,403,612,300 33,722,30C

10 補 助全等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

11 指 定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

12 関 連当事者との取引の内容

該当なし。

13 重 要な後発事象 、

該当なし。      .
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(財)安全衛生技術試験協会

【保有資産 (土地等)】

保有資産 (土地 口建物):な し

(平成 22年 4月 1日現在)

※ 本 部は、土地建物とも賃貸。

各安全衛生技術センタ=は 国有財産。

|



|

(財)・安全衛生技術試験協会への支出状況 `平威21年 度執行額)

【総括表】

※平成21年度執行額とは平成21年度第3・四半期(4月1日～12月31日)までの交付決定額及び契約額

【内訳】

(単位

■ヽ喜1ユ:~r門 ノ

支出省庁

国からの支出合計金額

うち
補助金等(①)

うち
契約(②)

うち
契約(③)

うち
契約以外(④)

防衛省 181 0 181 49 49 0 230

からの契約に :千円

支出省庁 物品役務等、公共工事等の名称 会計区分 契約形態の別 契約金額

防衛省 第一種衛生管理者免許試験 二般会計 随意契約(競争性なし) 112

防衛省 普通ボイラー溶接±学科試験受験料 一般会計 随意契約(競争性なし) 23

防衛省 普通ボイラー溶接±実技試験受験料 一般会計 随意契約(競争性なし) 39

防衛省 1級ボイラー技能試験手数料 二般会計 随意契約(競争性なし) 7

からの :千円

支出元 物品役務等、公共工事等の名称 契約形態の別 契約金額

駐留軍等労働者労務管理機構 衛生管理者試験受験料 随意契約(競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者学科試験手数料 随意契約(競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者試験料 随意契約(競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者試験料 随意契約(競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者試験料 随意契約(競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者試験受験料 随意契約 (競争性なし) 7

駐留軍等労働者労務管理機構 第一種衛生管理者試験料 随意契約(競争性なし) 7



(財)妻 拿衛生技術試験協会への支出状況 `平成20年 度決算額)

【総括表】

【内訳】

支出省庁

国からの支出合計金額 独法からの支出合計金額

:合計
うち

補助金等(①)
うち

契約(②)
うち

契約(③)
うち

契約以外(④)

防衛省 658 0 658 48 48 0 706

早ヽ 世 :

支出省庁 物品役務等、公共工事等の名称 会計区分 契約形態の別 契約金額

防衛省 第1種衛生管理者免許試験受検費として 一般会計 随意契約(競争性なし) 84

防衛省 1級ボイラー技能試験料 一般会計 随意契約(競争性なし)

防衛省 移動式クレニジ運転士学科受講料 一般会計 随意契約(競争性なし) 8

防衛省 2級ボイラー技士学科試験手数料 一般会計 随意契約(競争性なし)

防衛省 移動式クレーン運転士学科受講料 一般会計 随意契約(競争性なし) 125

防衛省 移動式クレニン運転士学科受講料 一般会計 随意契約(競争性なし) 8

防衛省 移動式クレーン運転士学科受講料 ■般会計 随意契約(競争性なし) 8

防衛省 ボイラー整備士受験料 一般会計 随意契約(競争性なし) 8

防衛省 部内技能訓練「クレーン」学科試験料 一般会計 随意契約(競争性なし) 168

防衛省 部内技能訓練「クレーン」実技試験料 一般会計 随意契約(競争性なし) 222

(単位 :千円

支出元 物品役務等、公共工事等の名称 契約形態の別 契約金額

駐留軍等労働者労務管理機構 衛生管理者試験料(三沢支部) 随意契約(競争性なし) 8

駐留軍等労働者労務管理性構 衛生管理者試験料(横田支部) 随意契約(競争性なし) 8

駐留軍等労働者労務管理機構 衛生管理者試験料(横須賀支部) 随意契約(競争性なし) 8

職日軍等・3・働者労務管理機構 衛生管理者試験料(富士支部) 随意契約(競争性なし) 8

駐留軍等労働者労務管理機構 衛生管理者試験料(那覇支部) 随意契約(競争性なし) 8

駐留軍等労働者労務管理機構 衛生管理者試験料(ゴザ支部) 随意契約 (競争性なし) 8
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1省内事業仕分け室作成資料|

主要な論点

①
言式話諮準全働要茎攣葬

全衛生法に基づく免許
「働衛生コンサルタント

試験」、「作業環境測定士試験」の実施事務に
ついて指定を受けているが、効率的に運営さ
れているか。         | =

② 当 該法人が実施する各指定試験の手数料
(受験料)は適切な額が設定されているのかι

状況に応じて、適切な見直しが行われている
か 。

(参考 1)<試 験手数料の推移> (円)

S62年 度 H元 年度 H3年 度 H6年 度 H9年 度 H12年 度 H21年 度

免許 (学科) 4,500 4,500 5,900 7,600 8,000 8,300

特別ポイラ(実技) 17,000 17,400 18.600 19′800 21.600

普通ホイラ (実技) 13,000 17,200 18,700 18,900 18,900

クレーン等 (実技) 8,300 8,900 10,400 10,900

コンサルタント 15,ollll 16,900 22,600 24,700 24,700

作環士 (第一種) 8,300 8,400 10,200 1■900

作環士 (第二種) 7.300 11,400 11,800 11,81111

(参考 2)<試 験ごとの収支差> (千円)

H17年 度 H18年 度 H19年 度 H20年 度 H21年 度(見

込)

免許試験 257,976 869,326 478.135 514,073 315,731

コンサルタント試験 z 1ゝ20.215 △103,695 △119,385 Z 1ゝ16.642 Z 1ゝ08,492

作業環境測定士試験 △49,485 A37,805 A38,114 △43,042 A44,723

(次ページに続く)
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≪共通事項 (全法人)》

○ 当 該法人の事務「事業に対する委託費等の国からの財政支出が適正な額

であるか。事務 ・事業の実施に当たって冗費 (ムダ)は ないか。  |

(参考)

当該法人に対する行政からの支出はなし。

○ 当 該法人の組織は、当該法人の事務 ・事業を実施するために適切かつ効

率的な体制であるか。また、管理部門の体制は過大となっていないか。

(参考)

常勤役員に占める国家公務員出身者 :3/3

職員に占める国家公務員出身者 :35/101(本 部 :12/29、センター :23/72)

管理部門の職員数 (割合):本部 6人 (20%)、センター フ 人 (10%)

0 不 必要な余剰資産などを抱えていないか。内部留保、積立金が過剰では

(億円)

4 1 い か 。

(猪 )

【資産の状況】 H20年度決算

職一　蹄
有価証券
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計
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内部留保率 :36%

※基本財産 :2 5億 円

(次ベージに続く)
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≪法人の財務状況について》

○ 当 該法人は、「事業費調整引当預金等」、「設備更新拡充引当預金等」、「コ

ンサルタント試験引当預金等」、「損害賠償等引当預金等」、
｀
「新規事業引当

準備預金等」として、約19億 円の積立資産 (全体では約29億 円)を保

有しているが、これはどういう目的のものかし必要なものであるのか`

(参考)平 成20年度 貸 借対照表 (特定資産)

> 退 職手当引当預金等

> 減 価償却引当預金等

> 修 繕引当預金等     :

>

> 設 備更新拡充引当預金等    4億 1,000万円

> コ ンサルタン ト試験引当預金等  1億 4,295万 円

> 損 害賠償等引当預金等      3億 円

> 新 規事業引当準備預金等     5億 6,000万 円

4億 5,179万 円

2億  620万 円

4億 2,000万 円

29億 6,840万円計

○ 平 成20年 度決算における内部留保がF36%」 でありt「公益法人の指

導監督基準」を超えているがt適切な見直しが図られているのか。

(参考)           ‐

内部留保を30%程度以下とするよう、労働基準局長名により、

21年 11月に文書指導tさ らに22年3月には改善勧告を実施。

(次ページに続ぐ)
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≪指定試験機関》

○ 当 該法人は 「労働安全衛生法に基づく免許試験」t『労働安全口労働衛生

コンサルタント試験」、「作業環境測定士試験」の実施事務について指定を

受けているが、効率的に運営されているか。

(参考)各 試験の主な実施状況、合格者数等
・ 労働安全衛生法に基づく免許試験

平成19年度 平成211年度 平成21年度

学

科

受験申請者数 192,480人 1 9 5 , 5 2 7人 180558人

実施回数 1 , 3 5 3回 1 , 3 4 1回 1,356回

静 103,900A 106.538A 104,252人

実

技

倒験申請者数 8,433人 7,959A ■890人

実施回数 485回 459回 」40回

合脚 ■102人 4 , 0 7 5人 4 . 0 7 1人

労働安全 1労働衛生コンサルタント試験

作業環境測定士試験

平成19年度 平成20年度 平成21年度

安

全

受験申請者数 人
　
人

範
　
職

筆記

口述

人
　
人

“
　
∞

編

口述

938人

178人

榊 160人 2 2 6人 155人

衛

　
生

藪 申請 筆記   321人

口述   8 6 7人

雛
　
職

309人

341人

筆記 3 0 9人

口述 296メ、

制 1 5 5人 1 4 6人 14 8人

平成19年疲 平成20年度 平成21年度

一
　

種

受験申請者数 1.i32人 1.165A 1 , 0 8 7人

合格者数 589A 668人 612メ、

一
一　
種

類 申融 1,865人 1,778人 1,728人

合格者数 519人 408人 463人

(次ペニジに続く)
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○ 労 働安全・労働衛生コンサルタントや作業環境測定士については、それ
・

ぞれ業界団体があるが、当該法人で行わず、それぞれの業界団体で一体的

に行えばよいのではないか。

(参考 1)(社 )日 本労働安全衛生コンサルタン ト会の概要

労働安全・労働衛生コンサルタントの使命及び職責に鑑み、コンサルタントの品位の

保持及び資質の向上並びにその業務の進歩改善に資するため、会員の指導及び連絡に関

する事務を行い、もちて労働者の安全及び衛生の水準の向上に寄与することを目的とす

る法人

(参考 2)(社 )日 本作業環境測定協会の概要

作業環境測定法第36条の規定に基づく法人として、作業環境測定士の品位の保持並

びに作業環境測定士及び作業環境測定機関の業務の進歩改善に資するため、会員の指導

及び連絡に関する事務を行うことを目的とする法人

O 当 該法人は、指定試験機関としてt試験実施に当たり、受験者の利便性

の確保等を十分に考慮した方法で行つているか。

(参考)セ ンターの場所、試験実施場所等

・ 安 全衛生技術センターの場所 (全国 7カ 所)

北海道恵庭市、宮城県岩沼市、千葉県市原市、愛知県東海市:兵庫県加古川市、

広島県福山市t福岡県久留米市

.   ・ 上記 7セ ンターの他、43都 道府県において出張試験を実施

・ そ の他要請に応 じ、学校や刑務所でも試験を実施

○ 試 験員 (試験問題の作成、合否判定等)は 、どのように採用又は選任し

ているか。専門性及び公平性を担保する仕組みはどのようになつているか。

(参考)試験員の状況〈H21年度〉             ()内 餞蕩員OB人数

議 員合計 議 員僻りⅧ籠動 議 ¨

免 許 試 験 50人C27人) 41人 126人) 9人( 1メ0

労働摯 コ幼"ント話験 愕峙願験) 3 1人( 9カ 1人 ( 1カ 3 0人( 8  A l

(口闘 1 9人( 7人 ) 1人 ( 1カ 18人 (6人 )

労働衛螢 オ"ント試験 (筆識 25人(4 Al 1人( lνい 2 4人( 3  A l

(口動 27人(l Al 1人( 1人) 26A ( 0カ

作業環境測定士試験 34人 (4人 ) 0人 (0ノ0 3 4 人 ( 4カ

(次ページに続く)
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0 当 該法人が実施する各指定試験の手数料 (受験料)は適切な額が設定さ

れているのか。状況に応じて、適切な見直しが行われているか。

(参考)<試 験手数料の推移>                     (円 )

s62犠 ～ H元年度～ H3年 度～ H6年 度～ H9年 度～ H12 4FFx～ H21年 度～

免許 (学" 4,500 4,51Xl 5,900 7.0∞ 8.lnl 8,300 7,0∞

特男1ポイラ (勤 17,000 17.《Ю 18,600 19,&Ю 21,6∞ 21,800 21,800

普通ホイラ (勲 13,000 13.31Xl 16,400 17,gЮ 18,71Xl 18,900 18,900

クレーン等 帥 8,200 8,300 8,900 10,4∞ 10,900 1 1 , 1 0 0 1 1 , 1 0 0

コンサルタント 15,OIXl 15,GXl 16,900 211 5tXl 22, 600 24.700 24,700

作環士 (第一綺 3.300 8.400 10.2∞ 13.1∞ 13,400 13.900 13,900

作環士 (第地 7,300 7.300 8,700 1 1 . 1 0 0 1 1 , 4 0 0 11,田 11,800

0 免 許試験の収支がプラスの一方で、労働安全 日労働衛生コンサルタント

試験及び作業環境測定士試験の収支はマイナスの状況が続いているが:そ

れぞれの試験の中で収支均衡を確保すべきではないか。

(参考 1)試 験ごとの収支差                     (千 円)

H17年 度 H18年 度 H19戦 H20犠 H21年 度ぴ議D

申 257,976 369,326 478.135 514,073 315,731

コンサルタント試験 A120,215 All13.695 △1 1 9 . 3 8 5 Al16,642 △108.492

作業環境測定士試験 A49,485 A37,8∞ 超 8,114 A43,042 A」4,723

(参考 2)免 許試験に係る収支状況 (平成 21年 度見込)

収入総額 14億 2,406万 5千 円

(学科)受 験申請者数

手数料

186,558人

7,000円

(実技)受験申請者数

手数料

7,514人

11,100H-21,800円

事業費計 11億 833万 4千 円
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雇用環境の悪化もあつて、少しでも有利な就職条件を得ようとも
てはやされる資格。ところが、誰がその試験などを実施しているの ・

か調べていくと、 「またか」と嘆息するような天下り実態が浮かび
上がった。教材や資格更新の講習会なとに力を入れる団体も多く、

営`製資格ビジネス、の様相だ。 (山川剛史、秦淳哉、①面参照)

資格65団体I裏天下り

「脱

・
官
僚
依
存
」
で
始
動
し
た
鳩
山
新
政
権
が
政
治
主
導
で

「
霞
が
関
」
に
切

り
込
ん
で
い
る
。。
税
金
の
無
駄
遣
い
、
天
下
り
、
生
活
不
安
・‥
。
長
ら
く
続
い
た
自

民
党
政
権
で
た
ま
っ
た
負
の
部
分
や
旧
弊
を
総
ざ
ら
い
し
、
明
る
い
未
来
に
向
け
て

再
起
動
し
た
い
と
こ
ろ
。
め

っ
た
に
な
い
好
機
だ
ろ
う
。
そ
ん
な
思
い
を
込
め
、

「
こ
ち
ら
特
報
部
」
な
り
に
リ
セ
ッ
ト
の
ツ
ボ
を
随
時
、
提
起
し
た
い
。
　
・

交
通
、
厚
隼
五
喫

経
響
産

　

量
画
理

，飛

」
艶
鞠
撃

・〓跳
贈
≒一響

『

』
卍
殿
馨
璽
離
鑑
囲
鶴
量
爾
　
も
含
め
、
〈平

最
本
解
収
入

】
資
格
駆
得
の
た
め
の
通
信

業
の
三
省
を
中
心
に
計
百
三
　
　
麺
壺
国
瑚

・』職
軌
聾
鞭
響
〓
睦
瑠
≒
耐
一
札
　
鞠
『
岬艶
週
毒姿
諄
囲
劃
郵
到
璽
ヨ
　
源
に
な
っ
た
。　
　
　
　
　
　
一
教
育
も
盛
ん
だ
。
権
威
を

な
い
団
体

Ｐ
薫
が

ヽ
松
お

　
憂

“
響

謙
響

図

■
■

♂

曇
一撃

欄

「
Ｊ

額

籠

菫

到

寵

＝

Ⅲ

贖

　
奎
義

じ

て
い
る
が
、
事
業

む
ね
中
央
省
庁
の
幹
部
ク
ラ
　
」旬

し
『
上
墜
話
紆
確
編
鷹
■
資
卜
Ｕ
彗
‥
―
物
捌
観
囲
覇
黎
耐
Ⅲ
皿
獅
醐
一　
収
入
は
約
九
千
万
円
な
の

―
利
用
設
計
シ
ス
テ
ム

（Ｃ

ス
の
給
料
し
準
じ
て
お
り
、　
研
瑚
齢
耐
乳
醐
藤
臨
酬
脚
闘
囲
「
翻
「
錮
鋼圏
甕
回
翻
倒
翻
即
緊
闘
図
翻
曰
団
中　
に
、
五
千
七
百
万
円
も
の
利
Ａ
Ｄ
）
ト
レ
ー
ス技
能
を
は

表
中
の
Ｏ
Ｂ
た
ち
が
手
に
す

　
一
ケ
臓
硼
醐
圏
師
醐
脚
醐
囲
暉

暉

ｔ岬
網
錮
園
日
興
轟
□
臨
画
醒
圏
■
園
聞
　
益
を
生
み
出
す
お
い
し
い
事

じ
め
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
関
連

る
年
収
は
計
二
十
億
燿
規
模

　

一
四
園
囲
囲
闘
蝠
聞
副
囲
町

・
鰤

劇
誡
涵
踊
闘
藝
醍
鵬
臓
醐
狸
熙
劉
囲
囲
　
業
に
な
っ
て
い
る
。　
　
　
・
の
資
格
を
創
出
。

に
な
る
と
み
ら
れ
る
。　
　
　
　
一
瞬
劇
園
団
囲
国
醒
□
嗣
堅
理
　
頭

劇
鰹
圏
罰
職
断
悪
翻
Ⅷ
調
馴
馴
馴
潮
靱
】
　

ほ
か
の
団
体
も
体
質
は
似
　
確
か
に
、
作
業
の
安
全
性

個
別
に
み
て
い
く
ヽ

単
　
一日
園
懸
翻
駆
朧
艶
朧
圏
藤

脚
押鯛
麗
鐵
國
露
塑
蓋
醒
議
酵
器
職
一　
た
塗
寄
ヨ
街
７。
講
習
の
費
ん権
保
し
た
２
菫
一著
に

に
試
験
を
実
施
す
る
に
と
ど
　
　
一
調
唖
日
御
圏
酬
翻
圃
剛
蝠
喝
　
襲

直
　
一騨
蜃
■
画
期
一醐
闘
出
臨
霧
鶏
硼
翻
聾
】

用
は
三
万
卜
五
万
円
と
高
め

分
か
り
や
す
く
能
力
を
示
す

ま
ら
ず
、
教
材
の
販
売
や
講
、
　

一孤
』
団
圏
暉
爛
闘
輔
避
憾
ド
Ｌ
廻
抑
彗
聾
蜜
醒
閣
圃
函
題
瑚
型
動
数
菫
醍
　
で
、
中
に
は
ネ
ツ
ト
と
コ
ン

に
は
資
格
は
重
要
だ
。
し
か

習
会
の
開
催
に
も
力
を
注
い

」
　

昴
ｌ‐
Ｈ
Ｉ‐
即
１
１

・ヽ―
ゴ
■
摯
Ｌ
獅
過
餞
腰
覆
肇
踊
■
■
Ш
翻
翼
口
島
潤
留
日
　
．ピ

ユ
ー
タ
ー
を
使
う
通
信
教

し
、
今
回
の
調
査
で
判
明
し

状
況
も
。
経
産
省
系
の
独
立

　

国
は
雇
用
対
策
な
ど
を
目

行
政
法
人

「情
報
処
理
推
進

的
に
、
資
格
取
得
に
必
要
な

機
構
」
が
情
報
処
理
、
ホ
ー

金
額
の

一
部
の
補
助
も
行
う

・ム
ペ
ー
ジ
の
設
計
な
ど
の
資

が
、
Ｏ
Ｂ
へ
の
多
額
の
報
酬

格
を
多
数
つ
く
れ
ば
、
厚
労

，を
削
り
ヽ
試
験
科
や
講
習
料

省
系
の

「中
央
職
業
能
力
開

を
安
く
し
た
方
が
ず

っ
と
簡

薬
箱
人
ご

も
コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

素
で
公
平
か
も
し
れ
な
い
。

ヒの記事は中日新聞東京本社 ・
`東京新間の許諾を得て転載しています。

無断で複製、送信、出版、頒布t翻 訳、翻案等著作権       1
を侵害する二切の行為を禁止します。

20ο9、9、3o隷 為 闘 2`硼



資
格
関
連
団
体
に
数
多
く

の
官
僚
Ｏ
Ｂ
が
天
下
り
し
て

い
る
実
態
を
、
専
門
家
は
ど

う
見
て
い
る
の
か
。

「資‐
相
悩
報
研
究
セ
ン
タ

止

（墓

昴

穆

並

区
）
の

高
島
徹
治
代
表
は
、
自
身
も

社
会
保
険
労
務
士
や
宅
地
建

物
取
引
主
任
者
な
ど
九
十

一

の
資
格
を
持
つ
。

「
そ
も
そ

も
官
僚
が

「
自
分
た
ち
中

心
』
で
資
格
取
得
の
手
順
を

決
め
て
い
る
。
資
格
の
名
称

を
見
て
も
そ
れ
は
明
ら
か

だ
」
と
指
摘
す
る
。

「薬
剤
師
以
外
で
も
医
薬

品

の
対
面
販
売
が
で
き
る

「
登
録
販
売
著
」
や
、
マ
ン

シ

ョ
ン
管
理
会
社
に
置
く

「
管
理
業
務
主
任
者
」
な
ど

と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
。
天
下

り
の
た
め
に
つ
く

っ
た
資
格

と
言
え
る
」
と
語
る
。

そ
れ
で
も
小
泉
改
革
路
線

の
規
制
緩
和
か
ら
、
国
家
資

格
の
創
設
は
少
な
く
な
り
つ

つ
あ
る
と
い
う
。

「
以
前
は

資
格
の
乱
造
だ

っ
た
が
、
最

近
で
は
登
録
販
売
者
と
貸
金

業
法
改
正
に
基
づ
い
て
で
き

た

「賃
金
業
務
取
扱
主
任

者
』
ぐ
ら
い
。
こ
れ
に
代
わ

っ
て
雨
後
の
た
け
の
こ
の
よ

う
に
で
き
た
の
が
民
間
資
格

や
ご
当
地
検
定
に
当
た
る
」

で
は
ヽ
民
主
党
が
政
権
公

約
で
打
ち
出
し
た

「
天
下
り

Ａ塁
口
栗
止
」
で
、
資
格
関
連

団
体
も
変
わ
る
の
か
。

高
島
氏
は

「補
正
予
算
で

巨
額
の
予
算
が
っ
い
た

「中

・哭
職
業
龍
寄
雷
塁
優
恩
ご

な

ど
は
民
主
党
も
目
を
付
け
る

だ
ろ

つ
。
し
か
し
、
一寡
愴
関

連
団
体
の
数
は
多
い
た
め
、

天
下
り
の
全
面
的
な
洗
い
出

し
に
は
時
間
が
か
か
る
は
ず

だ
」
と
話
し
て
い
る
。

の
資
格
は
、
名
称
を
聞
い
た

　

さ
ら
に

「
役
人
が
天
下
り

だ
け
で
は
何
の
登
緑
販
売
な

の
た
め
の
財
団
や
社
団
を
つ

の
か
、
何
の
管
理
業
務
な
の

く
っ
て
資
格
業
務
を
行
っ
て

か
が
分
か
ら
な
い
。
役
人
が

い
る
の
は
昔
か
ら
周
知
の
事

「上
か
ら
目
線
」
で
名
付
け

実
。
例
え
ば
国
交
省
系
の
財

た
資
格
で
、
利
用
者
の
こ
と

．団
の

『
建
設
業
経
理
事
務

を
考
え
て
な
い
こ
と
を
知
実

士
」
は
、
建
設
業
の
経
理
と

に
表
し
て
い
る
」
　

　

　

　

い

っ
て
も
通
常
の
簿
記
と
ほ

この記事は中硝新蘭東京本社・東京新聞め許諾を得て転載しています。

無断で複製、送信、出版、頒布、翻訳、翻案等著作権

を侵害する一切の行為を禁止しまり。

200%913ο妬議イ鴫 ゴ駒



建築士、建築設備士

菫垂艤■垂」

この記事は中日新聞東京本社 ・東京新聞の許諾を得て転載しています。

無断で複製、送信、出版、頒布、翻訳、翻案等著作権

を侵害する一切の行為を禁止します。

資
格
関
連
団
体
へ
の
天
下
り

圏
＝
海
上
保
安
庁
，圏

＝
林
野
庁
，園

＝
気
象
庁
、田

＝
消
防
庁
、
囚

＝
人
事
院
、囲

＝
衆
院
、困
丁

参
院

　
（旧
省
名
は
現
在
名
で
統
一。
輛

は
天
下
り
以
外
）

回

＝
国
交
省
、圏

＝
経
産
省
、回

＝
厚
労
省
、日

＝
総
務
省
、国

＝
文
科
省
曲
剛
＝
財
務
省
蘭
］
＝
内
閣
府
齢
］
＝
防
衛
省
腕

＝
環
境
省
戯
］
＝
警
察
庁
閥
一
＝
金
融
庁
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評価シート

仕分け人名 (

人 (財)

記載要領】

本日の改革案の説明や議論に基づいて、法人の1.事 務 ・事業、2.組 織口運営
体制について、□欄にそれぞれチェリクし、ご意見を記載下さい。

1二①事務・事業 (労働安全衛生法に基づぐ18種 類の免許試験の実施事務_■指定)主
※左記の事務 ・事業をどのように扱うか

チエック願います。
□改革案では不十 □①事業そのものを廃止

□②事業の効率性を高めた上で、
口③事業の効率性を高めた上で、

事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人を指定し実施
□⑤法人へ指定を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法

の見直し・手数料の見直しなど)｀
□改革案が妥当

指定制度を廃止 し、国で直接実施

指定制度を廃止 し、自治体ヘ

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)



1-② 事務 ・事業 (労働安全 ,労働街生 コンサルタン ト試験の実施事務 (指定)) 評価シート

※左記の事務 口事業をどのように扱うか
チェック願います。

口 改革案では不十

□ 改革案が妥当

□①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、指定制度を廃止し、
国③事業の効率性を高めた上で、指定制度を廃止し、

事業を移管し実施

国で直接実施

自治体ヘ

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人を指定し実施
:□⑤法人へ指定を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法

の見直し。手数料の見直しなど)  1   ・

※ 左記の事務 ・事業をどのように扱うか

□ 改革案で1よ不十` □①事業そのものを廃止
チェック願います。

□②事業の効率性を高めた上で、
El ③事業の効率性を高めた上で、

事業を移管し実施:

指定制度を廃止し、国で直接実施
指定制度を廃上し、自治体ヘ

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人を指定し実施
□⑤法人へ指定を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法

の見直 し ・手数料の見直 しなど)

□ 改革案が妥当

(具体的な更なる見 し内容等を記述願います)

1二 ③事務 い事業 (作業環境測定土試験の実施事務 (指定))



`

□改革案では不十分

□改革案が妥当

評価シート

※国家公務員の再就職状況、管理費、余剰資産など補助 ・委託 ・

指定等事業を行うにあたっての組織 :運営体制の妥当性につい
て、チエック願います。

的な更なる見直 し内容 を記述願います)



資料1

(財)ヒューマンサイエンス振興財団について
≪事務・事業説明資料≫



法人概要

≪基礎データ≫
22 21

常勤1人

非常勤33人
常勤1人

非常勤1人
常勤1人

非常勤5人

うち

国家公務員出身者

常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

予算 20億円 13億円 15億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公

務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支出

についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

予算
うち国からの
財政支出

13.3億円 10.3億円

2億円 2億円

0,7億円 0.3億円

1億円 0

3億円 0

≪組織体制≫

(全体) 21.70/o

本部
6音『

(16人)

うち管理部門

2音「(5A)
31 2%

地方 1部 (7人)

r ― ロ ー ー ー ー ー ロ ー ー ー ー ー ー ー ー ー “ ― ―
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技術移転センター

動物実験実施施設認証センター
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1崖薬品開発プ由セスとヒューマンサイエ多支赤曇島由あ筆業]

基盤研究

臨床試験非臨床試験疾患メカニ

ズム研究

実用化に向けた評価技術の研究
く産官学による共同研究>

凸

曲

:補助事業

:タヨ事業



・
研究助成の概要①

金(政策倉1薬総合研究事業補助金)

革新的医薬品等の開発の共通基盤となる技術に対し産学官が共同して取組む研究を支援

基礎研究 ←創薬に当たり民間企業がメリット

を享受

1社だけで実施するのは非効率→

実用化研究

国の研究費補助金等により研究
民間企業の資金により研究

医薬品の評価技術やスクリーニング技術等の創薬の基盤となる共通技術について、産学官が共

同して研究資金を持ち寄つて研究を推進する枠組みが必要

こムアップし、企業戦略に即応した事業実施を担保

○国、独法と違い医薬品開発に豊富な経験を有する会員企業からの出向職員を核として事業展開

O厚 労省研究機関の知財の権利化・技術移転を行うTLO事 業、先端技術の調査事業によリマッチン

、グ情報を集積

助成件数:37件

助成総額:810百万円(21年度)内 訳:補助金482百 万円 企業負担分328百 万円 最大3年間

ODDS技 術を利用した新規製剤の評価指標の研究
ナノ粒子製剤や超難溶性薬物を溶け易くする非品化製剤等の性能評価をする指標の開発を行う研究

Oファーマコゲノミクスを応用した医薬品の評価系の開発研究

(代謝酵素に関する)ゲノム情報に基づき、「個の医療(投薬)」に最適化するための医薬品の有効性・安全性の違いの評価方法の研究
3



研究助成の概要②
(政策創薬研究推進事業)
(ヒトゲノムテーラーメード研究推進事業補 金ヒトゲノムテーラーメード研 助

若手研究者の育成及び研究者の海外派遣、海外の研究機関との共同研究、研究成果等

普及啓発事業等を支援し、研究基盤の整備を図る。

主任研究者だけでは研究の遂行が困難なものも少なくないため、主任研究者を補佐する流動研究

員の派遣
※1、

若手研究者の育成
※2、

海外の研究機関との共同研究が必要な研究 (日本では患者が

少ない等)の実施
※1、

研究成果を国民に発信する事業※
1等

研究基盤の整備が必要
※1;政策的に進めるべき創薬研究等国民から特に研究の推進が期待されている分野(政策創薬研究推進事業以
下「創薬」と略)に限定して実施。
※2;先端分野研究等国民から特に研究の推進が期待される分野(ヒトゲノムテーラーメード研究推進事業以下「ヒト

ケ
・
ノム」と略)・再生医療実用化研究推進事業以下「再生」と略)等)に限定して実施.

1財 団が行う理:由

総合研究事業と連携した事業運営により、研究成果を高まること、また、推進事業実施の実績があり、

公募、選定委員会の運営、研究者育成事業等が可能であること



研究助成の概要③
≪業務内容/実 施体制・評価体制》

若手研究者派遣等

業

実施要領及び厚生労働省の科学研究開発

評価に関する指針

政策割薬総合研究事業・推進事業

第三者専門家:14名

委員長:金澤一郎(日本学術会議会長)

ピアレビュー

(評価専門委員による書

面評価)

究推進委員

第二者専門家:
再生医療6名

ヒトゲノムテーラー

メード8名

政策創薬研究事業
2年 目終了時:評価委員会において中間評価を実施し、評

価結果を研究者にフィードバック。

成果が上がっていない課題は研究の中止を決定

3年 目終了時:評価委員会において事後評価を実施し、評

価結果を研究者にフィードバック。

その後の採択時事前評価に活用
再生医療等推進事業
委員会の事前評価により採否決定、継続申請時に委員会で評価



(特別研究推進事業補助金)

0国 立研究機関等で発明された技術は、実用化まで繋げなければ国民に還元されないO国 立研

究機関等には知財の専門家がいないことから、知財戦略や許諾交渉の実施を担う機能が必要

○国立研究機関の職務発明を特定の企業等に偏ることなく適正に橋渡しするためには、公平性が

要求されるため、公的な法人が担うべき(経産省、総務省、農水省も同様の枠組み)。

参考)大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律(TLO法 )(抜粋)

第十二条 国 の試験研究機関であつて政令で定めるもの(以下「特定試験研究機関」という。)における技術に関する研究成果について、当該研究成

果に係る国有の特許権若しくは特許を受ける権利又は国有の実用新案権若しくは実用新案登録を受ける権利の譲渡を受け、当該特許権若しくは

当該特許を受ける権利に基づいて取得した特許権又は当該実用新案権若しくは当該実用新案登録を受ける権利に基づいて取得した実用新案権

についての譲渡、専用実施権の設定その他の行為により、当該研究成果の活用を行おうとする民間事業者に対し移転する事業を行う者は、当該特

定試験研究機関を所管する大臣に申請して、その事業が次の各号のいずれにも適合している旨の認定を受けることができる。
一 当 該事業を適確かつ円滑に実施することができる技術的能力を有するものであること。

二 当 該特許権若しくは当該特許を受ける権利に係る発明又は当該実用新案権若しくは当該実用新案登録を受ける権利に係る考案を自ら実施する

ものでないこと。
三 当 該特許権若しくは当該特許を受ける権利に係る発明又は当該実用新案権若しくは当該実用新案登録を受ける権利に係る考案に関する民間

事業者への情報の提供において特定の民間事業者に対して不当な差別的取扱いをするものでないことその他当該事業を適正に行うに必要な業

務の実施の方法が定められているものであること。



厚生労働大臣認定丁LO事業の概要②
①職務発明を権利譲渡

②実施許諾 (21年度予算)
事業の流れ 421件 (H15～21年度)

③契約料(1,850万 円)

特許出願情報提供

会費 許公開前)

(2,150フ ラF])

※1 特許は審査請求まで3年 、審査結果が出て権利化まで5～6年を要する。

※2C型 肝炎の治療効果予測マーカー、膵癌のマーカー、消化管間質腫瘍(G:ST)マーカー、

再生医療に用いる培地・培養方法など

累計(平成15～21年度)平成21年度

PC丁出願

国内21件

海外4件
権利化された特許・実用

新案'意匠件数※1
国内5件

海外3件

30件※2実施許諾件数



研究資源供給事業の概要①
<財 団独自事業>

「                                                                                                                    ¬

研究者より受け入れた研究資源(細胞、遺伝子等)を産官学の研究者に実費を勘案した

手数料負担の上で分議するとともに、関連情報を収集し、提供

L厚生科学審議会答申(98年)臨床研究倫理指針に従い、手術で摘出したヒト組織(癌等)を提供   J

「
①疾患関連ロヒト由来細胞を多数保有し、国内外の同様な施設にない細胞を提供       ｀
→保有資源1015種中、国内同種施設である理研ハ

・
イオリソースセンターと重複する細胞は5%

②海外への分譲実績は15%と大学等研究機関(60%)に次ぎ、国際貢献に寄与

、③当施設が分譲した研究資源を用いた研究論文が年間約70報報告され、評価が定着    ノ

①日本人由来の手術で摘出したヒト組織を提供する施設は国内当施設のみ    _
→厚生科学審議会答申、臨床研究指針に適合した試料を提供
企業だけでなく、医療機関を有する研究機関からも提供の申し込み

②フアルマスニップコンソーシアムが収集した健常人血液由来B細胞株を提供(疾患ゲノムの研

究には対照群である健常人のデータが必要)

③95年国立医薬品食品衛生研究所(05年業務が基盤研に移行)の研究者への分譲業務を承継

21年度 :細胞の分譲先(機関数)

動物胚(件)
日本人B細胞

株(アンプル)ffiffitt>t"tvl

平成19年度

平成21年度

保有資源:細胞1015株 遺伝子15482クローン 日本人B細胞株2144株 ヒト組織213試料 動物胚28試料



医薬基盤研究所及びその他の機関とHS財 団のバンク事業における連携について

バンク事業(現状)

鮮 謙 錦 )魏
約観 ∞0万R鋤

・種となる細胞・遺伝
子の提供
・病原体の検査など

技術支援料

(約1,000万円)

手数料

約230万

研究資源供給事業の概要②

資源の由来

⑨



H21年度 政策倉1薬総合研究事業

聟暑オ斗1-1

採択課題一覧表
位 :円

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名

1 先端技術を応用した製剤の

品質確保と評価に関する研
究

川西 徹
四方田 千佳子

伊豆津 健―

米谷 芳枝
松村 保広
中川 晋作
北村 智

馬場 ―彦
山内 仁史
中川 知秀
阿曽 幸男
宮崎 玉樹
山本 恵司
村主 教行
北村 智
中上 博秋
′卜′:1裕

池田 幸弘
檜山 行雄
寺田 勝英
小出 達夫
坂本 知昭
山田 清孝
高嶋 武志
木村 章男
片岡 隆博
小澤 昭夫
渡辺 恵市郎
土屋 享

国立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

星 薬 科 大学

国立がんセンター

国立大学法人大阪大学

アステラス製薬株式会社

大鵬薬品工業株式会社
ニプロパッチ株式会社

富山産業株式会社
日立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人千葉大学

塩野義製薬株式会社
アステラス製薬株式会社

第一三共株式会社
中外製薬株式会社
武田薬品工業株式会社
国立医薬品食品衛生研究所

東邦大学
日立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

ファイザ ー
株 式 会社

株式会社パウレック

参天製薬株式会社

塩野義製薬株式会社
武田薬品工業株式会社

日揮株式会社
田辺三菱製薬株式会社

40,500,000

うち補助金額
23,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

17.500,000

E菟7騨蒻
ファイザー株式会社

1塩野義製薬株式会社

1蓼葵童翼ボ裏邸
大鵬薬品工業株式会社

第一三共株式会社
中外製薬株式会社
田辺三菱製薬株式会社
日揮株式会社

富出産業株式会社
武田薬品工業株式会社

2 西洋ハープ及び新一般用漢
方処方構成生薬の品質確保
と評価に関する研究

合田 幸広
近藤 健児

中川 誠
田頭 素行
山本 豊

藤田 正雄

西村 直行

水上 元

小松 かつ子

袴塚 高志

廣田 浩之

望月 直樹

稲木 敏男

木村 博明

小林 正治郎
日向野 太郎
森田 英利

国立医薬品食品衛生研究所

株式会社ツムラ
=栄源エフ・エフ・アイ株式会社

アサヒビール株式会社
株式会社栃本天海堂
株式会社ウチダ和漢薬

株式会社島津製作所
名古屋市立大学
国立大学法人富山大学
国立医薬品食品衛生研究所

エスエス製薬株式会社

アサヒビール株式会社

興和株式会社

佐藤製薬株式会社
ゼリア新薬工業株式会社

大正製薬株式会社
麻布大学

34,039:000

うち補助金額
19,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

15,0391000

アサヒビール株式会社
エスエス製薬株式会社
ゼリア新薬工業株式会社

株式会社ウチダ和漢薬
株式会社ツムラ
株式会社島津製作所
株式会社栃本天海堂
興和株式会社
佐藤製薬株式会社
三栄源エフ・エフ・アイ株式会社

大正製薬株式会社



資料1二1~ '

H21年度 政策創薬総合研究事業 採択課題T覧 表
単位 :円

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名
3 規格化された高品質な成育

バイオリソースと異種由来成
分を排除した完全ヒト型培養
システムの構築一再生医療・

細胞治療の有効性、安全性
の検証システムの標準化一

梅澤 明弘
三好 俊―郎

宮本 薫
仁科 博道
鈴木 康二

井上 all臣

櫻井 裕士

森口 佳之

藤沢 章
田村 知明

松崎 正晴
山中 克之

日立成育医・・Aセ ンター

慶應義塾大学
国立大学法人福井大学
株式会社ツーセル
株式会社ジェイ・エム・エス

アルブラスト株式会社
株式会社カネカ

中外製薬株式会社
セルテス●メディルレエンジニアリング絆式会社

オリンパス株式会社

株式会社ミラキュア
株式会社ジーシー

39,0001000

うち補助金額
24,000,000

民間資金
(企業からの委記費)

15:o00,000

株式会社カネカ

株式会社ミラキュア
株式会社ツーセル
株式会社ジェイ・エム・エス

アルブラスト株式会社
中外製薬株式会社
セルテスコメディカルエンジニアリング株式会社

オリンパス株式会社
株式会社ジーシー

4 バイオ医薬品の特性解析及
び品質・安全性評価法の開

発

山口 照英
川崎 ナナ

荒戸 照世
柳原 繁弘
古賀 明子

成瀬 毅志
中島 和幸
北村 智
濱詰 康樹
窪田 雅之
小紫 嘉―

柚木 幹弘
内田 恵理子

長東 俊治
掛樋 ―晃

日立医薬品食品衛生研究所

国立医薬品食品衛生研究所

独立行政法人医薬品曜薇薇零総合機構

協和発酵キリン株式会社

中外製薬株式会社
財団法人化学及血清療法研究所

財団法人化学及血着療法研究所

アステラス製薬株式会社

大日本住友製薬株式会社
サーモフィッシヤーサイエンティフィッ刻除式会社

日本ケミカルリサーチ株式会社

株式会社ベネシス
日立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人新潟大学

近畿大学

35,500,000

うち補助金額
191000,000

民間資金
(企業からの委託費)

16500.000

アステラス製薬株式会社
サーモフィッシャーサイエンティフィック株式会社

株式会社ベネシス
協和発酵キリン株式会社
財団法人化学及血潤療法研究所

大日本住友製薬株式会社

中外製薬株式会社
日本ケミカルリサニチ株式会社

5 代替毒性試験法の評価と開
発に関する研究

能美 健彦

小田 美光

藤居 亙

平田 大介

須井 哉

本間 正充

伊東 悟

岡 宏昭
三島 雅之

西川 秋佳

林 宏行

真田 尚和

日立医薬品食品衛生研究所

近畿大学
サントリービジネスエキスパート株式会社

株式会社蛋白精製工業
財団法人食品薬品安全センター

目立医薬品食品衛生研究所

第
一 三 共株 式会 社

大鵬薬品工業株式会社

中外製薬株式会社
国立医薬品食品衛生研究所

明治製菓株式会社
科研製薬株式会社

21:7001000

うち補助金額
13,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

8,700,000

サントリービジネスエキスバート株式含lt

科研製薬株式会社
株式会社蛋白精製工業
大鵬薬品工業株式会社
第一三共株式会社
中外製薬株式会社
明治製薬株式会社

6 医薬品の安全性監視と安全

性監視計画立案のための医
薬品安全性情報の解析、評
価に関する研究

森川 馨
中山 健夫

高見 廣行
松本 法幸

宇田 恒信

関 利之

西畑 利明

吉川 剛兆
天沼 喜美子

日立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人京都大学

あすか製薬株式会社
アステラス製薬株式会社
エーザイ株式会社
協和発酵キリン株式会社

参天製薬株式会社
塩野義製薬株式会社
国立医薬品食品衛生研究所

16,500,000

うち補助金額
10,500,000

民間資金
(企業からの委託費)

6,000,000

塩野義製薬株式会社
参天製薬株式会社
あすか製薬株式会社
アステラス製薬株式会社
エーザイ株式会社
協和発酵キリン株式会社

2



料1-1

H21年度 政策創薬総合研究事業 採択課題一覧表
単位 :円

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名

7 ファーマコゲノミクス情報に基
づいた医薬品の有効性及び
安全性評価系の開発と医薬
品開発への応用

黒瀬 光一

斎藤 嘉朗
東 純一

埴岡 伸光
平塚 ―幸

伊藤 継孝
森 篤雄
丹羽 卓朗

奥川 学
佐井 君江

佐藤 正宏

国立医薬品食品衛生研究所

国立医薬品食品衛生研究所

兵庫 医療大学

国立大学法人岡山大学

明治製菓株式会社
薬効ゲノム情報株式会社

積水メディカル株式会社

田辺三菱製薬株式会社

関西医科大学
国立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人鹿児島大学

321500,000

うち補助金額
21,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

11.500,000

明治製菓株式会社
薬効ゲノム情報株式会社
田辺三菱製薬株式会社
積水メディカル株式会社

3 人出来組織利用研究円滑化
のための社会的・技術的イン
ターフェースの整備

絵野沢 伸

青木 達哉
大塚 英典
落谷 孝広

熊井 俊夫
鈴木 聡
大和田 哲男
山田 泰弘
池谷 武志
城村 友子
櫻川 宣男

国立成育医療センター

東京医科大学

東京理科大学

国立がんセンター

聖マリアンナ医科大学
認定NPO法人HAB研 究機構

株式会社アビー

田辺三菱製薬株式会社

東洋合成ェ業株式会社

株式会社トランスパレント

株式会社生物資源応用研究所

12,000,000

うち補助金額

7,500,000

民間資金
(企業からの委託費)

4.500.000

田辺三菱製薬株式会社
東洋合成工業株式会社
株式会社トランスパレント

株式会社アビー

9 免疫調整作用に基づく医薬
品探索とその安全性評価技
術の開発

手島 玲子

田頭 素行

稲熊 隆博
三島 敏

穐山 浩

近藤 一成

戸井田 敏彦

戸塚 護
中西 守

日立医薬品食品衛生研究所

アサヒビール株式会社
カゴメ株式会社
アピ株式会社
国立医薬品食品衛生研究所

国立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人千葉大学

国立大学法人東京大学
愛知学院大学

131000,000

うち補助金額

8,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

5.000.000

アピ株式会社
アサヒビール株式会社
カゴメ株式会社

10 転写制御因子ネットワークに
よる次世代の動脈硬化予防
治療薬開発に関する基礎的
研究

最上 知子

佐藤 陽治
田辺 宗平

前島 崇司
千葉 健治
坂井 薫
島田 浩志
り:1端佳奈美

青塚 知士

横山 信治

板部 洋之

宇根 瑞穂
影近 弘之

国立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

興和株 式会社

興和株式会社
田辺三菱製薬株式会社
田辺三菱製薬株式会社
田辺三菱製薬株式会社
田辺三菱製薬株式会社

あすか製薬株式会社
名古屋市立大学

昭和大学
広島国際大学
国立大学法人東京医科歯科大学

27,000,000

うち補助金額

16,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

11,000,000

田辺三菱製薬株式会社
興和株式会社
あすか製薬株式会社

多様な生理活性を持つ機能
性成分の安定化による新た
な難治性慢性疾患の予防お
よび治療法の構築

矢野 友啓

岡田 忠司

栗下 昭弘

寺尾 啓二

野村 大成

宮崎 純―

小野 哲也

大島 寛史
池田 彩子

独立行政法人日立健康・栄養研究所

オリザ油化株式会社
日本アムウェイ合同会社

株式会社シクロケム
独立行政法人医薬基盤研究所

国立大学法人大阪大学

国立大学法人東北大学

静岡県立大学
名古屋学芸大学

171000,000

うち補助金額
11,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

6.000,000

日本アムウェイ合同会社

株式会社シクロケム

オリザ油化株式会社
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H21年度 政策創薬総合研究事業 採択課題一覧表
位 :

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名

12 医薬品開発の効率化を指向
したヒトCYP分 子種発現細胞
系を用いる新規ヒト肝薬物代
謝評価系の確立

中澤 憲―

大野 泰雄

山添 康

幅野 渉

安達 弥永

山口 嘉隆
山田 泰弘

国立医薬品食品衛生研究所

日立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人東北大学

岩手医科大学

積水メディカル株式会社

塩野義製薬株式会社
田辺三菱製薬株式会社

15]473,000

うち補助金額
9:000:000

民間資金
(企業からの委託費)

6,473,000

積水メディカル株式会社
田辺三菱製薬株式会社
塩野義製薬株式会社

13 変異蛋自が誘導するストレス

を原因とする神経(精神)筋疾
患に対する治療候補化合物
の開発に関する研究

桃井 隆
上田 正次

日比野 利彦

桃井 真里子

国立精神・神経センター

株式会社フェニックスバイオ

株式会社資生堂

自治医科大学

12,500,000

うち補助金額
7:500,000

民間資金
(企業からの委託費)

5,000.000

株式会社資生堂
株式会社フェニックスバイオ

14 創業への応用を目標としたB

細胞の分化・増殖・細胞死の
制御機構解明に関する研究

清河 信敬
上出 利光
宮崎 忠昭

藤原 優

前田 雅弘

国立成育医療センター

日立大学法人北海道大学

国立大学法,人北海道大学
はltttlllt輛イム′ダイアクノスヵ ックラ“ワψ―

株式会社免疫生物研究所

36,0001000

うち補助金額
23,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

13,0001000

株式会社免疫生物研究所

15 小児成長疾患に対するトラン
スレーショナルリサーチにお
ける技術的基盤の創成

宮戸 健二

牧野 雄―

冨田 正浩
杉田 ―憲

国立成育医療センター

国立大学法人旭川医科大学

株式会社ネオシルク

株式会社ラボ

24,750,000

うち補助金額
16]500,000

民間資金
(企業からの委託費)

8.250.000

株式会社ラボ

株式会社ネオシルク

16 ボツリヌス神経毒素による中

枢情報伝達制御薬の開発―

てんかんと難治性疼痛の克
服に向けて

銀永 明弘
梶 龍見
小崎 俊司
加藤 啓子
坂本 崇

財団法人化学及血清療法研究所

国立大学法人徳島大学
大阪府立大学
大阪府立大学
国立精神・神経センター

13,0001000

うち補助金額
8,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

5.000.000

財回法人化字及血渭療法研究所

17 グリア細胞をターゲットとした

創薬のための評価科学基盤
の確立

佐藤 薫
井上 和秀
鳥光 慶一

加藤 総夫
南 雅文
小泉 修―

日立医薬品食品衛生研究所

国立大学法人九州大学
NTTa性 科学基礎研究所

東京慈恵会医科大学
国立大学法人北海道大学

国立大学法人山梨大学

141500,000

うち補助金額
8:000,000

民間資金
(企業からの委託費)

6.500000

NTru性 科学基礎研究所

18 抗フリーラジカル剤開発に向
けた病態解析と科学的評価

法の確立

綱脇 祥子

塩田 清二

松永 政司

国立成育医・・Fセ ンター

昭和大学

日生バイオ株式会社

23,000,000

うち補助金額
13,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

10.000000

日生バイオ株式会社

19 ノロウイルスおよびサポウイ
ルス増殖阻害剤の評価シス

テムの構築

片山 和彦

岡 智―郎
横山 勝
本村 和嗣
小澤 ―弘

国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立感染症研究所

国立感染症研究所
株式会社中部衛生検査センター

11,500,000

うち補助金額
7,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

4.500.000

株式会社中部衛生検査センター

20 ワクチン創生の新テクノロ

ジーによる新規ワクチンの開
発

小島 朝人
高橋 秀宗
田中 道子

東 棄
小西 英二

国立感染症研究所
国立感染症研究所

国立感染症研究所
財団法人阪大機生物病研究会

国立大学法人神戸大学

15,700,000

うち補助金額
9,500,000

民間資金
(企業からの委託費)

6.200.000

財団法人阪大微生物病研究会
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H21年度 政策創薬総合研究事業 採択課題一覧表
単位 :円

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名

21 ライソゾーム病の酵素製剤
の適正使用法の確立と遺伝
子・細胞治療法の開発

奥山 虎之

藤井 教尚
国立成育医療センター

ジエンザイム・ジャバン株式会社

20,000,000

うち補助金額
10,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

10.000.000

ジエンザイム・ジャバン株式会社

22 冠・脳血管攣縮の抑制薬とし
てのSl P3受容体措抗薬の

開発

望月 直樹
福原 茂朋
澤 洋文

村上 晶

国立循環器病センター

国立循環器病センター

国立大学法人北海道大学
トーアエイヨー株式会社

19,000,000

うち補助金額

12,500,000

民間資金
(企業からの委託費〉

6.500.000

トーアエイヨー株式会社

23 自己免疫疾患に対する蛋白

性医薬品の創出戦略とその
応用に関する研究

堤 康央

角田 慎一

阿部 康弘

谷含 まどか

有安 利夫

独立行政法人医薬基盤研究所

独立行政法人医薬基盤研究所

独立行政法人医薬基盤研究所

株式会社林原生物化学研究所

株式会社林原生物化学研究所

501000,000

うち補 助 金 額

251000,000

民間資金
(企業からの委託費)

251000000

株式会社林原生物化学研究所

24 感染性C型 肝炎ウイルス株
および感受性培養細胞ライ
ブラリーの構築

脇田 隆字
望月 英典
土方 誠
伊藤 敬義
坂本 直哉

国立感染症研究所

東レ株式会社
国立大学法人京都大学
昭和大学
国立大学法人東京医科歯科大学

23,449,000

うち補助金額
14,500,000

民間資金
(企業からの委託費)

8.949.000

東レ株式会社

25 脱細胞化組織を用いた再生
医療用生物由来素材の開発
と各種組織移植への展開

藤里 俊哉
岸田 晶夫
山岡 哲二

小林 尚俊
白数 昭雄

ニプロ株式会社
日立大学法人東京医科歯科大学

国立循環器病センター

独立行政法人物質・材料研究機構

ニプロ株式会社

12,000,000

うち補助金額
7,0001000

民間資金 ‐
(企業からの委託費)

5_000000

ニプロ株式会社

26 細菌性ベクター及び粘膜ア
ジュバントを用いた新興。再
興感染症に対する新規予
防・治療法の開発

前山 順―

山本 三郎
小林 和夫

網 康至
大原 直也
瀧井 猛将
伊保 澄子
藤原 永年
井坂 雅徳
矢野 郁也
松尾 和浩

国立感染症研究所
日本ビーシージー製造株式会社

国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立大学法人岡山大学

名古屋市立大学
国立大学法人福井大学
大阪市立大学
名古屋市立大学
日本ビーシージー製造株式会社

日本ビーシージー製造株式会社

221450,000

うち補助金額
13,500,000

民間資金
(企業からの委託費)

3)950,000

日本ビーシージー製造株式会社

27 クロイット・フエルト・ヤコブ病
(C」0)特異的な、簡便かつ
迅速髄液検査法の開発

飛梅 実
佐多 徹太郎
高橋 秀宗
大場 雄介
森岡 弘志
伊藤 禎司

国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立大学法人北海道大学

国立大学法人熊本大学
株式会社岸本医科学研究所

12,9501000

うち補助金額
8,5001000

民間資金
(企業からの委託費)

4.450000

株式会社岸本医科学研究所

28 た帯状疱疹ワクチン開発
めの疫学研究

山西 弘一

磯 博康
森 康子
浅田 秀夫
奥野 良信

独立行政法人医薬基盤研究所

国立大学法人大阪大学
独立行政法人医薬基盤研究所

奈良県立医科大学
財団法人阪大微生物病研究会

44:000,000

うち補 助 金 額

24,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

20.000.000

財団法人阪大徹生物病研究会
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H21年度 政策創薬総合研究事業 採択課題一覧表
単位 :円

研究課題名 研究者 所属 決定額 委託企業名

29 内因性幹細胞の動員・生着・

分化と心筋細胞肥大の情報
伝達を標的とした新規心不
全治療法

長谷川 浩ニ

福田 宏之
川村 晃久
池田 義
掛谷 秀昭
森本 達也

餞立薔餃法人日立中腱爆綸寡椰臓燎センター

株式会社セラバリューズ

国立大学法人京都大学
日立大学法人京都大学
日立大学法人京都大学
静岡県立大学

29,0001000

うち補助金額
17,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

12.000000

株式会社セラバリューズ

30 経口脂肪酸摂取によるアル
ツハイマー病の発症予防法
開発に関する研究 仙

康

誠
洋
昌
裕

道川
河島
紺谷
赤津

国 立 長 寿 医 療 センタ
ー

サントリーウエルネス株式会社

サントリーウエルネス株式会社

福 祉 村 病 院

20,000,000

うち補助金額
10=000,000

民間資金
(企業からの委託費)

10.000.000

サントリーウエルネス株式会社

31 高分化型三次元細胞培養系
を用いたヒト血漿蛋白及びウ
イルス粒子の大量産生法の

樹
　
和
司
志
行

英
清
知
耕
尚
保

相崎
大川

松浦
高田
加藤
石塚

目立感染症研究所
東京慈恵会医科大学
東京慈恵会医科大学
東京慈恵会医科大学
早罹田大学
株式会社エーシーバイオテクノロジーズ

10,000,000
うち補助金額

7,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

3000.000

株式会4■エーシーバイオテクノロジーズ

32 自己免疫疾患、アレルギー

疾患の治療を目標としたヘ

ルバーT細胞の分化に関わ
る因子の探索

浅原 弘嗣
高田 修治
伊藤 義晃
吉村 昭彦

鈴木 忍

佐藤 弥生
尾崎 修子

国立成育医療センター

国立成育医療センター

国立成育医療センター

慶應義塾大学
日本ペーリンガーイングルハイム株式会社

日本ベーリンガーイングルハイム株式会社

日本ベーリンガーイングルバイム株式会は

13,500,000

うち補助金額
8:500,000

民間資金
(企業からの委託費)

5,000,000

33 細胞培養弱毒生痘そうワク
チンの安全性、有効性及び
生産性に関する研究

大限 邦夫
倉根 一郎
永田 典代
森川 茂
西條 政幸
藤井 達也
齋藤 智也
横手 公幸

財団法人化学及血渭療法研究所

国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立感染症研究所
国立感染症研究所
自衛隊中央病院
慶應義塾大学
財団法人化学及血清療法研究所

23,000,000

うち補助金額
15:000,000

民間資金
(企業からの委託費)

3,000,000

財団法人化撃及血滑療法研究所

34 ヒト胚性幹細胞(ES細胞)に
由来する血管内皮細胞の安
定大量供給のための方法論
の確立―基礎研究および薬
効評価・毒性試験のためのヒ
ト材料提供を目的として一

佐伯 久美子
近藤 靖

千葉 滋

国立国際医療センタ=

田辺三菱製薬株式会社

国立大学法人筑波大学

141500,000

うち補助金額
91500,000

民間資金
(企業からの委託費)

01000,000

田辺三菱製薬株式会社

35 ヒト脂肪由来幹細胞を用いた

医薬品開発研究

人

彦

一

昭

泰
洋

上田

田畑
中山

国立成育医療センター

国立大学法人京都大学
株式会社アーティセル・システムズ

8,500,000

うち補助金額
5,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

3.500.000

株式会社アーティセル・システムズ

36 エイズに付随する日和見原

虫感染症に対する新規薬剤
の実用化

野崎 智義
中野 由美子
山本 雅―

北 潔

国立感染症研究所

国立感染症研究所
アリジエン製薬株式会社

国立大学法人東京大学

19,2001000

うち補助金額
13,000:000

民間資金
(企業からの委託費)

6.200000

アリジエン製薬株式会社

37

エイズの粘1莫ワクチンの創製
と評1西系の基盤構築

吾

正
三
暁
博

将
根
省
暢
義

隅
宗

司
宗
橋

三
仲
庄
高
高

国立大学法人熊本大学

国立感染症研究所
国立大学法人熊本大学
国立大学法人熊本大学

株式会社新日本科学

14,0001000

うち補助金額
9,000,000

民間資金
(企業からの委託費)

5.000.000

株式会社新日本科学

6



HS財団の効率的なマッチングの仕組
政策創薬総合研究事業
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政策創薬総合研究事業の主な成果例
資 米 斗

1 … 3

内 容:幹細胞等を用いた細胞組織医療機器の開発と評価技術の標準化

研究者:土屋利江(国立医薬品食品衛生研究所H16γ18年度)

状 況 :「神経細胞への分化に係る培地及び培養方法」として特許出願、ベンチャー企業に実施許
諾、現在、培養キットの製品化を検討中。

3640万円(うち企業分 940万円(9社、5大学))
4486万円(うち企業分3546万円(8社、5大学))
5000万円(うち企業分 940万円(8社、5大学))

○評価基準となった成功例

内 容:バイオ医薬品の特性解析口品質・安全性評価法の研究

研究者:山口照英(国立医薬品食品衛生研究所19～21年度)



資料2

(財)ヒューマンサイエンス振興財団の

改革案について
≪改革案説明資料≫
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組織の廃止等

研究資源供給事業を医薬基盤研ヘー飛的に

移管する場合

推進事業廃止による海外研究機関との業務の減

管理部門の統合・合理化

勒
勒
郵

研究資源バンクの廃止

国際部の廃止

総務部、経理部の統合

人員の減

本部人員本部人員      5名 減 (職員2名 派遣3名)

(研究資源供給事業を医薬基盤研ヘー元的に移管する場合)

研究資源バンク(大阪)最 大7名 の減 (所長1名 室長3名

更なる人件費の減

削減後の人員について人件費―律10%カ ツト

(役員給与の平均 756万円/年

人件費 22年度 163百万円

研究員3名)

最大 12名の減

23年度 95百万円

全体で4割の減
▲68百万円

~

2.余 剰資産などの売却

余剰資産はない

事務所移転(中央区日本橋から郊外へ)

事務所費の減  2800万 円→1800万円 ▲1000万 円



3.選 択と集中による事業の重点化

研究事業の重点化

※内訳

:再生医療実用化研究推進事業の廃止
・ヒトゲノムテーラーメード推進事業の廃止
口政策創薬総合研究・推進事業の縮減

22年度
12.3億円

23年度
7.0億円 ▲5。3億円

円億３５▲計

、
卜
＞
―
ノ円万百２０７

↓０
↓０ト

円

円

万

万

万

百

靡
籠
，０３‐

１

　

１



・認定TLO補 助金の縮減に向けての取り組み

・医薬品等は上市までに承認プロセス等で時間がかかるため、事業費分の特許実施料

回 を得るまでに長期間左かる
E認定丁LO業 務対象の国立研究機関には特許化予算がないため、丁LO補 助金で特許

化に必要な弁理士費用を負担する必要がある

□ 口特許化ノウハウ提供の強化隕鰈鰈鮨柄 丁LOl三対する補助金の縮減に向けて取り組む

・自主事業の更なる実施による自主財源の確保
動物実験実施施設認証事業:動物実験における3R(動物数の削減、代替法の利用t苦痛の

軽減)の実施を促進する厚労省基本指針への適合性を評価・

1             認 証(実績 :9施設(H22年4月1日現在 (H20年～))

靡饂  認 証施設数の増加へ向けて努力
⑤



財|・ll法人ヒューマン~ナイエンス振興財団

(役 員 名 簿)

・|`成22イ1三411 1「1現rli

役 llill 名氏 略lill・(出身省庁等又は前職) 就 lF ll '1 日

常 勤 )

専 務 り|:事

非常lJIJj )

会   長

Jll 11「 長

十11 11i llE l「

'|ヤ Fl llll 11::

'|キ 11 1‖ !1手

'Iキ li l11 lf

ユl!     11

111!      :lf

理   J「

llll      ilr

II!      ll「

ll!      ll「

1生々 イくりlビ|=

竹中 登 一

ド「1 4r久

太川 滋 ホ己

大りF 泰 雄

「li初‖ "「リモ

渡邊 治 雄

浅lli・敏雄

声原 光 弘

飯島 貞 代

入久仙t憲りl

4 野ヽ 」i一

唐沢  啓

厚4ittl」lll省医薬rtll:lllJ

審査管川l言昇:安全対策室長

アステラスllll薬(株)代 表取締役会長

llFl生労lllll省健‖モ局長

武||!業ll11[業 (1朱)取 締役

lll立レこ薬lり:食:ll:術生研究所副'りi長

折j‐ 1共 (株)常 勤監査役

日立感染りi三側F究所所長

旭化成ファーマ (株)rL長

富 1:レビオ (1朱)1瞑締役

三菱化学 (株)ヘ ルスクア企 ll室

日本たばこ産業 (1米)取 締役

大日本住友製薬 (1朱)取 締役

脇詢1発酵キリン (株)執 行役員

J:4ルt1 911i

1二ヵえ211二

17,ti 7イli l

14,皮1911

1ゝ4り戊17イli

14ルに1 8`「

|`′1,え1 6fF

平l戊18イ ド

14成 151二

14 1 ,支22イ l二

lr"t1 7イl■

111文21イ|三

平り茂21`F

9月 26 H

6月 18日

()'1   1 に|

1 3チ12 7‖

5' 1 2 4‖

6' : 1  8日

4月  1 1 1

4 ' :  1卜 |

5ナ12 1日

■り1 1 1 1

3 1 i 2 1 3「|

■月  l  l l

6りJ1 8 H



職役 名氏 田制番 (出身省庁等又は前職) 就 任  年  りl ロ

IP   事

11:     増ト

理   事

Jll   事

理   事

理   事

理    事

Fll

J!

口

．

理

理

監

監

ヨ千

1'

二1撃

事

事

4手

事

11

・
l'

■
■

事

事

事

事

二

．

11

F」!

理

ｌｉ
Ｉ

Ｊ

．

理

寒川 賢 治

栗「‖ 和 夫

小島  進

近藤 裕 郷

齋藤  武

才野 tJr之

11屋 裕 弘

11屋 了 介

中島 純 三

福島 大 吉

古市 喜 義

別府 獅「彦

松原 謙 一

九|!1 和博

村井  安

村El 定 三

矢lllI・純一

山崎 達 美

渡辺  敏

辻村 英 雄

吉松賢太郎

(独)|コ立循環器病研究センター研究所長

束洋紡績 (株)取 締役

科研製薬 (株)常 務取締役

塩野義製薬 (株)執 行役員

ゼ リヤ新薬工業 (株)専 務取締役

日本化薬 (株)特 "l顧問

汗1辺三憂製薬 (株)代 表取締役社長

(財)痛 研究会顧問

(株)日 立製作所執行専務

小野薬品工業 (株)I取締役

アステラス製薬 (株)常 勤顧問

東京大学名誉教授

大ll■大学名誉教授

束レ (株)専 務1'締役

明治製菓 (株)執 行役員

味の素製薬 (株)執 行役員

日本新薬 (株)取 締役

中外製薬 (株)取 締役

(財)医 療機器センター理事長

サン トリーホールディングス (株)常 務執行役員

エーザイ (株)常 務執行役

平成 1711

平成 19イF

平成 221■

平成 194F

l「月t1 74「

「`it1 6F:ニ

平成 16年

平成 18年

平成 17年

平成 19年

平成 19年

‖召不Π61イ 「

口召不「16 14T・

平成 21年

平成 21年

平成 16年

平成 18年

平成 17年

平成 18年

平成 18年

平成 22年

5月 24「 !

6月 1 9  F l

4り1   1 1ヨ

3月 27日

5月 2 4  F l

4月  1日

5月 26日

7月  1日

5月 24日

3月 27日

6月 19日

4月  1日

4月  1日

4月  1日

6月 18「 1

5月 26日

7月  1日

3月 23日

7月  1日

7月  1日 ‐

4月  1日



平成20年度

事業報告書及び決算報告書

平 成 21年 6月

財団法人ヒューマンサイエンス振興財団



管 借 対 確 嘉 総 精 表

平成21年3月31日現在

(単位 : 日 :

科 目 合  計 ―艘会計
浮二"● 科手
研究費補助事事

奪 饉全 筆

厚二"● ■年
研究費補助推菫
事実犠"会 計

曇離研究事業
崎尉会計

研究責=供 綸事業
特騒会計

1貴 動責産
現全藪全
未収全
貯蔵品
豪究責薄前払金
仮払金
載払費用
会計轟勁定

=勁 資産合計
2.園 定責産
(:)基本財産
基本財産銀行預金

基本財産合計
② 特定責産
退職総付引当責産
持Bll事実毅 積立資産
土地購入月特定贅産
過年度補助金返遺積立責産

特定贅産合計
① その他固定責産
建犠
構築物
什審備品
土地
電話加入権
保=金
ソフトウェア

その他固定責産合計
固定責産合計
資 産 合 計

負債の都
1.衰勁負債

未払費用
未払全
未払法人税等
預り全
仮受金
会計間勘定

流動量使合計
2_国定負債

退職給付31当金
役員退職慰労引当金
長期未払全

固定負債合計
負 債 合 計
正昧財産の部
1指 定正味財産

寄付金
指定正味財壺合計
(うち基本財産への充当螢)
(うち特定責産への充当厳)

2.― 穀正味財産
(うち基本財産への発当額)
(うち特定贅産への充当額)

正味財産合計
負螢及び正味財産合計

ロ

371.107.477
■782338
1.954■94

:4.87&555
2,1998

242■7:6

240366.666
:987259

12鷺6
0
0

λ427ア:6

轟61750“

5'35379
0

:`87855,
216993

0
0撻,357.573

0 27=,c`e5

:0ユ:87400 03.18740C 0 0 0103=:87400 :“.187鰤 0 0 0

3623&832
78248

■20,噸
0

36238832
78248

72は 000

0

544694273
:2329657
45.213855
:33489.0∞

24.∞0
37.050003

“125■4∞

0
3312::

:田 4330∞

: 6 息η

37003.000

182333

:2329557
313●T222

3
3●鈴

50003
,32333

43,:フ 2:2

5,761.986
73.041.3∞

:50鰤
24038ユ952

:.394.655

5,586036
1■946.9■

:50、L「00
5297331
240998

0
0
0

81 138230
0 : :1055

:,43032
2643:0824 81 138230

0

35窮 ■984
7“B48

35473984
764848

311.5ol.32:  l            o
':38230

:0&:8■ 400 108137400
0

(             10&:8■ 4∞
(                    o

(         10&:87400

(                o 0

3

(                      0
(            ■ 27■2“

l          o
〔          72732囀

0
0

1375.237:5:0 8:.133230 0



管 借 幡 躍 葬 鉛 精 寿

平成21年3月31日現在

(単位 :円 )

科 目
出ぼ3葉
特劇会計

ノ●― ~4

リサーチセンター

事■綺"会 計

凛 彙 ノロ7 7 ~ A

77クトリー3案
特踊会計

厚="■ 天E
菫=:L03彙
羞動●鈴瓢会針

厚="ロ ス巳
=HLO事 業

会員会費絡驚全封

勁衝実最異魔菫段
外部群饉認驚゛婁

特別会針

責 =0コ

1_流 勁責産
現金薇全
未収全
静菫品
研究費ヨ前払全
仮払全
前払費用
会計鵬勘定

壼勁責産合針
2.日 定贅産
(1)基本財産
基本漱銀 行預金

基本財産合計
12)特定責産
退職給付号1当責産
持311事桑準備積立責産
上場嬌入用特定責産
過年度補助全返電積立資産

特定責産合計
0)そ の他醸定資産
建物
構警場
什署薔品

土地
電話加入桂
保護全
″ トウェア

その他固定責産合計
固定責産合計
資 産 合 計  、

■債の都      ´
1_流動量曇

彙払費用
未払金
未払法人税等
預り全
仮受全
会計闘勘定

流動彙債合計
2_固 定彙債

違=綸 付]1蓋全
役員二職慰労]:当金
長翡未払金

固定負債合計
負 優 合 計
正味財産の部
1_指定正味財産

書付金
指定正粽財重合計
(うち基本財産への充当額)
(うち特定贅産への発議額)

2.― 織正味財産
(うち基本財産への充当観〕
(うち特定貴産への充当薇)

正味財産合計
儘 篠 ■ 7辟 嬢 断 書 合 許

4:B22
29,00

:.94:.803
0
0
0
0

30399.160
0
0
0
0
0
0

5:.332131
30m0

●
0
0
0
0

41292404
0
0
0
0
0

7.'40
200Q000

0
 ́     r」

0
0

30399160 4t292404

0 0 0

0

3.“9783
0

:3.335■23
0
0
0
0

0

0
8030

0
0
0

14'4403

0
0:425:

0
0
0

leaooo
52090227

0
0
0

0
2:よ719

0
0
0

0
33_600

0
0
0

2■3 4 1 0 1
0

0

2'5'70:

0 0 0 0 0

(
(

( `

(
て (

( 〕．「
( 0

0

:■557.1:0

0
0

( 0
0

(                  0
(                o

0
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下 嗅 計 産饉 滅 計 豊 彗 総 新 寿

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで
(単位 円 )

科 目 合 計 =般 会議
厚生労働科学
研究費補助事業

特別会計

厚生労働纂学
研究費補助柱進事業

特別会計

費託研究事業
特別会計

研究資菫供給事業
特別会計

一般正味財産増減の部
1_経 常増減の部
(1)経常収益

基本財産運離
基本財産受取利息

受取大会金
受取入金金

受取会贅
受取会贅

事業収益
講習会参加責収益
資料費収盤
事業収蓋

研究費Ft費収益
研究螢轟贅受入

受取補助金写
受取自庫補務全
受取研究事業費
受取推進事実質

錢収慈
受取利息
摯■

43i:698
431.e38

20臨 000
20∝L∝海

167.990o00
167』9omC
245.92'■04

4.654.000

23:&710
238.914354
862.680鵬0
362680000

1.9墨_101●00
0

873.800m
:.109.301.000

1.32■504
993瀾5

431598,
431.698

20000001
21000,00

:05.990000,
106.990.000
6.9827:ll]
■664■00
2313.710

0
0
0
0 1
0
0
0

411.:341
855.024

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

878.800.000]
0

873.8 、ヽ000
0

311.:55]
0

314156

0 ‐
0

146.m0003
0
0

446.000.000
6 5 . 0 1 5鬱

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0

362680.000
362680.000

0
0
0
0

24a'3フ
248.137

0

0
0
0
0
0
0

103224738
0
0

103224,783
0
0
0
0
0
0

9λ467
8'714
5753

:10.3:5.54Z 879114.156 3629281137 1038:7.250
″` = ■ 東 屁

事彙責
人件費
調査豪究費
会義作成費
講晉金費
鶏首市畠機卸高
情報活動責
支払手数料
霧末商品機卸高
図書資料贅
研究費
諸議会
旅費交通費
什署備品質

1 消 耗品費
通億運搬贅
:会議費
委Ft費
印Bl基本費
電税公練
光熱水料

賃借事
=払 利息
畠賞低下評価損
雑役著費
裁価償却費
撻 薔

562915.672
6a717.7:2
10.331.37:
16.32:.036
2135.809
2:74.504
3804.60:
2152977

ハ :973.9“
:.:99.555
28∞.000
1165な03
17.599.695

9a700
:.93■945
3.09■164
454.467

108020342
871.500

:7.16■752
544.408

96■9■544
42■190
32096

:17.376232
80.480.693

47339.797
0

1033137:
16.321096
2135.809

3.80450:
0
0

: 199.556

6 . 9 : 7 . 3 3 9
6,729.815

0
0

305,080
0
0
0

13む018387
52457_638

0
0
0

Cl
ユ152377

C
C

O
806530
96.700

1.098.211
4.84■746

218678
10,00mO

e5ユ200
1047:●57

121.080

0
■2■190

0
3.213.:25

43203.597
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平成20年4月1日から平成 21年3月31日まで
(単位 円 )

科 E 合 計 ―彙会計
厚生労働科学
研究費裕助事業

特別会計

厚生労働科学
研究費補助籠造事業

特別会計

姜託研究事業
特別会計

研究責澤僕綸事業
特別会計

乙 競冨外=凛 の昴
(1)経常外収菫

他会計からの畿入螢
磯究費漂供総事業特別会計からの議入豪

颯菫プロテオームファタトリー事実特別会計からの繰入薇
ブコテオームリサーチセンター事羮

特別会計からの繰入額
その収益

雑入

経常外収益計
② 経常外費用

通年度補助全還週全
過年度橋助全遇遣金

珠却損失
建物陰却損
什讐織晶鍮ヨ損
ソフトウェア除却損

減損損失
電話加人権=損 損失

七会計への議出薇    .
一般会計への後出額
プロテォームリサーチセンタニ事業特別会計への経出猥

経常外受月計
当鶏経常外増減額
当期一般正味財菫増減観
一般正篠財産期首残高
―Al正味財産鶏栞残高

指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額
指定正壕財窟霧首残高

指定正曇財産鍛栞残高
= 餞 ロチき 雷 =韓 意       一

2 5■5 1■4 9 ]

26ЮCa∞ 0

151.149

0

0
0

3 6 9 . 3 9 7 . 9 4 4 3
225JO.:29
524:7.849
92139.966

0
0
0
0

0
0

491.012]

491.0:2
0
0
0
0

一４

562095

0
0

2 6 0 m 0 0 0 3
2C.000000

359 491 0

25.650 0

48.74〔 0

367.2:フ 0 :09.961355



正 味 財摩増 減計宣 書 総 縁襲

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで
単位 :理 :

科 目
出晟事象
特,1会計

ブロテオームリサーチ
センタ,事 業
特霧会計

態藁プロテオーム
フアクトリニ

事象特別会計

厚生労働大巨
認定■0事 業

補助全特別会計

厚生労働大臣
認「 LO事業

全 員全 ● 螢 難全

麟場実験案梅施設
外部鮮優認饉事業

特別合計一般正味財産増減の部
1_経 常増減の部
(つ豊常収整

基本財産適用益
基本財産受取

~rl息

受取入金金
受取入金全

受取会費
受取会賛

事業収益     .
彗習会多加費収整
資料贅収益
事業ll●ホ

研究委託費取菫
研究委髭費受入

受取補助金等
受取自菫補助金
受取研究事業費
受取推進事業贅

雑収益
受取利S
蜂 入

0
0
0
0
0
0

3927001
0
0

392700

0
0
0
0
0
0

0.227]
577

0
40000.000:
taooo ooo
12∞00.000:

0
0

1200∽000

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0

247.l15
217.165
8■0000

0
0

65 334 0Ln0

0
0

0,334000

0
0
0
0

2:●OC000
21.000.000
,2.440131

0
0

12443131

0
0
0
0
0
0

4`a203
86.513

353`AS

，
一　
　
　
　
　
・′
）

モ 富 収 奎 計 401927 247155 65.334000
1 ` ′露 晨 買 用

事業賓
人件賢
麟査研究費
会颯作成贅
請習全贅
鶏首商品機郷高
情義活動受
支払手数料
務東商品場目高
国書資料費
研究貴
諸謝全
旅費交通費
什番確品費
消義品費
通信運搬愛
会議費
姜“費
EDBI螢本費
租税公課
光熱水料
賃借料
支払利息
品賞低下諄F●損
燿役審賛
減価償却贅
撻 暑

280.31:
0
0
0
0

21フ4504
0
0

1.973304
0

0
0
0

48295
0
0
0

32096
0
0
0

164371305

0
0
0

0
0
0
0

2800 0tn0
0
0
0
0
0
0

03.700000
0

■594500
0

50600.000
0
0

540
32175.0こ5

141.102801
7.2142'9

0
0
0

3577o
2108620

0
'38354

3042312
15■00

■320842
0

23415C10
123328

53.フ25_152
0
0

55331.714
0
0

|,334.000
1.045.800

0
0
0

2.510400
7.o71.1,o

0
25.618
119C

O
0
0
0
0

50832
0
0

54019.624
0

7710

3530689

0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

3.530.539
0

3 8 3 7 , o l

0

2133=00
030130

0
'3'こ2

0
22038=

0
2:こt00

0
0

'13500
0
0

31230
0
0



主 味 財 産増 減計 算書 総 括 表

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで
単 位 円 )

科 目
出腫事業
特別会計

プロテf― Aリサーチ
センター事業
特別会計

■薬プロテオーム
フアクトリー

事業特Bll会針

揮生労働大臣
豊‐ LO事業
補助全特別会計

厚生労働大臣
認―

会員会費特別会計

勤お実験実菫施設
外部諄優認証事業

特別会計

鱗九●長=
轟壼豪究費 _
薔接経費

推進事業費
流動研究員活蒲事業費
外国人研究者招へい事実質
外国への日本人研究者派こ事実贅
国燎研究グラント事実費
新技術移義緯措率案贅
目瞭共同研究事業質
調`査・ラ灘研究事業贅
外国への研究姜Ft事業贅
研究成果等書及書発事業受
若手研究者育成活用事業
研究支援者活用事業
tl薬知的基盤整備促進事業費

国菫綸付金
園慮綺付金

管理費
人件薇
旅費交通費
仕曇螢品費
消耗轟費
通僣運搬贅
会転贅           _
渉外責
印刷製本賛
事務所受(建物賃■)
事務所贅(その他)
租税公漂
賃借事
委託贅

鵜 念事義
~

難長恐資(修堪賛)
雑役岩費(保守螢Ft料)
織役務費(出臓明網作成贅)
録役務贅(コピー料)
織役慕費くその他)
減価償却費
経費       ―

預り金への振替
猥り金への振督

補助全返遺全
補助全返還金

経常質馬計
当菫 饉 賞 麟 盤 至

33.414.983
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0

394:4.383
0
0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

32231.551
295:1294

0
0

09.7■0
:2:.050
:24.222

0
1.065.120

0
0

12●1.348
158.277

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

１０
】に



正映財産増減計菫書総括表

平成20年4月1日から平成 21年3月31日まで
単 位

(1)経常外収蓑
他会計からの後入額

研究資源供給事業特別会計からの畿入Jt

夢『事軍二1了タヱ軍鑽
別会議からの

警,額
特別会計からの経入螢

その収芸
維入

経常外収菫計
Q)経 常外費用

通年度補助金返還金
通年度福助金返還全

除却損失′
  建 物珠却損

仕署備畠鍮却損
ソフトウェア除却損

減損損失
電話加入権減損損失

他会計への優出額
一般会計への経出螢
プロテオームリサーチセンター事業特別会計への経=額

経常外資月計
当期経常外増減額
当期一般正珠財産増減額
…80■味財産鶏首残高
一般正味財産期末残高

指定正妹財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

0

0

0
0

1            270,931.093■

270931.0,3
0

0
0

Q

0

0
0

0

0
0

0

0

0
0

0
0

0
0

235003378:
225.34■123

:|:5.083
1:34371こ

0
0

:  t s l . t . t g  :
l 51 . t d3

0
0

130240353 :

0
13.413.159
80.7,1.200

0
0

2'0331033 1



正藤財藤彗減計宣書総精表

平成20年4月1日から平成 21年3月31日まで
(単位 円 )

〇

科 目

ヒトゲノムテーラー

メニ町 究推進
事拿特翻会計

再生E薇 実用4L
研究推進事業
特別会計

新興。再兵感染掟
研究推進率拿
特別会計

菫治性疾患克風
薔究彗 業
特別会議

内部取=:消云

一般正味財産増議の部
1.経 常雌減の部
(:)経常収菫

基本財産適用益
基本財菫受取和息

受取入金金
受取入金金

受取会費
受取会費

事業収菫
講晋会参加貴収姜
資料贅収菫
事業収益

研究委託贅収養
研究委託費受入

受取補助全等
受取国産機助金
受取研究事業貴
受取推進季葉贅

韓収基
受取利息
毬λ

0
0
0
0
0
0
0
0
0

277.4m00o l
0
0

277.100.000
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

43.000.000]
0
0

13.職 000
0
0

0
0
0
0

0
0

216.394.000
0
0

2:晟894.000

0
0

61.573000]
0
0

. |:.673.000
0
0

ヽ々 に ■ 翼 用

事業貴
人件費
調査研究費
金颯作成費
菫智会贅
期言商品機卸高
情報活動贅
支払手数料
期茉商品機卸高
国書資料贅
研究費
諸謝金
旅費交通費
什署備品費
消耗品質
通信運搬費
会議費
養Ft責
印刷製本質
議税公課
光盤水料

質借凝
支払利息
品質低下辞価損
釜役藩贅
減価値露贅
鑑 薔

０

０

０

０

０

　

０

０

０

０

　

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

ｏ



正味財摩増減計算書総籍表

平成20年4月1日から平成 21年3月31日まで
単位 : 円 〕

科 目

ヒトゲノムテーラー

メード研究推進
事集特別会計

再生医療実用化
研究推速事業
特麗会計

新興・再興感彙症
薔究機二事業
特層会計

難治性疾患克離
研究推進事業
特別会計

内部取=1消去

調査研究費
間接経費

推進事業費
読勁研究員活用事業費
外国人研究者招へい事業費
外国への日本人研究者派遣事業費
国際研究グラント事業費
新技術移転穂継琴隻贅
国際共同研究事業費
調査・予潤研究事業費
外国への研究姜Ft薔婁贅
研究成果等警及薔発事業費
著手研究者育成活用事業
研究支援者活用事業
ま藁知的基盤豊犠線推事業贅

国庫納付金
国産熟付金

管理贅
人件贅
旅費交通費
仕馨備品質
消耗品費
通信還査費
会議贅
渉外贅
印朗襲本費
事春所費(建物賃表)
事務所責(その他)
種税公露
賃僣料
姜贅費
支

‐
JA利息

20周 年記念奉婁賛
難役薔贅〈鰺4費 )
雑役登費 (保守登託料)
織役薔費 (出魔明編作威費う
禁役審費(コピー料)
鑑役務費(その他)
減儘償却賛
難費

預り金への撮替
預り全への振替

補助金返遺金
補助金返還全

経常費用計  _

0
0

2 , 5 . 3 0 7 3 5 8 ,
0

i.300150
7.3:3580

0
0
0
0

41500
10_1'0580
51.419,74:
15269.820
9919,._●77

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

 ́  0
0
0
0
0

:  0
0
0
0
0
0

,     0

12092542]
12092642

0

0
0

04174145
0

14:3.フ35
0C16,00

0
0
0
0

83“
2231137
:5202025
7_597047

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

3.825335
8=325.355

0

0

0
0

18930:415

0
1 1 3 1 0 ,こ1 5
23.57037o

0
0
0
0

3ア.531:7o0
12 720 tn:|
lo4 71o 246

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
Cl
0

25.392_555
25332.555

0

0
0
0

43.412239

0
2_970.590
3.496270

0
0
0
0

3020300
3532834

24332245
0
0
11
0
0
0

:3_260.711
:3250.761

277.4∞000 43000000 2158940o0 61673000
0 0

0



正味財産撻減計算書総籍表

平成20年4月1日から平成 21年3月31日まで
(単位 円 )

科 目

ヒトゲノムー
‐ 田 究雄
事業特鵬会計

再生医療実用化
研究籠菫事拿

特別会計

新興・再暴感染症
研究推二事象
特別会計

難治性疾患克腱
研究推進事業

特別会計
内部取言:消養

2.種 富 外導露 の 郡

:1)経 常外 収菫

他会計からの経入螢
研究資鷹供給事実特別会計からの経入螢    |
割薬プロテオームファクトリ■事業特別会議からの操入額
プロテオームリサーテセンター事業

特別全齢からの曇入螢
その」●羞

鍾入

幡常外収蓋計
② 経常外費用

追年度補助金返還金
過年度補助全E重 全

奪却損失
建物鍮却損
仕警輌品除ヨ損
ソフトウェア詠露損

減損損失
電話加入権減損損失

他会螢への経出額
一般会計への繰出額
プロテオームリサーチセンター事業特別会針への繰出額

蟻常外費用計
当綺経常外織減額

.1蓋 蒻一般二味財産増減護        .
―級正味財産霧首残高
一般正味財産期末残高

ユ 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減磁
指定正味財産期首残高
指定正味財産霧東残高

El正 味財産期末残高

▲ 297.032242
▲ 26鋼 .000

▲ 27■981.093
▲ 151.H9

▲ 297.032242
▲ 21.:51.:49
▲ 27C1331033

0
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′
I,テオ‐′、ツン・タトリー肺|11))

1路築11     (ア スツプルト島悔性等)
f卜器備,:11    (実 験り‖Jt等)
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・

11高1カll人1作
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(J“f嘆1ギ|くた:|lk‖8('0,()()0)
(総合警価衛t障60,Ⅸ)0)
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:」1響

半lIP   ヽ
『1 l F  t t  l l l合計
資 産 合 : |

‖ .ftillJυりll:   .
l流‖"`t lFI

lモ払費用     (1(払 賞与・5,357:636)
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籠り金・保険101
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鰊り金・住民税
預り金。その他

仮受金
流 動 負 債 合 I「

211111定負償
i量‖t給付引11金

役員退職t慰労り1当金

111切未″、金
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正 味 1オ産

1(}(),367.578

_l11),:」!)l

:l!1・ア1:l:)・5t
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!,95′l,1:1)′1

2,′127,711i

108,187.1

43.517

34.1161,1,2

12,|'21,,1;57
′16,21:t,B5

234,088,621

717.421

35,473,984



ヽ

平成20年4月1日から ■成21年3月31日まで

（）
０^
（●
一υ
υ^
ハ●
一一
。^
０
一一一）【．
。ｖ
，^
０
お・凛一一一

２

　

　

２４
　
　
　
　
　
　
ユ

錢

37.961.403:

52.457.033

0

0

0

0

2305590

0

0

0

306530

98700

1098211

4845740

218573
10.000000

655200

10.471.4●
‐
7

421080

0

425190

3.240125

1_事業活動収入
①基本財産運用収入

基本財産利息収入
②入会金収入

入金金収入
③会費収入

金質収入
④事業収入

講習会参加費収入
資料費収入
事業収入

⑤研究委託費収入
研究委能費受入収入

⑤補助金収入
研究事業費受入収入

⑦鯖 幸
費受

今
撃入

受取利息収入
雑ヽ入

事業活動収入計
2事 業活動支出
①事業費支出

入件費支出
調査研究費支出
会報作成長支出
講習会費支出
情軽活動費支出
支払手数料支出
国書資料費支出
研究費支出
諸臨金支出
旅費交通費支出
什器備品質支出
消耗品質支出
通信運搬費支出
会継費支出
委託費支出
印刷製本費支出
程税公課支出
発熱水料支出
賃借料支出
支払割息支出  .
雑役務費支由  も

431.698

431.698

2.000.000

2.000.000

167.990.000

167.990.000

245,927.064

4.604,000

2.318.710

238、944.354

362.680.000

362.680000

1.988.101.000

878,800.000

1.109.301000

1827.504

998.235

431.698:

431.69S

2.000000]

2.000.000

106.990.000:

106.990.000

6,982.710,
4.664.000

2.318.710

0

0

0

0

0

0
4 1 1 . 1 3 1 :

355024

878.800.000:

878.800.000

0

314156:

0

446.000.000]

0
446.000000

65.015]

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
362.680Ю001

362.680.000

0

0

0
248.137]

248137

482.354.896

60.717.712

10.331.371

16.321.096

2.135.809

3.804.601

2:305.590
1.199556

2.80Q000

11652.509

17.699,695

98.700

1.935.945

9p95.164

454.467

108020.842

871.500

17.160.752

544.408

96.495.54`

425.190

1171376.282

47.744667

0
10.331.371

10.321096

2.135809

8804001

0
1.199556

0

6.917.339

6.729815

0

0

305080

0

0

0

0

0

0

0

0
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平成 20年4月1日から 平成 21年3月31日まで
:円 )

科 目 ▲
ロ 計 一般会計

厚=労 働科手
研究費補助事業

特別会計

厚=労 働科宇
研究費補助推進
事業特別会議

委託研究事案
特Bll会計

研究資源供給
事業特競会計

∪研■予桑賀文轟

鶴奎研究費支出
間接経費支出

③推進事業費支出
流勁研究費活用事業費支出
外国人研究者招へい事業置支出
外国への日本人研究者派遣事業贅支出
国際研究グラン陣 薬費支出
新技術移転促進事業費支出
国際共同研究事業費支出
調査・予測研究事業費支出
外国への研究委託事業費支出
研究成果等普及啓発事業費支出
着手研究者育成活用事業支出
研究支援者活用事業支出―
創薬知的基盤整備促進事業費支出

④国庫納付金支出
国庫納付金支出

⑤管理費支出
入件費支出
旅費交通費支出
什器備品費支出
消耗品費東出
通信運搬費支出
会議費支出
渉外費支出
印刷製本費支出
事務所費(建物賃料)支出
事務所費(その他)支出
租税公課支出
賃借料支出
委託費支出
支払利息支出
20周年記念事業支出
雑役務費支出       ｀
雑支出

⑥退年度補助金返還支出
過年度補助金返還支出

②その他支出
長期未払金支出

③預り金への振替鍾
預り金への振替銀

③補助金返還金支出
機助金返還金支出

事業活動支出計
墓 婁 警 勧 厳 守 姜 舗

8711975.999

730.375.006

141.600,993

933.860,202

166.627.346

29352.645

53.888.800

132●57027

20.710.004

741096.013

21.726.037

48.667.200

37.912.028

196.664,258

52.966.867

99,191,977

362.680mO

362.680.000

65.734.976

37.589.252

335.260

294082

1,977.783

737.353

4 1 6 . 1 4 8

74.700

2.196.075

1.520,362

1.136.562

3.670.048

1.137.774

18.880

3.222.268

0

11.392.679

15‐750

84.422.300

84422:360

12.000,000

12脚 .000

117.309.970

117.309.970

0

0

u

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33.195288:

8.077.958

335.260

294082

1.908043

869741

291.926

74.700

1.130,955

1.520.362

1.136.562

2.428.200

979,497

18.880

3222.268

0

11391104

15.750

84.422.360]

84422.360

12.000.000]

12Ю00000

0

0

0
0

871975.999

730375006

141.600.993

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

7.138.157

7.138.157

0
0

0

446.065.0151

166.627.346

11,757.545

5,891.180

132.057,027

20.710.004

74.096.013

21.726037

8.∞7■00

4.192.463

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

362.680m03

362.680.000

248.137]

0

0

0

0

246.562

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1.575

0

0

0

0

0

0

0

0
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０

０

０

０

０
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０

０

０

０

０
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０

０
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０
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2.930338.403 77_352315 879_1141 446.0651015 362_928_137 87961403
ハ ▲ 6054677 0



平成 20年4月1日から 平成 21年3月31自まで

科 目 合 l l ‐般会計
厚生労偽科学
研究費補助事業

特別会計

厚生労働科学
研究費補助推進
事業特別会計

委託研究事業
特別会計

研究資源供給
事業特別会計

1.投資活動収入
①特定資産取崩収入

修経積立資産取崩収入
退職給付31当資産取崩収入
過年度補助金返還積立預金取崩収入
国費事業運転資金積立資産取崩収入

投資活動収入計
2投 資活動支出

9臨 取得支出
過年度補助金返還積立預金支出

②固定資産取得支出
建物建設支出
什器備品購入支出
ソフトウェア支出

③敷金保護金支出
保証金支出

④他会計への繰入金支出 ´
一般会計への繰入金支出

投資活動支出計
投資活動収支差鐘

=財 務活動収支の部
1.財務活動収入
①他会計からの繰入金収入

研究資源供給事業特別会計からの
議入金収入

財務活動収入計
2.財務活動支出

財務活動支出計
財務活動収支差額
当期収支差額
前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

20.816480

0

316.480

20.000.000

0

:    20.816.480

0

816.480

20000.000
1             0

20.815480 20.816.480

3.651.648

3.651648

0

3.160.500

0

3.160.500

0

20.000

20.000

0
0

t 3.65r.648 .l
3.651.648

, ^
- - 0

U
U

i zo.ooo:
20.000

n
: n

0

0

0

t          2257500

0
2257500

0

1        26.000000

26_000_000
6_832_1 367164 0 23_257_500

13984 714483 0 ▲ 23257500

:       26Ю 000001

26.000000

26鯛 .000 0

26000
▲ 147 ▲ 17401_941 0 0 ▲ 12001653

210_191 24.239.383 0 0 =.307010
02.795.186 6.837.442

0 ▲ 8.0346`3

(単位 : 円 〕



平成 20年 4月1日から 平成 21年 3月31日まで
:円 )

N

科 目
出版事業
特潜会計

プロテオ■ム
リサ■チセンター

事案特別会計

団豪フロテオ‐ム
フアクトリニ事業

特別会計

厚生労働大臣
認釘 LO事業
補助金特別会計

厚籠"働 バヒ
認定■_0事業

会員会費特別会計

コ物異晨薬厖厖撃
外部評価認証事業

特別会計
争 乗 石 即 収 文 の が

1.事業活動収入
①基本財産運用収入

基本財産利息収入
②入会金収入

入会金収入
③会費収入

会責収入
④事業収入

講晋会参加費収入
資料費収入
事業収入

③研究委託贅収入
研究委託費受入収入

⑥補助金収入
研究事業費受入収入
推進事業費受入収入

0鮭 収入
受取利息収入
裁入

事業活動収入計
2_事 業活動支出
①事業受支出

入件費支出
調査研究費支出
会報作成長支出
講習会費支出
情報活動費支出
支払手数料支出
図書資料費支出
研究費支出
諸開金支出
旅費交通費支出
什器備品費支出
消耗品費支出
通信運搬費支出
会議費支出
委託費支出
印刷製本費支出
租税公課支出
光熱水料支出
賃借料支出
支払利息支出
雑役務費支出
雑 吉 出

0

0

0

0

0

0

392.7∞:
0

0

392.700

0

0

0

0

0

9,227]

677

8550

0

e

C

O

40.000.000]

40.OmOoo

120鋤 000]

0

0

120.000.000

0

0

0

0

0

0

0

0

０

０
０
０
０

０
０
０
０
０
０

０
０
０

６５
217.165

30000

 ヽ   0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

65.3340001

0

05,334.000
0

0

0

0

0

0

21脚 .000:

21.000.000

12_449131]

0

0

12■49.131

0

0

0

0

0
440.203,

86.518
35■●貪=

０
０
０
０
０
０
４０
。
０
“
０
０
０
０
０
０
０
０

，

一
　

　

　

　

ぃ

・
′

２

．
　

　

　

２
．

401,VZ′ 150,00.0" 65334^000 33.889.334 2.877.740

48.295

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

48.295

0

0

0

0

0

132.795.3403

0

0

0

0

0

0

0

2.800000

0

0

0

0
1    0

0

39.700.000

0

3.694.500

0

36.600000

0

840

0

141.102.801

7.214279

0

0

0

0

0

0

85.770

2.108.620

0

738.354

3942.842

15‐ 0

8.320.842

0

2.946.500

123.323

59.725.152

0

55.881714
0

65.334.000]

1045.800

0

0

0

0

0

0

21510.400

7074,170

0

25.618

1.496

0

0

0

0

0
56.892

0

54.619.624
0

3530.689]

0

0

0

0

0

01

0

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

８９

ｎ

3837.701

0

0

0

0

0

0

0

2.139.000

980.460

0

73762

0

220.389

0

216.300

0

0

113.500

0

94.290

0



」▼t許 笛 =塾 接 塞

平成20年4月1日から 平成 21年3月31日まで

科 日
出版事業
特別会計

プロテオーム
リサーチセンター

事業特別会計

31薬プロテオーム
ファクトリァ事業

特別会計

厚生労働大臣
露菫 LO事集
補助金特別会計

厚生労働大臣
露正:LO事業

会員会費特別会計

壼
一

勲鶴興薇薬歴麗設
外部諄価露饉事業

特別会計
Ψ V九 撃 JR買 又 EE

調査研究費支出         _
間接経費支出

③推進事業費支出
流動研究員活用事業費支出
外国人研究者招へい事業費支出
外国への日本人研究者派遣事業費支出
国際研究グラン|・●業費支出
新技術移転促進事業費支出
国際共同研究事業費支出
調査・予灘研究事業費支出
外国今の研究委託事業費支出
研究成果等普及啓発事業費支出
着手研究者育成活用事業支出
研究支援者活用事業支出
創薬知的基盤整備促進事業費支出

④国庫納付金支出
国庫納付金支出

⑤管理費支出
入件費支出
旅費交通費支出
什器備品費支出         :
消耗品費支出
通信運搬費支出
会議費支出
渉外費支出
印刷製本費支出
事務所贅〈建物曖料)支出
事務所費(その他)支出
租税公課支出
賃借料支出
委託費支出
支払利息支出
20周年記念事業支出     ‐
雑役務費支出
雑支出 ‐

⑤過年度補助金iE還支盤
過年度補助金返還支出

②その他支出
長期未払金支出

③預り金への振替議
預り金への振替額

③補助金返還金支出
補助金返還金支出

事業活動支出計
=妻 活 動 l12す芸 鍾
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0
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平成 20年4月1自から 平成 21年3月31 日まで

1.投 資活動収入
①特定資産取崩収入

修経積立資産取崩収入
退職給付引当資産取崩収入
遺年度機助金板覆積立預金取崩収入
国費事業運転資金積立資産取崩収入

投資活動収入計
2.投資活動支出
○特定資産取得支出

退職総付引当資産取得支出
適年度補助金返還積立預金支出

②固定資産取得支出
建物建設支出
什器備品購入支出
ソフトウェア支出

⑧敷金保護金支出
保証金支出

④他会計への繰入金支出
一般会計への繰入金支出

投資活動支出計
投資活動収支差額

II財 務活動収支の部
1財 務活動収入
①他会計からの繰入金収入

研究資源供給事業特踊会計からの
繰入金収入

財務活動収入計
2.財 務活動支出

財務活動支出計
財務活動収支差雲
当期収支差鍾
前期繰越収支差額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9030∞ ]
0

903.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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平成 20年4月1日から 平成 21年3月31日まで
1単位 目 〕

～
〇

科 目

ヒトゲノムテーラ‐
メード研究推進
事業特別会計

再生医療実用化
研究推進事業
特別会計

騒桑。再興騒彙症
研究推進事業
特別会計

難治性疾患克晨
研究推進事業
特射会計

内部取尋:消去

千 乗 う0副 u又 り Ep

l.事業活動収入
①基本財産運用収入

基本財産利息収入
②入会金収入

入金金収入
③会費収入

金費収入
④事業収入

講習会参加費収入
資料費収入
事業収入

⑤研究委託費収入
研究委託費受入収入

⑥補助金収入
研究事業費受入収入
推進事業費受入収入

②雑収入
受取利息収入
雑入

事業活動収入計
2事 業活動支出
①事業受支出

入件贅支出
調査研究費支出
会報作成責支出
講習会長支出
情報活動費支出
支払手数料支出
図書資料費支出
研究費支出
諸調金支出
旅費交通費支出
什器備品質支出
消耗品費支出
通信運搬長支出
会議費支出
委託費支出
印刷製本費支出
租税公課支出
光熱水料支出
賃借料支出
支払利息支出
雑役務費支出
錯宣出

277.400,000]

0

277.400m0

0

0
n

43.000.000]

0
43.000.000

0

0

0

21589■000

0

216.894.000

0

0

0

61.673.000

0
61.673.000

0

0
0

277.400硼 43.000.000 215_894000 61.6730oo
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０
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０



平成 20年4月1日から 平成 21年3月31日まで
(単位 :円 )

科 目

ヒトゲノムテーラー

メード研究推進
事業特瘍会計

再生医療実用化
研究推進事集
特別会計

購興。再興肇巣霊
研究推進事業

特別会議

鼠力臓疾患夏臓
研究権森事業

特別会計
内部取弓!消去

クヽロ九千乗翼又凛
調査研究費支出
間接経費支出

③性進事業費支出
流動研究員活用事業費支出
外国人研究者招へい事業費支出
外国への日本人研究者派遣事業費支出
国際研究グラン暉 案費支出
新技術移転促進事業費支出
国際共同研究事業費支出
調査・予測研究事業費支出
外国への研究委託事業費支出
研究成果等普及啓発事業責支出
着手研究者育成活用事業支出
研究支援者活用事業支出
創案知的基盤整備促進事業責支出

④国庫納付金支出
国庫織付金支出

⑤冒埋費支出
人件費支出
旅費交通費支出
仕器備品費支出
消耗品費支出
通信運搬費支出
会議費支出     ‐
渉外費支出
印刷製本費支出
事務所費(建物資料)支出
事務所費(その他)支出
租税公課支出
費借料支出
委霊費支出
支払利息支出
20周年記念事業支出
雑役務費支出
雑支出

⑤過年度補助金返還支出
過年度補助金返還支出

⑦その他支出
長期未払金支出

③預り金への振替額
預り金への振替額

③補助金返還金支出
補助金返還金支出

事業活動支出計
事 室チ動J,す姜鋼

u

0

0

215,307.3583
0

1900.160

7313.580

0

0

0

0

41.500

10.170.580

51419.741

45269.820

99.191.977

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62.092.642]

62.092.642

0

0

υ

0

0

34174143

0

1413.735

6.616.900

0

0

0

0

8300

2236137

16202.026

7697.047

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8825.855

8.825.855

0
0

υ

0

0

180.901.44●
‐

0

11.310.615

23.570.370

0

0

0

0

37.589,700

12.720014

104.710.246

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

25.992.555

25,992.555

0

U

0

0

43.412.239

0

2.970.590
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0

0

0

0

3.020.300

8.592.834
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0
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0
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0
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平成 20年4月 1日から 平成 21年3月31日まで
(単位 :円 )

科 目

ヒトゲノムテ…ラー

メニド研究推進
事業特競会計

再生医療実用化
研究推遣事業

特別会計

新興・再興感染症
研究推進事業
特別会計

職治性疾患克麗
研究推進事業
特別会計

内部取引消去

[ 覆 貫 =到 収 文 の 群

1.投資活動収入
①特定資産取崩収入

修議積立資産取崩収入
退職給付号1当資壼取崩収入
過年度補助金返還積立預金取崩収入
国費事業運転資金積立資産取崩収入

投資活動収入計
2.投資活動支出
①特定資産取得支tt

退韓総付引当資産取得支出
過年度補助金iE覆積立預金支出

②固定資産取得支出
建物建設支出
什器備品購入支出
ソフトウェア支出

③敷金保証金支出
保証金支出

④他会計への繰入金支出
―級会計への繰入金支由

投資活動支出計      .
投資活動収支差薔

=財 務活動収支の部
1.財務活動収入
①他会計からの繰入金収入

研究資源供給事業特別会計からの
繰入金収入

財務活動収入計
2.財務活動支出

財務活動支出計
財務活動収支差額
当期収支差額
前期繰越収支差額
次期繰越収支差額   ―

0 0 0

0

0

`   |▲ 26.000.000:
▲ 26000_000

0 0 ▲ 26.000.000
0 0 26.000000

:    ム 26.000.000
▲ 26000.000

▲ 26.000_000

▲ 26.000000



財団法人ヒユーマンサイエンス振興財団
:   【

保有資産 (土地等)】

◎ヒューマンサイエンス研究資源バンク

(大阪府泉南市りんくう南浜2-■ 1)

土地 :1973面

建物 :1387耐

(平成 22年 4月 1日現在)



【総括表】

支出省庁

国からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち ~

契約(②) 扁 |
: うち  ・

契約以外(④)

厚生労働省 1,988,101 11988,101 0 0 0 0 1,988,101

【内訳】     ｀
による: (単位 :千円)

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 277,567

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 65,334

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 43,000

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 =般 会計 277,400

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 87o,800

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 T般 会計 446,000



`財)ヒ ュ中マンサイエンス振興財団への支出状況 (平成21年 度執行額)

※平成21年度執行額とは平成21年度第3・四半期(4月1日～12月31日)までの交付決定額及び契約額

【総括表】

【内訳】

支出省庁

国からの支出合計金額 独湛からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち

契約(②)
うち

契約(③)
うち

契約以外(④)

厚生労働省 1,549,145 1,549,145 0 0 0 0 1,549,145

らヽの補助金等に

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 42,304

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 T般 会計 31,341

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 181,576

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 =般 会計 735,054

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 391,629

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 167,241



資料 3



陰 内事業仕分け室作成資割

主要な論点

1 厚 生労働科学研究費補助事業 (政策創薬総合研究事業)

による補助について、厚生労働省が直接研究者に補助す

るのではなく、当該法人にいったん補助を行い、当該法
人が民間企業からの委託研究費と合わせて、研究テニマ

ごとに研究者を選定して研究者に補助を行うという方式

の合理性をどう考えるか。       「    「

(概念図)ヒ ュ,マ ンサイエンス振興財団による政策創薬総合研究事業 (平成 20年 度)

④交付条件の決定

政策創薬総合研究事

業の研 究テーマ 、

60召 日こそ澪計lo.8イ意

円の研究費を交付

総合研究事業 8.8億円

樹 団に補助)

委託研究費 3.6億 円

財 団に出損)

2 独 立行政法人医薬基盤研究所が難病等研究資源バンク
事業で作出した細胞株や遺伝子を (財)ヒ ニーマンサイ
エンス振興財団に、技術支援料を対価として提供し、同
財団から国内外の研究機関に細胞 二遺伝子の分譲がなさ
れている。

この共同事業については、医薬基盤研究所がヒューマ
ンサイエンス振興財団とのみ契約を締結しているがt適
切か。 :

1

外部専門家から成る

評価委員会

債1)ヒューマンサイエンス

振興財団

(次ページに続く)



内事業仕分け室作成資

《共通事項 (全法人)》

0 当 該法人の事務 ・事業に対する委託費等の国からの財政支出が適正な額
1   で

あるか。事務 :事業の実施に当たつて冗費 (ムダ)は ないか。

0 当 該法人の組織は、当該法人の事務 ,事業を実施するために適切かつ効

率的な体制であるか。また、管理部門の体制は過大となっていないか。

(参考)役職員の状況 (平成22年4月 1日現在)
・役員数34名

〔会長1名 (非常勤)、理事長1名 (非常勤)、専務理事1名 (常勤)、

常任理事4名 (非常勤)、理事25名 (非常勤)、監事2名 (非常勤)〕
うち国家公務員OB2名 〔理事長1名 (非常勤)、専務理事1名 (常勤)〕

・職員数116名 (うち国家公務員OBl名 )     '
この他非常勤職員フ名
管理部門比率 21 7%(5/23)

○ 不 必要な余剰資産などを抱えていなし勁 しヽ内部留保、積立金が過剰では
:     な いか。                    ´     ‐

(参考)                               (万 円)

現預金

(流動資

産)*1

有価証券

積立金 「

引当金等

親

その他

都
計

37:111 0 82,316 4,352 13,744 137,523

*1補 助金未使用分の預り金 23,409万円を含む。           ′

i*2退職給与引当3,624万円を含む。

*3基 本財産 10,319万円を含む。

※内部留保率 :▲13%

(次ページに続く).

2



内事業仕分け室作成資

≪厚生労働科学研究費補助事業2 ‐

O 厚 生労働科学研究費補助事業 (政策創薬総合研究事業)に よる補助につ

いて、厚生労働省が直接研究者に補助するのではなく、当該法人にいつた

ん補助を行い、当該法人が民間企業からの委託研究費と合わせて、研究テ
ーマごとに研究者を選定して研究者に補助を行うという方式の合理性をど

う考えるか。

(概念図)ヒ ュ‐マンサイエンス振興財団による政策創薬総合研究事業 (平成20年 度)

③申請課題の評価依頼 ④交付条件の決定
総合研究事業 8.8億 円

衡 団に補助)

政策創薬総合研究事

業の研究テーマ、60

件に合計 108億 円の

研究費を交付
委託研究費 36億 円

側 団に出損)

(参考)ヒ ューマンサイエンス振興財団による政策創薬総合研究事業

(1)事 業趣旨 |

政策的に重要であるが、産業界の自主努力のみでは研究開発の促進が図られない

ような領域について、優れた医薬品 `医療機器の開発を行うため、官民の研究資源

等を結合し、画期的・独創的な医薬品等の創製のための技術開発の研究助成を行う

ものも

(2)採 択テーマ (平成20年度)
● 件数 60件 (官民共同 40件 ) _

主な研究テーマ 先 端技術を応用した製斉1の品質確保と評価に関する研究
‐       自 己免疫疾患に対する蛋自性医薬品の創出戦略とその応用に関

する研究

(3)財 団からの研究者への補助総額  108億 円 (うち国費7.2億円)(平成20年度)
(4)事 業実施に財団で要した事務経費 1.5億 円 (平成20年度)

(次ぺニジに続く)

外部専門家から成る

評価委員会

_(財)ヒューマンサイエンス

振興財団



内事業仕分け室作成資

0 当 該法人に対する厚生労働科学研究費補助事業(政策創薬総合研究事業)
による補助は、同財団を通じて研究者に補助する仕組みとなっているが、

その理由に合理性はあるか。

国が助成先を競争的に選定する資金補助にできないか。

(参考)厚 生労働科学研究費補助事業 (政策創薬総合研究事業)の概要
(1)事 業趣旨

政策的に重要である民間のみでは研究開発の促進が図られない分野について、
画期的・独創的医薬品等の創製に資する中核技術の開発の推進等厚生科学研究基
盤の整備を図ることを目的とする研究

(2)採 択テニマ数 (平成20年度)
22名 の研究者及び (財)ヒ ューマンサイエンス振興財団。

(3)予 算額 (平成20年度)
全体で152億 円 (うち、ヒューマンサイエンス財団あて 8.8億 円)

○ 当 1該法人が資金交付 している研究は、個別企業で担うことのできない研

究分野に関
‐
する研究テーマの設定や研究採択の公平性が担保されているか。

また、当該研究事業の成果は出ているのか。

○ 当該法人の行つている厚生労働科学研究費補助事業 (政策創薬総合研究
事業)につぃて|よ、創薬の共通基盤となる研究であり、成果が出た場合は、
直接的には民間企業がその受益者となるため、民間企業の委託研究費の負
担割合を高めるべきではないか。

(参考)
全体 10.8億 円 (A)

うち、政策創薬総合研究事業 (国からの補助金働  7.2億 円

うち:民 間企業からの委託研究費  3.6億 円 (B)
B/A  33%                              '

(次が=ジに続く)



内事業仕分け室作成資

0 当 該法人の行つている厚生労働科学研究費補助事業 (政策創薬総合研究

事業)は 、革新的な医薬品等の開発のための共通基盤となる技術について

の研究であるが、独立行政法人医薬基盤研究所がファンデイングロエージ

ェンシーとして実施している基礎研究推進事業 (画期的な医薬品等の開発
に結びつく基礎研究を行う研究者に対する助成)と 重複はないか。創薬に

向けた基盤研究に対する国の関与を一元化し、個別企業では実施できない

分野に、より戦略的かつ効果的に重点化できないか。

(参考)独 立行政法人医薬基盤研究所による基礎研究推進事業
医薬基盤研究所は、基礎研究と企業による研究開発を橋渡しする基盤的技術研

究を自ら実施しているほか、ファンディング・エージェンシーとして基礎研究推
進事業(画期的な医薬品等の開発に結びつく基礎研究を行う研究者に対する助成)、
希少疾病用医薬品等開発振興事業 (医療上の必要性が高いにもかかわらず、患者

数が少ないことから、研究開発の投資回収が難しく、十分な研究開発が進んでい
ない医薬品等の研究開発に対する支援)等 を実施している。            .
行政刷新会議による事業仕分けWGに おいて、医薬基盤研究所の行う基礎研究     |

推進事業と希少疾病用医薬品等開発振興事業は、「国等が実施し、事業規模は現状
維持」とされた。     :

≪研究推進事業 (リサーチレジデントの派遣等)≫

○ 当 該法人では、厚生労働科学研究費補助事業として採択された研究につ

ぃて、主任研究者だけでは研究の遂行が困難なものも少なくないため、主
任研究者を補助する若手研究員 (リサーチレジデント)を 研究者の元に派

遣し、研究に従事させる等の研究推進事業を行つている。国の事業採択を

競争的資金にできないか。

(参考1)ヒ ューマンサイエンス振興財団の行う厚生労働科学研究費補助推進事業
,政策創薬総合研究推進事業   3.1億 円 (平成22年度計画額)
・テーラTメ

ニ ド研究推進事業  1.7億 円 (平成 22年度計画額)
・再生医療実用化研究推進事業  0.3億 円 (平成 22年度計画額)   |      :

(次ページに続く)
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内事業仕分け室作成資

《厚生労働大臣認定TLO事 業》

0 当 該法人が平成15年 度に同事業を開始して以来、既に一定年数を経過

しているところであり、特許等の実施許諾による企業からの契約料や実施

料、登録会員からの会費を増加させることにより、国からの補助金を縮減
・

することはできないのか。

(参考1)認 定TLO事 業の概要

① TLO法 の目的
大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

.  (平 成10年 5月 6日法律第52号)(TLO法 )は 、大学等から生じた研究成果の産
業界への移転を促進し、産業技術の向上及び新規産業の創出を図るとともに大学等
における研究活動の活性化を図ることを目的とする。

② 認定の法的根拠                      ′    ¨‐
   国 (試験研究機関)及 び独立行政法人が保有する研究成果を譲り受けて、その事

業化を行う民間事業者に対し実施許諾等を行う技術移転機関のうち、一定の要件を
満たすものとしてTLO法に基づき、所管する大臣が認定し
大学法人の技術移転については、文部科学大臣及び経済産業大臣が実施計画の「承

認」を行うのに対し、国の試験研究機関、独立行政法人については、所管大臣が 「認
定」を行うこととされている。

③ 認定要件 (TLO法 第 12条第1項)
・技術移転事業を適確かつ円滑に実施できる能力を有すること
・発明等を自ら実施しないこと
・実施候補先企業への情報提供につき特定の民間事業者に対して不当な差別的取扱
いをしないこと

④ 認 定の効果
,特許料 (維持料)(特 許法第107条第2項の規定を準用)及び手数料 (出願手数
料、審査請求手数料等すべて)(特 許法第195条第4項の規定を準用)の免除

(参考 2)他 省庁の認定TLO

認定TL0 関係機関等

経済産業省 (財)日 本産業技術振興協会産

総研イノベャションズ

農林水産省 (社)農 林水産技術情報協会 農林水産省所管の研究機関等

総務省 (財)テ レコム先端技術研究支

援センター
(独)情 報通信研究機構

(次ぺニジに続く)



内事業仕分け室作成

《研究資源供給事業について》

0 独 立行政法人医薬基盤研究所が難病等研究資源バンク事業で作出した細

胞株や遺伝子を当該法人に技術支援料を対価として提供し、同財団から国

内外の研究機関に細胞 1遺伝子の分譲がなされている。

この共同事業については、医薬基盤研究所が当該法人とのみ契約を締結
‐  し ているが、適切か。

(平成20年 度)
種となる細胞I mgEn+r+eo;r I
話 の融

―司 ヒュ
ー7ンサイエンス振興財甲~¬

 い 本~・fLり:ノリノ|
|

細胞株・遺伝子の収集、保存、 細胞株のカ尋皇 (増殉 。分譲

開発、資源化       「  技 術瘍斜  1 爺 子の分譲

約 1,000万円
    実 費分譲

(年間約 3400件 )
約 8,000万円 (

研勢面静

致

l  i(参考)行 政刷新会議WGの 指摘 ((独)医 薬基盤研究所) |

(1)基 盤的技術研究

(2)生 物資源研究

事業規模は縮減。当骸墜込上厚労省、特定法人との関係等を再整理した上で、

ガバナンスの強化、事業の重点化、事業主体の‐元化という視点で見直し。



評価シート

仕分 け人名 (           )

ヒューマンサイエンス振興財団    `

要領】

本日の改革案の説明や議論に基づいて、法人の1:事 務 ・事業、2 組 織 ・運営
体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。

1-0事 瀞 事業 (政策自l薬総合研究事業 (補助))

※左記の事務 口事業をどのように扱うか
チエック願います。

□改革案では不十午 □①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施

卜 El ③事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、自治体へ事業
を移管し実施

'

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を行い実施

El改革案が妥当

:□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直 し ・補助金の削減など)

更なる見直し います)



1-② 事務 。事業 (研究推進事業 (リサーチレジデントの派遣等)(補 助)L    評 価シート

※左記の事務 ・事業をどのように扱うか
チェック願います:

□ 改革案では不十分 □①事業そのものを廃止
補助を廃止し、国で直接実施
補助を廃止し、自治体へ事業

一 口②事業の効率性を高めた上で、
□③事業の効率性を高めた上で、

を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人今補助を行い実施
□⑤法人べ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法

の見直し・補助金の削減など)
□ 改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)

1-③ 事務 ・事業 (認定TLO事業 (補助))

□ 改革案が妥当

の見直 し ,補助金の削減など)

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)

※ 左記の事務 ・事業をどのように扱 うか

′                   チ ェック願います。

71革
案では不十

笠 :3量言ittil孟言事:恭F登懲9貴署tttb璽貿皇紀昇蚕
絶



1-④ 事務 ・事業 (研究資源供給事業) 評価シート

※ 左記の事務 ・事業をどのように扱 うか
チェック願います。

)ものを廃止

;止し、独法で直接実施
;止し、他の民間法人で実施
「業を継続するが、更なる見直しが必要

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)



評価シニト

.  2 組 織 ・運営体制 ※ 国家公務員の再就職状況、管理費、余剰資産など補助 ・委託 ・

指定等事業を行 うにあたつての組織 ・運営体制の妥当性につい
て、チエツク願 います。         ~

□改革案では不十分

□改革案が妥当                   .

(具体的な更なる見直し内容等を記述願います)


